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第 1 章 序論  
 
 本論文の目的は，高等研究機関において，研究成果を生み出すために業績管理
システムがどのように設計され，運用されているのかを，事例研究を通じて明ら
かにすることである。本章では，第 1 節で本論文の背景および問題意識，第 2 節
で本論文の概要と期待される貢献，第 3 節で本論文の構成を述べる。  
 
1.1 背景および問題意識  
 いかなる組織においても，成果を生み出し戦略を実現するために，管理会計シ
ステムの活用は不可欠である (Anthony and Govindarajan 2007; Merchant and 
Van der Stede 2012)。管理会計領域の先行研究 (e.g.,Ahrens and Chapman 2004; 
Nixon 1998)でも，実務における管理会計システムの役割に関する事例が詳細に
記述されている。  
伝統的な管理会計システムは，PDCA サイクルを念頭に置き，組織の戦略実現
を強調しながら設計され，運用されてきた。一方，最近では，管理会計システム
と戦略の関係は双方向的であることも示されている (Jørgensen and Messner 
2009; Kober et al. 2007)。  Kober et al. (2007)は，マネジメントコントロールシ
ステム (MCS)1をインタラクティブに利用することで戦略変化が促される一方，戦
略変化に応じて MCS のメカニズムも変化していくことを，複数の研究方法を用
いた長期的研究によって明らかにした。  
 Kaplan and Norton (1996)によって提唱され発展してきたバランスト・スコア
カード (BSC)をはじめとして，業績管理システムの指標の多様化が進んでいる。
非財務指標を組み入れた業績管理システムの有効性は多くの研究で示されている。
米国の銀行を対象に，BSC を実施している支店と実施していない支店の 2 年間の
業績を観察した Davis and Albright (2004)は，BSC を実施している支店の財務
業績が観察期間中に向上し，加えて，BSC を実施していない支店の財務業績を有
意に上回ったことも明らかにしている。指標の多様性にとどまらず，管理会計シ
ステムの利用法についても研究が蓄積されている。例えば，診断的／インタラク
                                                   
1 ここで，管理会計は予算や製品原価計算のような実務の集合を指し，管理会計
システムはいくつかの目標を達成するための管理会計の体系的利用を指す。そし
て，MCS は管理会計システムを包含し，人事コントロールやクランコントロー
ルのような他のコントロールも含む (Chenhall 2003, p.129)。  
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ティブ (Simons 1995)，強制的／イネーブリング (Adler and Borys 1996)といった
概念が提唱され，それらの概念は経験的研究を通じて精緻化され続けている。  
 業績管理システムの多様化に伴い，組織は自らの環境により適したシステムを
構築できる可能性が高まっている。このことは，コンティンジェンシー理論でも
強調されてきたように，状況に応じて適切なシステムは異なることを意味する
(Chenhall 2003)。言い換えれば，設計や利用の方法を誤ると，業績管理システム
は組織や個人の成果にとって逆効果となるおそれがある。  
組織戦略の実現のためには，業績管理システムによって個人を動機づけ，個人
の行動を組織にとって望ましい方向に変えていくことも重要である。例えば，日
本の自動車製造業のエンジニアを対象とした研究では，職務関連ストレスを低減
するようにコントロールシステムを設計し運用することで，業績が向上すること
が示されている (Shields et al. 2000)。また，創造性の発揮や動機づけを目指した
インセンティブの設計や運用に関する研究も発展しており，トーナメント／出来
高払いとグループ／個人レベル (Chen et al. 2012)，金銭的／非金銭的報酬 (Kunz 
and Linder 2012)といった観点から考察が進められてきた。Adler and Chen 
(2011)は“大規模な共同創造性  (large-scale collaborative creativity, LSCC)”の
概念 2を提示し，LSCC を必要とする活動では創造性とコントロールの両立が求め
られると説いている。  
さらに近年は，管理会計研究が対象とする個人も多様になっている。伝統的に
は企業の従業員を想定した研究が進められてきたが，専門職を対象とした研究も
増えている。専門職は業務上の裁量が比較的大きいため，専門職の業績管理の実
施には困難が伴いやすいことが明らかにされている。例えば医師や会計士を対象
とした先行研究では，個人と組織が対立する傾向が 1 つの課題とされ，その対立
が引き起こす影響や，対立をどのように緩和するのかに焦点が当てられてきた
(Abernethy and Stoelwinder 1995; McGregor et al. 1989; Shafer et al. 2002)。
実際に，実務においても，近年は学者や研究者にも業績管理が適用されるように
なっている (e.g.,Kallio and Kallio 2014; Ter Bogt and Scapens 2012)。  
                                                   
2 Adler and Chen (2011)は，LSCC を，以下の 4 つの条件のすべてに適合する
活動として定義している。すなわち，①個々の貢献者のタスクが創造性を必要と
する，②貢献者の創造的なインプットは相互依存的であり結合的である，③この
相互依存性の規模と複雑性は非常に大きく，公式のコントロールメカニズムが求
められる，④貢献者は個人の創造性を示すと同時に，公式のコントロールメカニ
ズムを包含しなければならない，という条件である。  
3 
 
後述するように，専門職組織の中でも研究機関は最も成果の不確実性が高く，
研究機関に着目したこれまでの業績管理研究も相対的に少ない。したがって，管
理会計の視点から，研究機関における業績管理システムの設計と運用について，
組織と個人の特性を考慮した研究を行うことは，学術的にも実務的にも重要性が
高い。そして，研究機関の業績管理においては，個人の専門的知識の程度も考慮
すべき点である。専門的知識の程度によって，業績管理システムの設計と運用の
方法が異なり得る。以上の背景および問題意識から，本論文では，高等研究機関
を対象として，専門的知識の程度に応じた業績管理システムの設計と運用につい
て研究を行う。  
 
1.2 本論文の概要と期待される貢献  
 本論文では，まず，既存の文献に基づいて専門職の特質を論じ，本論文が立脚
する特質を，知識集約ならびに専門職の知識使用過程に定めた。そして，これま
で管理会計研究で広く取り上げられてきた複数の観点から先行研究のレビューを
行った。文献レビューに際しては，研究機関等の専門職組織と，企業組織等を分
けて検討した。その結果，先行研究の主要な課題として以下の 2 点が明らかにさ
れた。第 1 に，これまでの研究で用いられてきたアプローチと実務の実態に乖離
がある可能性が高いことである。第 2 に，さまざまな特性を考慮した業績管理シ
ステムの設計や利用について，これまで十分に検討がされていないことである。  
続いて，上記の先行研究の課題と本論文の問題意識をもとに，本論文の研究課
題を提示した。具体的には「高等研究機関において，研究成果を生み出すために
業績管理システムがどのように設計され，運用されているのか」という研究課題
を構築した。そして，コントロールパッケージと，個人の専門的知識の程度を反
映させた分析フレームワークを構築し，事例研究を行った。なお，専門的知識の
程度は，組織階層を基準として判断した。  
本論文では，事例研究のリサーチサイトとして，国立研究開発法人を選択した。
兵庫県神戸市に所在する理化学研究所の多細胞システム形成研究センター (2018
年度より生命機能科学研究センター )を対象とし，調査当時の 3 つの研究室のリー
ダー，研究員，テクニカルスタッフと，センター長に，半構造化のインタビュー
を実施した。なお，理化学研究所での調査に先立ち，国立環境研究所でパイロッ
ト調査を実施し，研究室の長と管理部門の要職を兼任する男性にインタビューを
行った。また，補足的に，調査対象の研究所の公開資料も参照した。さらに，理
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化学研究所での調査の後，追加調査として，神戸大学大学院農学研究科の准教授
1 名にインタビュー調査を実施した。そして，事例研究から得られた結果をもと
に考察を行い，結論を提示した。  
 事例研究の結果に基づく考察を経て，本論文では以下の 3 つの結論が得られた。
第 1 に，研究成果を生み出すためには，高度な専門的知識を持つ者による定期的
なモニタリングが最も重要である。研究活動は専門性と成果の不確実性がきわめ
て高いため，定期的な軌道修正が研究成果に寄与する。この際には，深い専門的
知識を持つ者が評価対象者の活動の内容や質を正しく理解し，建設的なフィード
バックを行うことが特に有益である。これに関しては，特に公式の評価制度を設
けることが併せて重要になる。  
 第 2 に，研究機関では，Simons (1995)が提示した信条システムと境界システ
ムの間に正の関係があり，信条システムはインタラクティブコントロールシステ
ムに正の影響を有しており，成果を生み出すために有効に機能する。具体的に，
研究活動において，目標やミッションと，研究倫理や行動規範が同時に機能する
ことで，認められた範囲での創造性の発揮が期待される。また，目標やミッショ
ンの共有によって，組織成員のインタラクションが活発になる。  
 第 3 に，研究活動を円滑に進め成果につなげるためには，組織全体として研究
活動の内容を共有するだけでなく，研究環境の整備も徹底し，研究活動と管理業
務の連携を図ることが重要である。この連携を考える上で，組織階層の視点は特
に有益である。本論文の事例では，センター長とリーダーや研究推進室との間に
情報共有の機会が設けられていた。各研究室のリーダーが各研究室の研究状況に
ついてセンター長と情報共有を行うことで，何らかの問題が生じた場合も，組織
全体として対応に当たりやすい環境が作られていた。  
 本論文には，以下の貢献が期待される。まず，学術的貢献としては次の 3 点が
挙げられる。第 1 に，管理会計領域における業績管理研究への貢献である。本論
文では，Simons (1995)に基づいて，成果を生み出すためにどの構成要素が重要で
あり，どの構成要素を組み合わせて用いることが有益なのかを記述した。第 2 に，
専門職組織を対象とした管理会計研究への貢献である。本論文での調査を通じて，
モニタリングの頻度等，成果の不確実性がきわめて高い研究機関の業績管理にお
いて念頭に置くべき点が明らかにされた。第 3 に，マネジメントコントロールの
理論の発展への貢献である。特に，専門的知識の程度や経歴等の個人的な要因を
考慮した理論の構築と，関連する今後の研究の蓄積が期待される。  
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一方，実務的貢献としては以下の 2 点が挙げられる。第 1 に，業績管理の目的
や専門的知識の程度を考慮に入れながら，同一組織内の複数の階層で業績管理シ
ステムを考察することで，現実の組織での業績管理に対してより詳細な示唆を与
えたことである。第 2 に，本論文のリサーチサイトは質の高い研究成果を生み出
し続けている，国際的にも著名な高等研究機関のひとつである。本論文の発見事
項を通じて，その強みの源を検討することによって，国内外の研究機関や大学の
ほか，企業の研究開発部門や他の専門職組織における業績管理への貢献も期待さ
れる。  
 
1.3 本論文の構成  
 本論文の構成は以下のとおりである。第 2 章では，専門職の特質を整理し，主
に組織と個人の特性に着目して，研究機関をはじめとする専門職組織の業績管理
について先行研究のレビューを行う。第 3 章では，企業等の業績管理について先
行研究のレビューを行い，先行研究において用いられてきたフレームワークとア
プローチの整理ならびに考察を行う。第 4 章では，先行研究の課題をもとに本論
文の研究課題を構築し，分析フレームワークを提示する。そして，研究方法とリ
サーチサイトを定め，研究機関を取り巻く環境の変化を論じる。第 5 章では，パ
イロット調査の結果を記述する。第 6 章では，事例研究の概要と結果を整理する。
第 7 章では，事例研究の結果を踏まえて実施した追加調査について記述する。第
8 章ではディスカッションを行い，考察としてまとめる。最後に，第 9 章で本論
文の結論を述べる。  
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第 2 章 先行研究レビュー：専門職組織の業績管理  
 
 本論文の研究対象である高等研究機関では，高度な専門的知識を持つ人々が，
日々研究活動を行っている。そこで，本章の第 1 節では，専門職の定義に関して
論じた先行研究を整理し，研究を進める上で重要な専門職の特質を述べる。第 2
節と第 3 節では，研究者や研究機関を中心に，専門職組織の業績管理に関して，
複数の視点から先行研究のレビューを行う。第 4 節では，本章の小括を行う。  
 
2.1 専門職の特質  
 専門職組織は，主要な組織目的の達成において専門職が中心的な役割を果たす
組織である (Scott 1965, p.65)。専門職の特質として長年にわたり論じられてきた
概念に，プロフェッショナリズムが挙げられる。プロフェッショナリズムの和訳
としては，専門家気質，プロ根性，専門的技術などが該当する。Hall (1968, p.93)
は，プロフェッショナリズムの態度の属性として，主な身元保証としての専門職
組織の利用，公衆への奉仕の信念，自己規制の信念，領域に対する天職  (calling) 
の感覚，自律性を提示している。このプロフェッショナリズムの概念は，のちの
経験的研究で尺度化が進められ，例えば組織との対立や離職意思との関係が検証
されてきた (e.g.,McGregor et al. 1989; Shafer et al. 2002)。  
 Von Nordenflycht (2010)は，プロフェッショナルサービス組織の特徴と組織的
含意について，法学，経営学，経済学，社会学等の観点から理論的検討を行った。
そして，プロフェッショナルサービス組織の 3 つの特徴として①知識集約，②資
本集約の低さ，③専門化された労働力を挙げた。また，知識集約型企業は，①技
術開発者，②ネオプロフェッショナルサービス企業，③プロフェッショナルキャ
ンパス，④古典的 (または規制された )プロフェッショナルサービス企業の 4 つに
分類された。各分類に上記の 3 つの特徴がいくつ該当するのかには違いがある 3。
当該研究の定義によれば，研究機関は 4 つのうち技術開発者に最も近いが，Von 
Nordenflycht (2010)の定義における技術開発者には知識集約の特性しか含まれ
ていない。また，知識集約の経営的含意として，不透明な質が指摘されている。
つまり，知識集約的な活動の質は可視化が困難であるとされる。  
 西脇 (2013, p.98)によれば，プロフェッショナル研究は 2 つのタイプに大別さ
                                                   
3 より詳細な議論は，Von Nordenflycht (2010, p.166)を参照されたい。  
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れる。1 つは官僚制ベースの研究，いま 1 つは知識ベースの研究である。両者の
アプローチは，その基盤形成期や理論基盤，専門職を捉える視点，組織と専門職
の関係等において異なる 4。例えば，専門職を捉える際，官僚制ベースの研究では
知識保有，知識ベースの研究では知識使用過程に着目している。このほか，組織
と専門職の関係について，官僚制ベースの研究では対立するものと考えているが，
知識ベースの研究では協働，協調，相互作用として捉えている。  
 さらに，官僚制ベースの研究における主要な論点の 1 つに，自律的プロフェッ
ショナル組織と他律的プロフェッショナル組織がある。Scott (1965)を参考にこ
の論点を整理した西脇 (2013)によれば，前者は「組織の執行者が専門職従業員の
グループに，目的の定義と執行，パフォーマンス基準の設定，基準遵守の監視，
に関してかなりの責任を委譲している組織」 (p.111)である。一方，後者は「専門
職従業員が管理業務に従事し，彼らに認められている裁量の量が相対的に小さい
組織」(p.111)である。前者には病院や大学が該当し，後者には図書館や中等学校
が該当する。この分類に則れば，本論文が対象とする専門職組織は，専門的知識
を必要とする活動に従事し業務上の裁量も大きいため，自律的プロフェッショナ
ル組織に該当する。  
 上記の議論を踏まえ，専門職および専門職組織について，本論文が立脚する特
質を定める。本論文では，知識集約の特性を前提とし，専門職の知識使用過程に
着目して，専門職組織を論じる。その意味で，西脇 (2013)の分類に倣えば，本論
文は知識ベースの研究に位置づけられるが，官僚制ベースの研究で論じられてき
た自律的／他律的の視点も包含し，自律的プロフェッショナル組織を前提として
議論を進めていく。これまでのプロフェッショナル研究の論点は①専門知識，②
自律性，③職業規範の 3 つの要素のうち特に①と②であるという西脇 (2013, 
p.130)の指摘と同様，本論文における議論も専門的知識と自律性に強く関連する。 
 ここで，本論文の最大の関心は専門的な知識を要する活動の業績管理であるが，
専門職組織の中には非営利組織も多く含まれる。例えば，医療組織や大学，公的
研究機関は非営利組織に該当する。中でも医療組織は，管理会計研究においてこ
れまで大きな関心が寄せられてきた。このことを踏まえ，本節では，過去の管理
会計研究で論じられてきた非営利組織の特質にも触れることとする。具体的に，
本章では，管理会計領域のほかイノベーションやテクノロジーマネジメントの領
                                                   
4 より詳細な議論は，西脇 (2013, p.103)を参照されたい。  
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域にも対象を拡大し，専門職組織および非営利組織の特質と，専門職組織におけ
る業績管理に関連する先行研究のレビューを行う。  
 Hansmann (1980)は，非営利組織の経済的役割を論じている。非営利組織は利
益を目的としないが，厳密には利益獲得は禁じられておらず，利益分配が禁じら
れている。彼は，これを非分配の制約と称している (Hansmann 1980, p.837)。
Hansmann (1980)はそのほかにも，資金源が寄付金や補助金なのか，サービス提
供から得られた収益なのかという違い (両者のオーバーラップを含む )や，コント
ロールの形態が相互的なのか企業家的なのかといった分類を提示している。なお，
Hansmann (1980)は，非営利組織の中でも民間組織に焦点を当てており，公的組
織を想定していない。   
 Anthony and Young (2003, p.53)は，非営利組織の特質として，①利益指標の
欠如，②多様な税や法律への考慮，③サービス組織である傾向，④目標と戦略に
対する制約の大きさ，⑤顧客に対する財政支援の依存の低さ，⑥専門職の支配，
⑦ガバナンスの多様性，⑧政治的影響力の重要性，⑨不十分なマネジメントコン
トロールの伝統を挙げている。これらのうち，利益指標の欠如と不十分なマネジ
メントコントロールの伝統については，管理会計研究においても考慮することが
重要である。  
 マネジメントコントロールの文脈で行われた議論として，Merchant and Van 
der Stede (2012)が挙げられる。Merchant and Van der Stede (2012)は，MCS の
代替案 (alternatives)と課題 (challenges)の観点から，非営利組織の 5 つの特質を
提示した。それらは，①目標の曖昧さと対立，②業績測定の難しさ，③会計の違
い，④外部の監視，⑤従業員の特徴である。①について，非営利組織はその利害
関係者等の構成要素が多様であることから，目標の曖昧さや対立が生じやすい。
このような理由から，非営利組織は運営環境における法律や規制，政策，資源を
反映させつつ，効果的なコントロールシステムの設計と，コントロールシステム
の有効性の評価に取り組まなければならない (Merchant and Van der Stede 2012, 
p.742)。②に関して，非営利組織は質的なサービスの提供を組織目標としている
が，それを財務的に正確に測定することは通常不可能である。この課題への対処
として，BSC のような指標の組み合わせを用いたアプローチの有用性が示されて
いる (Merchant and Van der Stede 2012, p.744)。  
③に関連して，非営利組織が作成する財務諸表は形態と内容の両面で営利組織
のそれとは大きく異なる。その理由の 1 つには，Hansmann (1980)も指摘した，
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営利組織との資金源の違いがある。④について，非営利組織に対する社会的期待
は高く，非営利組織には高いアカウンタビリティが要求される。そのため，例え
ば計画や予算にも外部の利害関係者の同意を得ることが必要となり，組織構成員
の報酬の決定も政治的圧力の影響を受ける (Merchant and Van der Stede 2012, 
p.747)。そして，⑤に関して，非営利組織は組織目標へのコミットメントが高い
従業員を獲得する傾向がある。高いコミットメントを有する従業員のコントロー
ルは，人的や文化的な手段を用いることで，より達成しやすいと期待される
(Merchant and Van der Stede 2012, p.748)。  
 これら非営利組織の特質のうち，専門職にも関連するのは，Anthony and Young 
(2003)が提示した利益指標の欠如と不十分なマネジメントコントロールの伝統，
Merchant and Van der Stede (2012)が取り上げた目標の曖昧さと対立，業績測定
の難しさ，外部の監視，従業員の特徴の合計 6 つとなろう。法律や税，政治に関
連する特質は管理会計研究の範疇を超えており，資金源の違いによる会計の違い
も本論文の検討範囲には含まれない。  
しかし，これら 6 つの特質は，非営利組織における管理会計実務の困難さを引
き起こしてきた大きな要因でもある。したがって，これらの特質と管理会計シス
テムがどのように関係しているのかについて，本論文では一定の示唆を与えるこ
とができるだろう。なお，本論文が着目する 6 つの特質は必ずしも独立したもの
ではなく，例えば，利益指標の欠如，業績測定の難しさ，不十分なマネジメント
コントロールの間には密接な関連があると考えられる。  
 
2.2 組織特性と業績管理システム  
 専門職組織の活動は，不確実性や複雑性，個別性が高いため，業績管理におい
てはこれらの特性を考慮することが不可欠である。本節では財務／非財務コント
ロール，コントロールの対象，コントロールパッケージ，コントロールの利用法，
コントロールシステムへの関与の視点から，特定の業種や組織に焦点を絞らずに，
主に管理会計領域の先行研究のレビューを行う。なお，これら 5 つの視点は，多
くの先行研究において業績管理システムの設計や運用を捉えるために採られてき
たものである。  
 まず，財務／非財務のコントロールの観点がある。特に専門職組織や人的資本
を重視する状況においては，財務コントロールはあまり有効でないことが，複数
の研究 (e.g.,Abernethy and Brownell 1997; Naranjo-Gil and Hartmann 2006; 
10 
 
Widener 2004)で明らかにされてきた。このことから，専門職の業績管理では，非
財務コントロールをいかに活用するのかに関心が寄せられてきた。  
 Abernethy and Brownell (1997)は，オーストラリアと米国の大規模組織の研
究開発部門に質問票調査とインタビューを実施し，研究開発環境における会計・
行動・人事コントロールの役割を検証した。タスクの不確実性が特に高い研究開
発環境では，人事コントロールと業績の間には有意な正の関係があるが，会計／
行動コントロールは業績に有意な負の影響を与えることが分かった。Naranjo-
Gil and Hartmann (2006)は，スペインの病院のトップマネジャーに質問票調査
を実施し，プロフェッショナリズムのレベルと非財務情報の利用の間の正の関係
を確かめた。反対に，プロフェッショナリズムのレベルと財務情報の利用の間に
は負の関係があることを明らかにした。  
 Widener (2004)は，戦略的人的資本 (strategic human capital)の利用と MCS の
構成要素の関係 5を調査した研究であり，人的資本を重視する専門職の文脈でも検
討の余地がある。当該研究は，取引コストの経済学とコンティンジェンシー理論
に依拠して，118 社の CFO に質問票調査を実施した。その結果，全体として戦略
的人的資本は人事コントロールと非伝統的な結果コントロールの設計に影響を与
えるが，伝統的な結果コントロールには影響を与えないことが分かった。さらに，
企業にとっての戦略的人的資本の重要性は人事コントロールと非伝統的な結果コ
ントロールの両方に影響を与えた一方，曖昧さ (行動の不確実性 )と企業特性 (企業
特有の知識 )は人事コントロールのみに影響を与えた。企業は，企業特性や行動の
不確実性から生じる潜在的な機会主義的行動を防ぐために，事後的な行動コント
ロールよりも事前コントロールに強く依存することが分かった。なお，当該研究
で言及された伝統的な結果コントロールは財務コントロールに，非伝統的な結果
コントロールと人事コントロールは非財務コントロールに対応する。  
 次に，コントロールの対象から検討した研究がある。Rockness and Shields 
(1984)は，Ouchi (1979)に依拠し，アウトプット，行動，インプットの各コント
                                                   
5 戦略的人的資本の属性として (1)企業にとっての重要性， (2)曖昧さ (例えば行動
の不確実性 )， (3)企業特性， (4)企業の中での利用の普及を示している。また，
MCS としては①人事コントロール，②非伝統的な結果コントロール，③伝統的
な結果コントロールを考えている。①の代理変数としてスタッフの選別，②の代
理変数として情報システムにおける従業員指標の利用と評価システムにおける従
業員／チーム指標の利用，③の代理変数として予算やコストコントロールの利用
と，情報システムにおける財務指標の利用を取り上げている。  
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ロールの重要性と，タスクの変化のプロセスに関する知識 (技術的不確実性 )，ア
ウトプットの測定可能性，タスクの複雑性，タスクの相互依存性との関係を調査
した。米国の研究開発組織への質問票調査の結果，行動コントロールの重要性と
変化のプロセスに関する知識の間には正の関係があり，インプットコントロール
の重要性と変化のプロセスに関する知識の間には負の関係が認められた。しかし，
アウトプットコントロールとアウトプットの測定可能性の間の正の関係は，限定
的にしか支持されなかった。この結果は，コントロールの適用において変化のプ
ロセスに関する知識が重要であることを示唆する。加えて，ピアレビューのよう
な専門職のタスクのコントロールにも含意を有する。  
厳密に専門職を対象としていなくとも，知識管理に焦点を当てた研究も有益な
示唆を与える。Ditillo (2004)は，知識集約型企業における MCS の役割を，英国
の多国籍ソフトウェア企業の 3 つのプロジェクトチームへの定性的な比較事例研
究に基づいて考察した。3 つのチームはそれぞれ，計算／技術／認識の複雑性に
直面しており，異なる複雑性に直面する環境では，適切な知識統合の方法とコン
トロールの対象も異なる。計算の複雑性には行動コントロール，技術の複雑性に
は結果コントロール，認識の複雑性には能力／価値／信条のコントロールが適応
する。彼は，知識集約型企業において，MCS は活動の調整および特定の形態の知
識統合の促進という，二重の役割を果たしていることを明らかにしている。  
Zheng et al. (2010)は，RBV と知識ベースの概念  (knowledge-based view, 
KBV) に依拠し，組織の構造，文化，戦略と，組織の有効性の間の関係を知識管
理が媒介することを，人的資源の専門職を対象とした質問票調査から明らかにし
た。この結果を詳細に述べると，知識管理は組織の有効性に対する組織文化の影
響を完全に媒介し，組織の構造と戦略がそれぞれ組織の有効性に与える影響を部
分的に媒介した。Zheng et al. (2010)は文化をコントロールシステムとしては扱
っていないが，専門的知識が組織の目標実現度を高めるためには，組織文化がき
わめて重要であることを証明している。  
 コントロールパッケージの視点を採る研究としては，Sutton and Brown (2016)
が挙げられる。彼女らは Malmi and Brown (2008)の MCS パッケージの概念に
依拠し，ある大学の 2 つの学部を対象に，研究管理職，シニア，ミドル，若手の
学者へのインタビューを実施した。その結果，一方の学部では研究志向の強い文
化コントロール，もう一方の学部ではガバナンスや組織の構造を主とする管理コ
ントロールによって，研究活動をコントロールしていることが分かった。Sutton 
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and Brown (2016)の主な関心は研究者のモチベーションを促す MCS のあり方に
あるため，その詳細は次節で述べる。  
 Sutton and Brown (2016)のほかに専門職を対象とした管理会計研究では，コ
ントロールパッケージの視点はほとんど採られてこなかった。ただし，イノベー
ションやテクノロジーマネジメントの領域 では， Chiesa et al. (2009a)や
McCarthy and Gordon (2011)が，研究開発の文脈で Simons の 4 つのレバーの概
念を参照している。  
 Chiesa et al. (2009a)は，イノベーションの根本性 (radicalness)の程度に着目
し，従来の技術の延長線上にある漸進的イノベーション (incremental innovation)
と，従来の技術から切り離された根本的イノベーション (radical innovation)は異
なる方法で管理されると予想した。そして，イタリアの 2 つのホームオートメー
ション企業から漸進的／根本的イノベーションプロジェクトを１つずつ選定し，
合計 4 つのプロジェクトについて事例研究を行った。分析ではプロジェクトをコ
ンセプト生成，開発，商業化の 3 段階に区分し，Simons (1991, 1994)の信条シス
テム，境界システム，診断型コントロールシステム，インタラクティブコントロ
ールシステムを援用し，コンティンジェンシー要因としてイノベーションの起源，
企業規模，ガバナンスの方針，組織構造を考慮した。  
調査の結果，Chiesa et al. (2009a)は，創造性を重視し公式化の程度が小さい
コンセプト生成の段階では信条と境界のシステムが，プロジェクトの構造化と公
式化が進む開発段階では定期的なインタラクティブコントロールを伴う診断型の
システムが中心的に機能していることを示した。その後，商業化段階に入るとイ
ンタラクティブコントロールは徐々に弱まり，診断型コントロールが強まること
が分かった。根本的なイノベーションプロジェクトは，漸進的なそれよりも開発
の初期段階の不確実性が著しく高く，市場での潜在能力や成果のインパクトを適
切に評価することがきわめて難しい (Chiesa et al. 2009a, p.420)。調査の結果，
プロジェクトの根本性の違いに起因する次の 3 つの特徴が確認された。  
第 1 に，高い不確実性に対処するために，根本的なプロジェクトのマネジャー
は製品開発と商業化の段階で境界コントロールとインタラクティブコントロール
をより強く用いる。第 2 に，コンセプト生成と売り出しの段階で，根本的なプロ
ジェクトのマネジャーはイノベーションの文化的影響に注意を払い，信条システ
ムに強く依存する。第 3 に，トップマネジャーと漸進的なプロジェクトのマネジ
ャーは，根本的なプロジェクトのマネジャーよりも，プロジェクトの全体を通じ
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て診断型コントロールに頼る (Chiesa et al. 2009a, p.434)。Chiesa et al. (2009a)
の結果からは，同一組織の活動であっても，その活動の段階や組織階層によって，
業績管理システムの利用の仕方に違いがあることが読み取れる。  
 McCarthy and Gordon (2011)は，Simons (1994)に依拠して，研究開発の戦略
目標，MCS，研究開発の文脈上の両利きの関係を捉えた概念フレームワークを構
築した。そして，カナダの 15 社のバイオテクノロジー企業を対象とした事例研
究に基づいて，フレームワーク内の要素間の関係を記述した。4 つの戦略目標で
ある成長，イノベーション，信頼性，効率性は，それぞれ信条システム，インタ
ラクティブシステム，境界システム，診断型システムと結びつけられる。そして，
信条システムとインタラクティブシステムは探求とフィードフォワード (事前 )コ
ントロール，境界システムと診断型システムは利用とフィードバック (事後 )コン
トロールを促すことが，概念的かつ経験的に示された 6。  
 コントロールシステムの利用法に着目した研究は，一般的に，相対する 2 つの
利用法を考慮に入れている。 Abernethy and Brownell (1999)と Chong and 
Mahama (2014)は，診断的／インタラクティブな予算利用に着目している。
Abernethy and Brownell (1999)は，戦略変化が小さい時には診断的な予算利用，
戦略変化が大きい時にはインタラクティブな予算利用が適すると予想した。オー
ストラリアの公立病院の CEO への質問票調査とインタビューの結果，特に戦略
変化が大きい場合には，予算のインタラクティブな利用が業績を向上することを
明らかにした。Chong and Mahama (2014)は，米国のバイオテクノロジー企業の
チームメンバーへの質問票調査を通じて，予算のインタラクティブな利用がチー
ムの有効性に直接的な正の影響を与えることを立証した。さらに，予算のインタ
ラクティブな利用がチームの有効性に与える正の影響は，知覚される集団効力感  
(perceived collective efficacy) によって部分的に媒介されることも分かった。  
 Jørgensen and Messner (2009)は，効率性と柔軟性をバランス良く達成するた
めのコントロールメカニズムを，デンマークの中規模製造企業における新製品開
                                                   
6 リサーチサイトの信条システムは動機づけのメッセージが書かれた著名な科学
者のポスターの掲示やミッションステートメント，境界システムは行動規範や内
部告発のホットライン，診断型システムは予算および予算コントロールや従業員
の賞，インタラクティブシステムは行動計画の立案や資源配分のための情報提供
の場となる戦略計画セッション等を含む (McCarthy and Gordon 2011, pp.249-
250)。研究開発の文脈における探求は，新規の研究開発の能力と知識の創造の
探求を意味し，利用は，既存の研究開発の能力と知識の改良と利用を意味する
(McCarthy and Gordon 2011, p.245)。  
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発の文脈で検証した。当該研究の分析は，イネーブリングコントロールシステム
の枠組みに依拠している。製品開発の各段階を経た事業環境の変化に伴い，従業
員は新しいニーズや状況に照らして MCS を修理 (repair)していた。ただし，この
ような順応は従業員の努力だけでなく，トップダウンでの介入も必要とする可能
性がある。Jørgensen and Messner (2009)はこの事例を通じて，組織が変化する
状況におけるイネーブリングコントロールの有効性を明らかにしている。  
 Chiesa et al. (2009b)は，イタリアの 15 の技術集約型企業の事例研究を通じて，
研究開発活動の業績測定システムの設計における測定の目的，業績の側面，文脈
的要因の相互作用を分析した。当該研究では，研究開発活動における業績測定の
目的を，①診断 (diagnostic)，②動機づけ (motivational)，③インタラクティブの
3 つに区別し，企業はさまざまな目的を追求するために業績測定システムを用い
ると主張している。事例研究の結果，業績の視点や指標にも多様なタイプがある
ことが分かった。具体的な業績視点としては BSC に倣い，財務／顧客／イノベー
ションと学習／ビジネスプロセスの各視点が設けられた。そして，例えばインプ
ット指標としてプロジェクトの総コストやマネジメント経験を持つ人々の数や割
合，プロセス指標として市場投入までの時間やスタッフの訓練時間，アウトプッ
ト指標として売上高やコスト削減，新規顧客数，特許権の数などが掲げられてい
る。Chiesa et al. (2009b)は，コントロールシステムの利用法が利用目的ともな
り得ることを示している。  
このほか Nixon (1998)は，鋳造機械の設計と開発に特化した企業の事例研究 7
を行い，研究開発の業績評価を論じた。Nixon (1998)は，製品の設計と開発にお
いてコスト目標が果たす役割の重要性を示している。ケース企業では銅棒 (copper 
rod)のアウトプットのトン当たり直接費が非常に重要な設計変数であったため，
財務担当者が設計と開発の初期から関与していた。財務担当者は，目標オペレー
ティングコストを項目ごとに分解し，顧客にとっての各コストの相対的な重要性
を証明する役割も担っていた (Nixon 1998, p.341)。また，会計システムはコミュ
ニケーションツールとして参加者間の協同を保ち，コスト目標に向けた進歩を図
っていた。Nixon (1998)の一連の発見事項は，研究開発の文脈では伝統的に軽視
されてきた，会計や原価企画，財務担当者の役割を明らかにしている。  
 ここで，専門職組織以外の，活動の不確実性が高い組織の業績管理を取り上げ
                                                   
7 インタビュー，内部文書，公に利用可能な情報を用いた，反復のトライアンギ
ュレーションプロセスを採用している (Nixon 1998)。  
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た研究も，本論文において参照する意義がある。そのような研究として Davila 
(2000)が挙げられる。Davila (2000)は欧米の医療機器産業を対象に複数事例研究
と質問票調査を行い，製品開発プロジェクトの不確実性，製品戦略，MCS の設計
の間の関係性を研究した。その結果，マネジャーは新製品開発において不確実性
を低減するために，MCS を用いて必要な情報を得ようとしていた。当該研究では，
不確実性のタイプとそれらに応じて利用する情報のタイプを細分化し，組織構造
やプロジェクト目標の詳細度も考慮した精緻な分析を実施している。そして，不
確実性のタイプに応じた情報の利用が業績を向上する場合とそうでない場合を提
示した点が，重要な貢献である。  
 Akroyd and Maguire (2011)は，実践理論に基づく社会学的視点から，製品開
発の文脈における MCS の役割に関して Davila (2000)を発展させている。上記の
ように，Davila (2000)の主眼は不確実性を低減するための各種情報の利用に置か
れていた。一方で Akroyd and Maguire (2011)は，製品開発環境においては，不
確実性の低減と併せて目標整合性のためにも MCS が重要となることを示してい
る。Akroyd and Maguire (2011)は，消費者向け食品産業に属する多国籍企業の
子会社 OpCo を対象に，9 ヶ月間のフィールド調査を実施した。OpCo の標準的
な製品開発プロセスは 5 つのステージおよび各ステージの間に入る 4 つのゲート
で構成される (Akroyd and Maguire 2011, p.220)8。調査の結果，MCS はステー
ジでは情報の収集と評価を通じた不確実性の低減，ゲートでは重要指標の利用を
通じた目標整合性の役割を果たしていることが分かった。Akroyd and Maguire 
(2011)は前述の Chiesa et al. (2009a)と異なり，企業のイノベーションのタイプ  
(漸進的／根本的 ) は，マネジメントコントロールの役割に実質的な影響を与えな
いと結論づけている。  
 前述の Chiesa et al. (2009a)から示唆された，組織階層に応じた業績管理シス
テムの使い分けについては，横田絵理  and 妹尾剛好  (2010)，横田絵理  and 妹
尾剛好  (2012)において論じられている。これらの研究は企業組織を対象とした研
究であるため，詳細は次章で記述する。  
 管理会計システムの設計や実施への専門職の関与も，複数の研究で考慮されて
                                                   
8 5 つのステージと 4 つのゲートは順に，アイデア生成 (ステージ 1)，アイデア
のスクリーニング (ゲート 1)，プロジェクト計画 (ステージ 2)，プロジェクトの
スクリーニング (ゲート 2)，フィージビリティ (ステージ 3)，プロジェクトレビ
ュー (ゲート 3)，設計と検証 (ステージ 4)，売り出しの提案 (ゲート 4)，売り出し
(ステージ 5)とされている (Akroyd and Maguire 2011, p.220)。  
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きた特性である。例えば Shields and Young (1994)は，化学会社を対象として，
研究開発専門職のコスト意識の決定要因を調査した。活動，組織，個人の各特性
がコスト意識に与える影響を質問票調査によって検証した結果，原価管理の知識
および予算参加がコスト意識に対して最も大きな影響を有していた。Eldenburg 
et al. (2010)は，医療専門職による会計システム 9の構築と実施への関与によって
資源利用効率や治療効率が改善されたことを，台湾の大規模病院の白内障患者の
データに基づいて立証した。わが国では中村 (2017)が，製薬企業の新薬開発プロ
ジェクトにおける参加型予算の事例研究を行っている。中村 (2017)は，参加型予
算の効果としてコミュニケーション，情報共有，予算達成への動機づけ等を挙げ
ている。中村 (2017)の事例では，参加型予算編成によって，上位と下位の管理者
間での垂直的なインタラクションのみならず，職能部門間での水平的なインタラ
クションも促進されることが示された。  
なお，参加型予算編成は予算スラックを形成する傾向があり (e.g.,Merchant 
1985b)，予算スラックに対しては否定的な見方も存在する (e.g.,渡邊章好  2002)。
しかし，特に不確実性の高い活動においては予算スラックが有効であることが，
複数の先行研究で認められている。Davila and Wouters (2005)は，ディスクドラ
イブ製造業者の 4 つの物流センターから入手した定性的・定量的データを用いて，
当該企業における予算スラックの受容を調査した。その結果，不測の高操業度の
月や見込み操業度が大きい月における顧客サービスの低下を防ぐために，需要の
高さを見込む場合にはより多くの予算スラックを許容していることが分かった。
また，Elmassri and Harris (2011)はエジプトの石油会社への事例研究を実施し
ている。その結果，価格変動リスクが非常に高いという産業特性ゆえに，予算ス
ラックは許容範囲内であればリスク管理のために合理的と考えられ，上司と部下
によって受容されることが明らかにされた。  
 Balakrishnan et al. (2007)による，米国の軍病院における予算の支出パターン
の分析結果も示唆に富む。Balakrishnan et al. (2007)は，31 の病院の月次の費用
データを用いて，病院が会計年度の序盤には支出を抑え，終盤には支出を著しく
増大させて予算を使い切る傾向を実証した。分析では，会計年度の最後の月の支
出額が毎月の平均支出額を上回っていることや，会計年度の最初の月の支出額が
毎月の平均支出額を下回っていることが明らかとなった。この結果からは，不確
                                                   
9 Eldenburg et al. (2010)では，具体的に ABC (activity-based costing, 活動基
準原価計算 ) システムの構築と実施が取り上げられている。  
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実性，すなわち不測の事態に備えた，病院の予算利用の実態が読み取れる。  
 
2.3 個人特性と業績管理システム  
本節では，専門職，中でも研究活動を行う者を対象とした業績管理について先
行研究の知見をまとめる。特に，大学等で教育研究に従事する学者を対象とした
研究では，業績管理システムと，ワークモチベーション等の職務関連態度の関係
が注目されてきた (Kallio and Kallio 2014; Pop-Vasileva et al. 2011; Sutton and 
Brown 2016; Ter Bogt and Scapens 2012)。Pop-Vasileva et al. (2011)は，オー
ストラリアの大学に勤務する 750 人の学者を対象とした質問票調査を通じて，組
織・制度・人口統計に関連する要因と，職務関連態度との関係を調査した。その
結果，組織的要因である業績管理システムの特徴が，職務満足，職務ストレス，
残留傾向に影響を与えており，最も重要な影響要因であることが分かった。業績
管理システムの特徴のほか，マネジメントスタイル，組織的支援の認知，学生の
学力の低下，学問領域も職務関連態度に影響を与えていた。  
業績管理システムが職務関連態度に与える具体的な影響は，その後の研究で明
らかにされている。Ter Bogt and Scapens (2012)は，オランダのフローニンゲン
大学と英国のマンチェスター大学で利用されている業績評価システム，それらの
利用法，それらが会計・財務部門の学者に与えた影響を調査した。その結果，い
ずれの大学でも過去の業績を定量的に測定していた。両大学の文化や環境は異な
るが，このような業績評価は評価の意味合いを曖昧にし，少ない資源でタスクを
遂行することへの圧力をかけ，特に若いスタッフの不安やストレスを増大させて
いた。さらに，Ter Bogt and Scapens (2012)は，学術誌ランキングや学術誌での
論文発表数に過度に依存した業績評価を懸念している。このような評価指標は客
観的であるが，過度に依存すると，トップジャーナルの選好に合わせた研究の助
長や，長期を要するリスクの高い研究の回避をもたらす傾向がある。  
 Kallio and Kallio (2014)は，フィンランドの大学で教育・研究に従事する 2870
人にオンラインでの質問票調査を行い，結果管理が彼らのワークモチベーション
に与える影響を分析した。その結果，結果管理による評価に満足していた回答者
が 15％であったのに対し，40％超が不満を抱えていた。また，結果管理には量的
評価と質的評価があり，ワークモチベーションへの影響はそれぞれ有意に異なっ
た。量的評価は回答者の 40.7%のワークモチベーションを低下させたが，質的評
価によってワークモチベーションが低下した回答者は 16.7%にとどまった。さら
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には，質的評価によってワークモチベーションが向上した回答者が 35%に上った。 
 Sutton and Brown (2016)は，Ter Bogt and Scapens (2012)等の先行研究の結
果を受け，学者の自主的なモチベーションを保ち向上するような MCS の設計と
利用の詳細を考察した。ある大学の 2 つの学部を対象とした探索的な事例研究の
結果，いずれの学部でも，MCS の設計と利用を工夫することで学者のモチベーシ
ョンが保たれ促進されていた。一方の学部では，研究室において研究のビジョン
を構築することで，共通の志を持つ人々が結束し，研究志向の強い文化を創り出
していた。あわせて，学者が昇進に向けて実績を積むインセンティブとして，学
会資金提供体系が整備されていた。他方の学部では，多様な領域の学者が交流す
る機会が，若手が研究文化を受容し社会化される上で特に重要な手段と考えられ
ていた。資金提供の重要な基準は過去のアウトプットであったが，若手に優先的
に助成金を与える取り組みによって，年長者と若手の協業を促していた。  
これら 2 つの学部で観察された資金提供や昇進のインセンティブは，アウトプ
ットに依拠し業績評価の結果に左右され，学者のモチベーションを阻害するおそ
れもあるが，Sutton and Brown (2016)はこのような負の影響を防ぐ 6 つの特徴
を提示している。1 点目に，業績評価は定期的に課されず，個人に参加決定権が
与えられている。2 点目に，数年あるいはキャリア全体を見据えた長期的評価を
行うことで，コントロールされているという学者の感覚を緩和している。3 点目
に，報酬が研究活動に影響を与えないよう，学者は自ら研究活動を決定できる。
4 点目に，インフォームドピアレビューによって学者の選択が促されている。5 点
目に，報酬を得ることで，学者の研究活動への関与が促進されている。6 点目に，
定期的で標準化された業績測定システムは，研究グループの業績評価のために利
用されており，個人に対してはほとんど影響を与えていない。  
 これらの研究に関連して，管理会計領域における心理学の理論に依拠した研究
には一定の蓄積がある (王志  2013)。特に専門職の業績管理研究では，自己決定理
論 (Deci et al. 1991; Gagné and Deci 2005; Ryan and Deci 2000)が広く参照され
てきた。自己決定理論では，内発的／外発的動機づけを分類し，後者を自己決定
的な程度に応じてさらに 4 つに分類する。内発的に動機づけられた行動は利益と
関係なく行われる，自己決定された行動の原型である (Ryan and Deci 2000, p.65)。
外発的に動機づけられた行動は，自己決定されている程度が大きい (外的要因にコ
ントロールされている程度が小さい )順に，統合された (integrated)規制，同一視
された (identified)規制，取り入れられた (introjected)規制，外的な (external)規制
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として定義されている (Deci et al. 1991)。このうち，内発的動機づけおよび自主
的な外発的動機づけについては，業績，満足，信頼や幸福と関連することが示さ
れている (Gagné and Deci 2005, p.356)。これに関連して，内発的モチベーショ
ンと自主的な外発的モチベーションは業績と正の関係があるが，統制された外発
的モチベーションは業績と負の関係があることが，予算参加の文脈で明らかにさ
れている (Wong-On-Wing et al. 2010)。このほか，業績測定規準への従業員の参
加と業績の関係 (Groen et al. 2017)や，客観的／主観的業績評価とモチベーショ
ンの関係 (Kunz 2015)に関する研究においても，自己決定理論が参照されている。 
Sutton and Brown (2016)は，研究の重要な成功要因は研究者の自主的なモチ
ベーションであり，そのモチベーションはプレッシャーやコントロールによって
阻害されると指摘した。Sutton and Brown (2016)は，一貫して自己決定理論に
基づいて議論を進めている。MCS が自主的なモチベーションを阻害／促進する
程度は，MCS が統制的と知覚されるか，情報提供や自主性の支援と知覚されるか
に依存するという推測が，研究の背景となっている。  
 わが国でも諸藤 (2004)が，研究開発活動における管理会計システムと動機づけ
の関係について考察を加えている。彼女は，内発的／外発的動機づけ，有能感／
無能感の認知，因果律の所在，対人文脈 (interpersonal contexts)といった複数の
概念を用いて，どのような場面や状況でいかなる管理会計システムを利用するこ
とが適切なのかを検討した。例えば，金銭等の外的報酬は内発的動機づけを引き
下げるという通説に対して，そうした外的報酬の付与が通常であるならば，内発
的動機づけを高める余地が残されていることを示した。また，諸藤 (2004)は，タ
スクの不確実性がある程度低ければ，外発的動機づけを高める業績評価システム
や報酬システムが有効であるとも述べている。  
このほか，前節でも触れたように，先行研究では専門職の経歴 (background)や
方向性 (orientation)も注目を集めてきた。前述のように，Shields and Young 
(1994)は，研究開発専門職を対象とした研究において，コスト意識に対する原価
管理の知識の影響の大きさを明らかにした。Abernethy and Stoelwinder (1995)
は，オーストラリアの病院の医師・看護師のマネジャーに質問票調査を行い，専
門職志向とコントロールのタイプ 10の関係を，その関係が引き起こす対立の程度
                                                   
10 コントロールのタイプとしてはアウトプット，行動，プロフェッショナルが
想定されている。このうち，アウトプットコントロールと行動コントロールは官
僚的なコントロールとされる。  
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に注目して検証した。その結果，専門職志向の高い専門職が，アウトプットコン
トロールの下で働いていない場合には，専門職と官僚的な規範や価値の間の対立
が緩和されることが分かった。また，このような対立を緩和することで，個人の
職 務 満 足 と 下 位 部 門 業 績 が 向 上 す る こ と も 示 さ れ た 。 Abernethy and 
Stoelwinder (1995)は，専門職の価値や目標が認識される組織文化の創造は，組
織目標の達成を促進すると述べている。  
このほか de Harlez and Malagueño (2016)はベルギーの病院，Naranjo-Gil and 
Hartmann (2006)はスペインの病院のトップマネジャーに質問票調査を行った。
その結果，Naranjo-Gil and Hartmann (2006)では ,プロフェッショナリズムのレ
ベルと管理会計システムのイネーブリングな利用の間の正の関係が確認された。
反対に，プロフェッショナリズムのレベルと管理会計システムの強制的な利用の
間には負の関係が認められた。de Harlez and Malagueño (2016)は，業績測定シ
ステムの利用法，戦略的優先事項 (strategic priority)，マネジャーの個人的経歴
の 3 つが整合することで業績が高まると説明している。具体的に，診断的／イン
タラクティブな業績測定システムの利用法と戦略的優先事項の適合が生み出すベ
ネフィットは，マネジャーの経歴が管理であるか臨床であるかに影響を受ける。
経歴や方向性，プロフェッショナリズムの違いはマネジャーの知識量や専門領域
を決定しうるため，業績管理システムの利用の際にこれらを考慮することは重要
である。   
 
2.4 小括  
本章では第 1 節において，これまでに論じられてきた専門職の特質を整理し，
本論文が立脚する特質を，知識集約の特性と専門職の知識使用過程に定めた。専
門職の特質について，本論文では学際的に先行研究をレビューし，プロフェッシ
ョナリズムの概念や研究基盤の違いを取り上げた。そして，西脇 (2013, p.130)が
示したこれまでのプロフェッショナル研究の主要な 3 つの論点のうち，本論文の
関心は専門的知識と自律性に強く関連すると述べた。  
なお，専門職組織は非営利組織でもある場合が少なくないため，本論文では非
営利組織の特質も検討した。非営利組織の特質は，法律，経済，政治などの観点
からも多分に論じられてきたが，本論文では管理会計研究において特に考慮しな
ければならないと考えられる特質を強調した。具体的には，Anthony and Young 
(2003) が挙げた利益指標の欠如と不十分なマネジメントコントロールの伝統，
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Merchant and Van der Stede (2012)が指摘した目標の曖昧さと対立，業績測定の
難しさ，外部の監視，従業員の特徴の 6 つに着目した。  
第 2 節と第 3 節では，組織特性を考慮した先行研究と，個人に焦点を当てた先
行研究を整理した。レビューした複数の先行研究では，専門職組織や人的資本の
重要度が高い組織における，非財務コントロールの有効性が明らかにされている。
コントロールの対象の観点からは，コントロールの適用において変化のプロセス
に関する知識が重要であることが示されている (Rockness and Shields 1984)。知
識管理の文脈で行われた研究 (Ditillo 2004; Zheng et al. 2010)では，複雑性のタ
イプに応じて適切なコントロール対象が異なること，組織文化が知識管理や組織
の有効性に顕著な影響を与えていることが分かった。  
Malmi and Brown (2008)の MCS パッケージに基づいた Sutton and Brown 
(2016)は，大学組織において，学部レベルで文化／管理コントロールが特に有効
に機能している事例を明らかにした。しかし，著者の知る限り，管理会計領域で
は専門職組織にコントロールパッケージの視点を採り入れた研究はほとんど存在
しない。そこで，イノベーションやテクノロジーマネジメントの領域にも視野を
広げると，Chiesa et al. (2009a)や McCarthy and Gordon (2011)が Simons (1991, 
1994)の 4 つのレバーに基づいた研究を行っている。これらの研究では，イノベ
ーションのタイプと MCS の関係や，戦略目標や両利きの概念と MCS の関係が
取り上げられており，発見事項も管理会計研究に貢献する部分がある。その反面，
レバー間の関係については十分な検討が行われていない傾向がある。  
管理会計システムの利用法に関する研究蓄積は比較的豊富であり，主に診断的
／インタラクティブな利用法と，強制的／イネーブリングな利用法が取り上げら
れてきた。特に専門職組織においては，全体としてインタラクティブな利用やイ
ネーブリングな利用の有効性が高いことが読み取れる。ただし，利用に際しては，
戦略変化の大きさや不確実性のタイプ，組織階層等を考慮することも重要である。
本章ではこれまでの事例研究で明らかにされてきた，研究開発の文脈における会
計や業績管理の役割にも言及した (Chiesa et al. 2009b; Nixon 1998)。そして，業
績管理システムの使い分けを考える上では，組織階層の視点が有益であることを
示唆している。  
管理会計システムの設計や実施への関与は，意識の向上や効率性の改善，情報
共有に寄与する (Eldenburg et al. 2010; Shields and Young 1994; 中村正伸  
2017)。さらに，不確実性の高い活動における予算スラックの有効性も，複数の研
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究で認められてきた (Davila and Wouters 2005; Elmassri and Harris 2011)。こ
のように，専門職組織では成果や業務の不確実性や複雑性が比較的高いことから，
業績管理システムの利用法や業績管理情報の取捨選択は非常に重要な論点となっ
てきた。また，業績管理の目的や業績指標の多様性も，専門職組織にとって特徴
的な点である。  
一方，個人に焦点を当てた研究において特に重視されてきた論点は，専門職の
ワークモチベーションや行動への影響である。専門職の業績管理を論じる上では，
心理学ベースの管理会計研究も示唆を与える。専門職組織では個人と組織の対立
傾向も 1 つの課題として指摘されており，その対立を緩和する業績管理システム
の設計と運用の方法を模索していくことも重要である。ここで，同じ専門職であ
っても医師や弁護士，会計士のようにサービスへの対価を得ている場合には，あ
る程度財務的なコントロールも機能する。一方で，特に研究活動は，即座に収益
に結びつかない。したがって，事業内容等の組織特性や，個人特性を綿密に観察
し，個別の文脈に適応する業績管理システムが今後より詳細に論じられていくこ
とが必要であろう。例えば，プロフェッショナリズムのレベル，個人の経歴や方
向性は，先行研究が取り上げてきた重要な個人特性である。したがって，今後の
研究では，これらの特性も変数に含めていくことに意義があると考えられる。  
 最後に本章の文献レビューの結果の要点をまとめると，専門職組織を対象とし
たこれまでの業績管理研究の課題として，コントロールパッケージの視点が不十
分なこと，個人特性が十分に考慮されていないことがある。詳細は後述するが，
これまであまり取り上げられてこなかった信条／境界システムに該当するものは，
専門職組織でも少なからず存在する。また，多くの研究は，専門職組織では業績
管理システムをインタラクティブに利用することが有効であると主張している。
しかし，経歴や方向性等の個人特性を考えると，業績管理システムの利用法につ
いても詳細に検討する余地がある。このような背景から本章では，研究アプロー
チとしてコントロールパッケージの概念を用いることに意義があると結論づける。 
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第 3 章 先行研究レビュー：企業等の業績管理と既存の研究アプローチ  
 
 本章では，前章でレビューした専門職組織の業績管理との共通点や相違点を見
出すために，専門職組織ではない企業等を対象とした管理会計領域の業績管理研
究をレビューする。また，業績管理と関連が深いと考えられる，リーダーシップ
に関連する研究もレビューする。具体的に第 1 節では，企業組織や自治体を対象
とした業績管理研究をレビューし，第 2 節では，業績管理におけるリーダーシッ
プの視点について整理する。第 3 節では，既存研究で依拠されてきた主要なフレ
ームワークを詳述する。第 4 節では，専門職を対象とした研究とそれ以外の組織
等を対象とした研究で採られてきたアプローチの比較と考察を行う。第 5 節では，
本章の小括を行う。  
 
3.1 企業組織等を対象とした業績管理研究  
 本節では，企業組織等を対象とした業績管理研究をレビューする。これによっ
て，専門職組織と企業組織等に対する研究アプローチの共通点や相違点を見出し，
企業組織等を対象とした研究の知見から，専門職の業績管理への示唆を読み取る。
本節では，前章の第 2 節と同様，5 つの視点から文献整理を行う。  
まず，財務／非財務コントロールの視点に基づいた研究として，Van der Stede 
et al. (2006)は，品質重視の製造戦略を採る企業に焦点を当て，財務指標と客観
的・主観的な非財務指標の利用について検証した。当該研究では，戦略に関係な
く，客観的・主観的な非財務指標を含む包括的な業績測定システムを有する企業
は高業績をあげることが明らかにされた。一方で，戦略と業績測定システムの適
合も重要であり，品質戦略によって業績を高めるためには，主観的な非財務指標
が有益であることが分かった。  
Abernethy et al. (2004)は，企業の部門マネジャーを対象とした質問票調査を
行い，分権化された企業におけるコントロールシステムの決定要因として，分権
化および業績指標の利用を調べた。その結果，コーポレートマネジャーと部門マ
ネジャーの間の情報の非対称性と，分権化の間に正の関係が発見された。反対に，
情報の非対称性と部門間の相互依存性には負の関係があった。これに対して，部
門レベルの集約業績指標  (divisional summary performance measures, DSMs) 11
                                                   
11 DSMs は，利益や ROI 等の財務指標に対する集約業績指標である。  
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の利用は部門間の相互依存性の影響を受けるが，情報の非対称性には影響されな
いことが分かった。さらに，分権化の選択と DSMs の利用の間には，一定程度の
相補的な関係が認められた。  
 Davis and Albright (2004)は米国の銀行において BSC を実施している支店と
実施していない支店の 2 年間の業績を観察し，BSC を実施している支店の財務業
績が観察期間中に向上し，BSC を実施していない支店の財務業績を有意に上回っ
たことを明らかにした。この結果は，専門職か否かに関わらず，業績管理におい
て財務／非財務のコントロールを組み合わせることが有益であることを示唆する。 
 コントロールの対象の観点を採る実証研究としては，Sandelin (2008)，澤邉・
飛田 (2009)，Stouthuysen et al. (2017)，Brüggen et al. (2018)がある。Sandelin 
(2008)と澤邉・飛田 (2009)は，結果／行動／人事／文化コントロールの概念
(Merchant and Van der Stede 2012)を用いている 12。Sandelin (2008)は，4 つの
コントロールの組み合わせに着目して，ある 1 企業のマネジメントコントロール
実践について 2 時点の事例研究を行った。同様の外部環境に直面している 2 時点
で，リサーチサイトの企業は異なる MCS を採用したが，同様に業績の向上に至
った。この結果から Sandelin (2008)は，コントロールパッケージの機能性は外部
環境よりもパッケージの構成要素間の内的整合性に依存すると結論づけている。  
澤邉・飛田 (2009)は，日本の上場企業と非上場企業における①価値規範の浸透，
②財務数値，③人事，④行動のマネジメントコントロールの特徴を，質問票調査
によって明らかにした。彼らは組織文化を内部志向型と外部志向型に分類し，前
者の企業について，経営理念の浸透度と従業員満足度の正の因果関係を明らかに
した。一方，後者の企業については，内部統制制度による業務範囲の明確化およ
び社会関係の重要性と従業員満足度の正の因果関係を立証している。  
 Stouthuysen et al. (2017)は，利用型，探求型，両利き型のアライアンスにお
けるコントロールの利用とその業績への影響を，戦略的アライアンスを追求して
いる 236 組織への質問票調査によって検証した。その結果，利用型アライアンス
では成果コントロール，探求型アライアンスでは行動コントロールを強調するこ
とで，アライアンスパフォーマンスを高めることが明らかにされた。両利き型の
アライアンスでは，成果コントロールと行動コントロールが補完的関係をなして
                                                   
12 Sandelin (2008)ならびに澤邉・飛田 (2009)は，本論文が引用した Merchant 
and Van der Stede (2012)の前版に当たる，2007 年に出版された著書を引用し
ている。  
25 
 
いた。また Brüggen et al. (2018)は，ルーティンタスクと創造的なタスクが共存
する環境において，インプット目標 (ルーティンタスクに費やす時間 )とアウトプ
ット目標 (アウトプットの量 )の両方を従業員に課すことが創造的なタスクの業績
向上に最も有効であることを，実験室実験によって提示している。  
 続いて，コントロールパッケージについて，Simons (1995)の 4 つのレバーを
分析に用いた近年の主な研究として，Tuomela (2005)，Widener (2007)，Mundy 
(2010)，Bedford (2015)，Heinicke et al. (2016)，Speklé et al. (2017)がある。
このうち，Tuomela (2005)と Mundy (2010)は定性的研究であり，その他は定量
的研究である。Tuomela (2005)は，ケース企業における新規の業績測定システム
(新規システム )の導入と利用を，1996 年 3 月から 2000 年 12 月にかけて調査し
た。新規システムの導入と利用の結果，ケース企業では目標からの著しい差異を
発見できるようになり，トップマネジャーが戦略の測定基準に関する議論に徹底
的に関与し，各種のミーティングでも新規システムの指標が議論されるようにな
った。このことから Tuomela (2005)は，新規システムが診断的にもインタラクテ
ィブにも利用され，さらには信条／境界システムにも含意を持つと結論づけた。  
 Mundy (2010)は，金融サービスを行う多国籍企業の欧州本社への事例研究を行
った。Mundy (2010)は，組織が MCS の統制的／イネーブリングな利用のバラン
スをどのように取り，そのバランスはダイナミックテンション 13と組織ケイパビ
リティの創造をどのように促進するのかを調査した。したがって，主な研究関心
はコントロールシステムの構成要素自体よりも利用法にあるとも考えられる。し
かしながら Mundy (2010)は，4 つのレバーの相互作用を捉えることの重要性を
強調し，LOC フレームワークを部分的に配置することの潜在的な脅威を指摘して
いる。そして，先行研究では MCS の不適切な利用が MCS の利用の相互作用に負
の影響を与えるとされてきた傾向があるが，MCS の利用の欠如も，不適切な利用
と同程度の逆機能を及ぼすおそれがあると強調した。  
 Widener (2007)による，Compustat の財務データと米国企業 CFO への質問票
調査を用いたコントロールレバー間の関係の検証は，5 つの結論を導き出した。
第 1 に，コントロールシステムの多くは相互依存的で補完的である。具体的に，
信条システムは他の 3 つのシステムのそれぞれと正の関係があり，インタラクテ
ィブコントロールシステム (ICS)と診断型コントロールシステム (DCS)の利用の
                                                   
13 ダイナミックテンションは，診断的／インタラクティブな利用のバランスの
とれた利用によって創出される。  
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間にも正の関係があった。第 2 に，企業は戦略的なリスクや不確実性 14に直面す
るほど，信条システム，DCS，ICS を強調する。さらには，戦略的なリスクや不
確実性がある程度正確に測定可能ならば診断的な利用ができるが，測定が難しい
場合はインタラクティブな利用が強調される。第 3 に，ICS は DCS を経由して
組織学習を促す。第 4 に，マネジャーの注意の消費はコントロールシステムのコ
ストであるが，4 つのコントロールシステムの利用による業績向上というベネフ
ィットが，そのコストを上回る。第 5 に，コントロールシステムの強調は組織学
習やマネジャーの注意の消費への影響を経て業績に影響を与えるため，コントロ
ールシステムと業績の間の直接的な関係は弱い。  
 Bedford (2015)は，イノベーションの様式によって，業績を高めるコントロー
ルレバーが異なると予想した。具体的に，イノベーションを探求型 (exploration)
と利用型 (exploitation)に分類し，探求型の企業，利用型の企業，両様式を兼ね備
える両利きの企業を想定した。オーストラリアの 400 社のトップマネジャーへの
質問票調査の結果，①探求型の企業では ICS が業績に貢献すること，②利用型の
企業では DCSと境界コントロールが業績を高めること，③両利きの企業では DCS
と ICS の同時利用が業績を向上し，DCS と ICS の不均衡は業績に負の影響を与
えることが確認された。当該研究はイノベーションの文脈で，関連する先行研究
(e.g.,Bisbe and Otley 2004; Dunk 2011)と比較してより細分化した視点を用いた
点で，貢献が認められる。  
 Heinicke et al. (2016)は，ドイツの中規模企業に質問票調査を実施し，柔軟な
文化と信条コントロールの間の正の関係を見出した。併せて，信条コントロール
と ICS，信条コントロールと境界コントロール，ICS と DCS，ICS と境界コント
ロールの間にも正の関係を確認した (Heinicke et al. 2016, p.35)。さらに，サンプ
ル企業の規模を考慮して詳細な分析を実施した結果，大規模企業における DCS と
境界コントロールの代替的関係，小規模企業における柔軟な文化の程度と ICS の
間の正の関係が示された。これらの結果から Heinicke et al. (2016)は，小規模企
業にとって信条コントロールと ICS が重要であると結論づけている。そして，信
条コントロールがコントロールシステムの基礎として機能することを示唆してい
る (Heinicke et al. 2016, p.39)。  
Speklé et al. (2017)は，オランダのビジネスユニットのマネジャーへの質問票
                                                   
14 戦略的リスクは予期しない事象や状況，戦略的不確実性は既知の情報と必要
とされる情報の間のギャップを指す。  
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調査から，LOC システムの利用の強さは創造性と正の関係を有することを明らか
にした。この点を詳細に述べると，LOC システムの利用の強さは，創造性と直接
的な正の関係を持つだけでなく，エンパワーメントを経由して創造性と間接的な
正の関係も持つ。さらに，複数のコンティンジェンシー要因を考慮すると，差別
化戦略を追求する企業は高水準の創造性を示し，分権化と創造性の間には正の関
係があり，ビジネスユニットの規模と創造性の間には負の関係がある。Speklé et 
al. (2017)が強調した点は，LOC はシステマティックな影響を有することである。
すなわち Speklé et al. (2017)は，LOC の利用が創造性に与える正の影響は，個々
のレバーよりも 4 つのレバーを包含するシステムに帰されると結論づけている。 
 コントロールシステムの利用法に焦点を当てた研究は多様性に富む。まず，特
にイノベーションや創造性の文脈では，インタラクティブな利用に関心が寄せら
れてきた。Bisbe and Otley (2004)および Bisbe and Malagueño (2009)は，スペ
インの中規模成熟製造企業の CEO への質問票調査を行った。分析の結果，Bisbe 
and Otley (2004)は，MCS のインタラクティブな利用はイノベーションの程度が
低い (高い )企業ではイノベーションを促進 (抑制 )し，MCS がインタラクティブに
利用されるほど，イノベーションが業績により大きな正の影響を及ぼすことを明
らかにした。Bisbe and Malagueño (2009)は，イノベーションのマネジメントの
様式によってインタラクティブに利用される MACS (management accounting 
and control systems)が異なること，イノベーションのアウトプットの水準はイ
ンタラクティブな MACS が与える情報の内容に依存することを示した。Dunk 
(2011)は，オーストラリアの製造企業への質問票調査から，予算が主に計画メカ
ニズムとして用いられる場合には，製品イノベーションが業績を向上することを
示した。一方，予算が主にコントロールメカニズムとして利用される場合，製品
イノベーションは財務業績に正の影響を与えないことを明らかにした。  
Moulang (2015)は，オーストラリアの大規模製造組織のミドルマネジャーへの
質問票調査を通じて，インタラクティブな業績測定システム  (IPMS) が個人の創
造性にどのようにつながるのかを検証している。その結果， IPMS の利用は心理
的エンパワーメントの促進を通じて創造性を高めることが分かった。コントロー
ルシステムの利用と創造性やイノベーションの間の関係は，組織レベルでは一般
に直接的と考えられてきたが，Moulang (2015)は心理学に依拠して個人レベルで
考察を行い，より複雑な関係を示唆している。  
2017 年秋号の Journal of Management Accounting Research では，創造性と
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MCS について特集が組まれている。その中でも Cools et al. (2017)と Davila and 
Ditillo (2017)は，当該テーマにおいて研究蓄積の浅い事例研究を行っている点で，
注目すべき研究である。Cools et al. (2017)は，家具，インテリア，テレビ，メデ
ィアに関係する，創造性が鍵となる 4 つの企業を対象とした比較事例研究である。
Cools et al. (2017)は，創造性のタイプを，問題発見型の期待される (expected)創
造性と問題解決型の反応的な (responsive)創造性に区別し，前者の創造性は予算
のインタラクティブな利用と親和性があり、後者の創造性は予算の診断的な利用
と適合することを示した。  
Davila and Ditillo (2017)は，5 つのファッション企業のチームを対象とした事
例 研 究 で あ る 。 彼 ら が 見 出 し た MCS は 指 向 型 (directional) と 直 感 型
(inspirational)に分類された。指向型の MCS は，チームにとって利用可能な自由
の程度を明示することで創造的空間を定義する。費用予算や，前年売上に関する
報告書はこれに該当する。一方，直感型の MCS は，個人のアイデアを刺激し，
それらを審美的観点と市場のトレンドとの両立性から首尾一貫したコレクション
に変換することを目指す。製図や写真，ファッションフェア，材料の展示会は直
感型の MCS である。Simons (1995)の 4 つのレバーに照らせば，指向型の MCS
は境界システムや DCS の特徴を持ち，直感型の MCS は信条システムや ICS の
特徴を有する。しかし，Davila and Ditillo (2017)は，いずれの MCS もいくつか
の点で 4 つのレバーとは異なることを指摘し，指向型の MCS と直感型の MCS は
統合される必要があると述べている。  
業績管理システムの利用の使い分けや併用に着目した研究蓄積も認められる。
Marginson et al. (2014)は目標理論に依拠し，業績測定システムの診断的／イン
タラクティブな利用，役割の曖昧さ  (role ambiguity, RA) ，心理的エンパワーメ
ント  (psychological empowerment, PE) ，経営業績の間の関係を検証した。大手
電気通信産業 1 社のシニア／ミドルマネジャーへの質問票調査から，業績測定は
RA と PE への影響を経由して経営業績に影響を与えることが分かった。この点
を詳細に述べると，診断的／インタラクティブな利用はいずれも RA と負の関係
があり，インタラクティブな利用は PE と正の関係があった。さらに，RA と PE
の間には負の関係があり，RA と経営業績の間には負の関係，PE と経営業績の間
には正の関係があった。とりわけ，非財務業績指標のインタラクティブな利用は
業績向上に資する強い正の心理的経験を生み出すことが分かった。  
 Speklé and Verbeeten (2014)は，オランダの公的組織における業績測定システ
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ムの利用を調査した。そして，目標の明確さ，バイアスのない業績測定規準を選
択する能力，変化のプロセスに関するマネジャーの知識とコントロールの程度を
包含する契約可能性 (contractibility)の概念に基づき，活動の特徴と適合した方法
で業績測定システムを利用している公的組織は，適合を達成できていない組織よ
りも好業績をあげると予想した。これに関連して，Cavalluzzo and Ittner (2004)
は，米国会計検査院への調査データを用いて，測定が困難な活動の業績を適切に
測定する基準の選択が，システムの実施と利用において重要な役割を果たしてい
ることを明らかにしている。  
わが国では大浦・松尾 (2017)が，日本の全市と東京都特別区の複数部門への質
問票調査から，公的組織における事業の可変性 (環境不確実性，目標の曖昧性，業
務の複雑性 )と業績管理情報の利用形態 (診断的／インタラクティブ )が，部門の成
果に与える影響を調査した。その結果，目標の曖昧性と業務の複雑性が成果に負
の影響を与えていたが，業績管理情報の利用度の増強が成果に貢献することは示
されなかった。そして，環境不確実性が高い状況では診断的な利用と成果の間の
負の関係，インタラクティブな利用と成果の間の正の関係が認められた。ところ
が，業務の複雑性が高い状況では診断的な利用が成果を高めることが示された。
大浦・松尾 (2017)からは，イノベーションや不確実性の概念を細分化した研究
(e.g.,Bedford 2015; Davila 2000; Ditillo 2004)の意義も認められる。  
 Henri (2006)は，資源ベースの概念 (resource-based view, RBV)を援用し，カナ
ダの製造企業のトップマネジメントへの質問票調査から，MCS の利用と組織ケ
イパビリティの関係を検証した。分析においては，業績測定システムの診断的／
インタラクティブな利用と，4 つのケイパビリティ 15に注目している。その結果，
ダイナミックテンションは環境不確実性の高いグループでは起業家精神と組織学
習に，柔軟性の高い組織文化のグループでは 4 つのすべてのケイパビリティに正
の影響を与えていた。一方，環境不確実性の低いグループでは組織学習に，階層
的な組織文化のグループでは 4 つのすべてのケイパビリティに負の影響を与えて
いた。さらに，環境不確実性の高いグループと柔軟性の高い組織文化のグループ
では，ダイナミックテンションが業績に正の影響を及ぼしていた。  
 Grafton et al. (2010)は，Henri (2006)を発展させた研究といえる。Grafton et 
al. (2010)は質問票調査によって，フィードバックコントロールの利用が既存のケ
                                                   
15 Henri (2006)は，4 つのケイパビリティとして，市場志向，起業家精神，革新
性，組織学習を含めている。  
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イパビリティの活用を促してビジネスユニットの業績を向上し，フィードフォワ
ードコントロールの利用が新規のケイパビリティを生み出すことを示した。さら
に，既存のケイパビリティの活用も新規のケイパビリティの創出につながってい
ることを明らかにした。  
 強制的／イネーブリングな利用については，Ahrens and Chapman (2004)が詳
細に論じている。Ahrens and Chapman (2004)は，英国のレストランチェーンを
対象に，インタビュー，アーカイバルデータ，直接観察による探索的なフィール
ドスタディを実施した。当該研究では，レストランマネジメントにおける本社と
支店 (現場 )の関係が緻密に観察されている。そして，強制的なシステムとして，本
社が打ち出すオペレーションや会計関連の事前計画，主要な標準を通じたコント
ロールが記述されている。一方，イネーブリングシステムとしては，支店のマネ
ジャーが直面した実務的な問題や，顧客満足を意識した現場の実務を共有するた
めのワークショップ等の取り組みが詳述されている。ワークショップでは，集権
的に決定された標準と現場のコンティンジェンシーの調和が図られていた
(Ahrens and Chapman 2004, p.292)。  
この結果から Ahrens and Chapman (2004)は強制的／イネーブリングなシス
テムの共存を確認し (p.295)，イネーブリングシステムの概念が効率性を目指した
機械的なコントロールと柔軟性を目指した有機的なコントロールの伝統的な二分
を解明するフレームワークとなり得ると結論づけている (p.298)。Ahrens and 
Chapman (2004)は強制的／イネーブリングの概念を具体化した注目すべき研究
の 1 つであり，その後の研究の発展を促した。実際に，例えば本論文の第 2 章第
2 節でも取り上げた Jørgensen and Messner (2009)は，製品開発の文脈でイネー
ブリングコントロールの有効性を証明している。  
ここで，客観的／主観的業績評価のアプローチについても取り上げたい。イン
タラクティブコントロールの手段として主観的業績評価が利用される (梶原武久
2004, p.86)ことからも，診断的／インタラクティブの概念は，客観的／主観的業
績評価の概念と共通する部分があると考えられる。客観的／主観的業績評価は，
不確実性や創造性と関連づけて論じられることも多い。Govindarajan (1984)は，
質問票調査を用いて，環境不確実性 16の程度に応じて有効な業績評価のスタイル
                                                   
16Govindarajan (1984)の環境の不確実性は，ビジネスユニットの外部環境を構成
する顧客やサプライヤー，競争相手等の行動が予測不可能なことを示している。  
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が異なることを提示した。具体的に，環境不確実性が高い場合には，ビジネスユ
ニットの上司はより主観的な業績評価と報酬システムを利用するが，環境不確実
性が低い場合にはより公式に基づいた業績評価と報酬システムが用いられる。さ
らに，環境不確実性の程度に応じた業績評価スタイルを適用することで，組織業
績も向上することが明らかにされた。  
 Grabner (2014)は，外発的なインセンティブは創造性を阻害し得る一方，目標
志向のインセンティブの欠如は従業員を過度に創造的にしかねないため，創造性
を重視する環境では，タスク関連の業績を捉える業績連動報酬と，ロイヤルティ
等の非タスク関連業績を捉える主観的業績評価の併用が有効であると予想した。
オーストリア，ドイツ，スイスの事業会社のトップマネジャーへの質問票調査か
ら，①創造性に依存する組織においては業績連動報酬と主観的業績評価が補完的
に機能していること，②創造性への依存が増大するにつれ業績連動報酬と主観的
業績評価の両方の利用が強まることを明らかにした。  
 さらに，前章第 2 節で触れたように，先行研究では組織階層に応じた業績管理
システムの活用事例も紹介されている。横田絵理  and 妹尾剛好  (2010)は，キリ
ンビールの各階層における BSC の設計と，特にインタラクティブな利用を考察
している。また，横田絵理  and 妹尾剛好  (2012)は食品会社への事例研究におい
て，トップマネジャー，カンパニー長，現場の 3 層構造に着目し，ICS としての
BSC の活用事例を観察している。  
いずれの事例でも，頻繁な会議やコミュニケーションを通じて，トップマネジ
ャーの方針や全社戦略が反映された戦略マップがより下位の組織単位にカスケー
ディングされ，全社的な整合性が図られていた。しかし，キリンビールの事例で
は，社長，部長，従業員の 3 層で見ると，全社戦略と自分の活動の関連が明確に
なる効果は部長レベルまでは認められたものの，現場レベルでは十分に得られて
いなかった。一方，食品会社の事例では，2003 年に導入した BSC が 2010 年に
全社的活用の中止に至った。この理由として，特に活用の仕方に課題があった。
トップマネジャーは会議等に多くの時間をかけ，事業マネジャーも同様に週次で
細かい指標をチェックしていたが，その結果現場では日常業務への対応が中心と
なり，BSC への意識は希薄であった。このように，両事例ではカスケーディング
の課題が顕著に表れていた。また，食品会社の事例では，組織の最上位層では戦
略的不確実性に集中し BSC を ICS として活用していたが，下位層で行われる対
話は日常業務に関連する事項が中心であり，DCS としての性格が強かった。この
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発見事項は，管理の内容に応じて使い方が変化する例を示している。  
 コントロールシステムへの関与については，業績指標の構築への従業員の関与
が指標の質の向上に寄与し，業績指標がその後の業績に与える影響は指標の利用
形態に依存することが，Groen et al. (2017)の質問票調査で明らかにされている。
このほか，特に参加型予算研究では，予算編成への組織成員の関与が詳細に論じ
られてきた。通説では予算参加は予算スラックを誘発するとされるが，生産プロ
セスが比較的予測可能な場合にはマネジャーの予算参加が予算スラックの形成傾
向を弱めることが示されている (Merchant 1985b)。また，情報の非対称性の緩和
や，上司と部下の信頼関係の構築も，参加型予算のメリットとして挙げられてい
る (e.g.,Elmassri and Harris 2011; Parker and Kyj 2006)。ただし，やみくもに
組織成員が関与するだけでは，「トップだけしか発言ができないような雰囲気」(櫻
井通晴  2012, p.209)と特徴づけられる疑似参加が蔓延し，部下の意欲を失わせる
ことにもつながりかねないと指摘されている (Libby 1999)。  
 
3.2 業績管理におけるリーダーシップの視点  
本論文でレビューした複数の先行研究 (e.g.,Chong and Mahama 2014; Ditillo 
2004; Sutton and Brown 2016)では，チームやグループ，学部といった，比較的
少人数の活動単位への調査が実施されている。特に少人数単位の活動においては，
個々の部下に対してトップマネジャーやリーダーが与える影響力が大きいと考え
られる。本節では，少人数単位での活動を行う上でリーダーシップが果たす役割
を，主にリーダーシップ論に関連する先行研究レビューを通じて整理する。  
 これまでのリーダーシップ研究においては多様な理論が援用され，カリスマ型，
変革型をはじめとする複数のリーダーシップのタイプが取り上げられている
(Shamir et al. 1993; Yukl 1989)。例えば，変革型リーダーシップは，イノベーシ
ョンと強く関連づけられてきた。Jung et al. (2003)は，トップマネジャーのリー
ダーシップスタイルが，エンパワーメントと組織風土を経由して企業組織のイノ
ベーションにどのように影響を与えるのかを，台湾企業への調査をもとに検証し
た。そして，変革型リーダーシップはイノベーションと直接かつ正の関係がある
ことを示している。実際に，リーダーはフォロワーの創造性に直接的にも間接的
にも影響を与えることができる (Jung et al. 2003, p.526)。さらに，前節で述べた
組織階層の視点も採られている。具体的に，Waldman and Atwater (1994)は，研
究開発プロジェクトの成功要因を，プロジェクトリーダーレベルとさらに上位層
33 
 
のマネジャーの視点から検証している。半構造化インタビューと質問票調査の結
果，活発で変革的なリーダーシップが，プロジェクトの有効性に正の影響を与え
ていることが分かった。とりわけ，プロジェクトリーダーより上位の層の変革型
リーダーシップが，プロジェクトの成功と強く関連づけられていた。また，
Waldman et al. (2001)は質問票調査を用いて，環境不確実性が低い場合には交流
型リーダーシップによって収益性が増し，環境不確実性が高い場合にはカリスマ
性の高いリーダーシップによって収益性が増すことを示した。  
 Manso (2011)と Ederer and Manso (2013)は，報酬体系とイノベーションの関
係について，経済学やファイナンスの視点から調査を行っている。これらの研究
では，特に研究開発初期の失敗を許容し，長期的な観点で成功に対して報酬を与
えることが，イノベーションを動機づけると示されている。  
 なお，リーダーシップの定義は数多くあるが，Yukl (1989, p.252)によれば，フ
ォロワーの熱狂的なコミットメントの獲得をもたらす影響力の行使という，これ
までに蓄積されてきた定義がある。言い換えればこの定義は，リーダーシップは
フォロワーの操作や威圧のための権限やコントロールの行使ではないことを示し
ている。一方でこの定義に対しては，リーダーが与える影響のプロセスを無視し
ているという批判的な見方もある (Yukl 1989, pp.252-253)。すなわち，リーダー
シップはリーダー個人が有するフォロワーへの影響力と解釈することができる。  
 これに対して，業績管理システムをはじめとする MCS も，個人のコミットメ
ントや創造性を引き出そうとする点ではリーダーシップと共通している。また，
業績管理システムもリーダーやマネジャーによって運用されることから，業績管
理システムとリーダーシップのそれぞれの影響を完全に切り離すことは困難であ
ると考えられる。しかし，業績管理システムは，既に述べたように指標や評価対
象，パッケージ等を捉えている。したがって，業績管理システムは制度的な性格
を持つと解釈することができる。  
ここで，イノベーションを変数として組み入れた管理会計研究として，本論文
では Bisbe and Otley (2004)や Bisbe and Malagueño (2009)を参照してきた。ま
た，前述のように，研究開発の文脈では Akroyd and Maguire (2011)や Chiesa et 
al. (2009a)が，MCS とイノベーションを関連づけた研究を行っている。これらの
研究からは，業績管理システムがイノベーションの促進に貢献していることが明
らかである。  
前章と本章でレビューしてきた管理会計研究の焦点は，主に業績管理システム
34 
 
の利用法と，業績管理におけるさまざまな要素の組み合わせがもたらすシステム
としての機能に置かれている。リーダーシップのタイプは業績管理システムの利
用法と関連があると考えられるが，管理会計研究では具体的にどのようなシステ
ムを併用することが組織業績や個人のモチベーションに有益なのかが検証されて
いる。これに加えて，管理会計の主要な特徴には，数値によるコントロールがあ
る。例えば予算や利益計画は典型的な財務コントロールであるが，BSC の非財務
指標も数値を用いたコントロールである。  
 
3.3 業績管理研究における主要なフレームワーク  
本節ではこれまでの文献レビューをもとに，先行研究で中心的に依拠されてき
たフレームワークを詳述する。前章と本章での文献レビューの結果，これらのフ
レームワークは，コントロールの対象，コントロールの利用法，そして包括的な
パッケージの観点を採るものに大別される。本章では，前者について Ouchi (1979)，
Merchant (1985a)，  Merchant and Van der Stede (2012)，Osterloh (2010)を取
り上げる。一方，後者については Simons (1995)，Adler and Borys (1996)，Malmi 
and Brown (2008)を取り上げる。  
 
3.3.1 コントロールの対象に関するフレームワーク  
 Ouchi (1979)は，部分整合的な目的を共有する個人やユニットの集合からなる
組織における評価とコントロールの問題に対処するアプローチとして，市場，官
僚制度，クランに言及している。そして，コントロールの対象について，図表 1
で示されるフレームワークを提示した。  
このフレームワークでは，アウトプットを測定する能力と変化のプロセスに関
する知識の程度 17に応じて，アウトプット，行動，クランのいずれのコントロー
ルが適するのかが示されている。具体的に，変化のプロセスに関する知識が完全
ならば，行動コントロールが適する。アウトプットを測定する能力が高ければ，
アウトプットコントロールが適する。アウトプットを測定する能力が低く，変化
のプロセスに関する知識も不完全な場合には，クランコントロールが適する。ク
ランコントロールの例としては，組織の信念や価値を伝える儀式や物語が挙げら
                                                   
17 アウトプットを測定する能力は，ある程度の正確性をもって望ましいアウト
プットを測定できることを意味する。変化のプロセスに関する知識は，手段と目
的の関係  (means-ends relationships) を指す。  
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れている。Ouchi (1979, p.845)は，比較的安定した製造業等の組織には行動やア
ウトプットのコントロールが適する一方，公的部門やサービス産業は文化やクラ
ンの形態のコントロールを適用すべきであると述べている。  
 
図表１ 行動とアウトプットの測定を決定する条件  
 
アウトプットを  
測定する能力  
 変化のプロセスに関する知識  
完全  不完全  
高い  行動または  
アウトプットの測定  
アウトプットの測定  
低い  行動の測定  クランコントロール  
出典：Ouchi (1979, p.843) より著者邦訳  
 
 Merchant (1985a)は，まずコントロールの問題の根源として，方向性の欠如，
組織と個人の目標整合性の欠如による動機づけの問題，必要な知能・訓練・経験
の不足によって引き起こされる個人的限界の 3 点を指摘している (Merchant 
1985a, pp.6-8)。そして，このような問題を回避するための戦略として，排除
(elimination)，自動化 (automation)，リスク共有 (risk sharing)を挙げている 18。 
 その上で Merchant (1985a)は，特定の状況において有効なコントロールと副作
用をもたらすコントロールがあるとし，複数のコントロールのタイプとそれぞれ
に適する条件を示している。これらは結果コントロール (results controls)，行動
コントロール (action controls)，人事コントロール (personnel controls)である。
それぞれの詳細は下記の Merchant and Van der Stede (2012)の説明に譲るが，
人事コントロールについては，その効果を高める要素として選抜と配置，訓練，
文化コントロール，グループベースの報酬，必要な資源の供給が挙げられている。
このことから，文化は人をコントロールする手段の 1 つであると解釈できる。  
 Merchant (1985a)に関連して，Merchant and Van der Stede (2012)は，結果，
                                                   
18 排除は，下請けやライセンス契約，出資の引き揚げといったメカニズムを通
じた第三者への潜在的な利益やそれに関連するリスクの譲渡を含む (Merchant 
1985a, p.8)。自動化には，コンピュータやロボットの利用がある (Merchant 
1985a, p.9)。リスク共有の例には，センシティブなポジションにある従業員に
対する身元保証 (fidelity bonds)の購入がある (Merchant 1985a, p.10)。  
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行動，人事，文化の各コントロールに関して，その性質，問題，要素，有効性等
を論じている。まず，結果コントロールは従業員に彼らの行動や意思決定の結果
を考えさせ，行動や意思決定に影響を与える。従業員は，上司からの直接の監督
や干渉がなくても，組織の望む結果を生み出す機会を最大化するために行動する
(Merchant and Van der Stede 2012, p.32)。結果コントロールは，4 つの実施段
階を経る。すなわち①結果が望まれる次元の定義，②選ばれた次元における業績
測定，③従業員が各指標を達成するための業績目標の設定，④望まれる結果を導
く行動を促進する目標達成への報酬供与である。結果コントロールの典型例は成
果給である。結果コントロールは，組織が望む結果を明確に定義し十分に測定す
ることができ，従業員が測定された結果を十分にコントロールすることが可能な
環境でのみ有効である (Merchant and Van der Stede 2012, p.30)。  
 次に，行動コントロールは，従業員が組織にとって有益 (有害 )な特定の行動を
行う (行わない )ことを図る。行動コントロールは行動の制約，行動前のレビュー，
行動の説明責任，代理機能性 (redundancy)の 4 つの基本的形態のいずれかをとる
(Merchant and Van der Stede 2012, p.81)。行動コントロールは，組織が少なく
ともある程度①望ましい (望ましくない )行動を判断でき，②望ましい (望ましくな
い )行動が起こる (起こらない )ことを保証できる場合にのみ有効となる (Merchant 
and Van der Stede 2012, p.86)。  
 人事コントロールは，従業員が自身を自然にコントロールする，あるいは動機
づける傾向を高める。人事コントロールは①選択と配置，②訓練，③職務設計と
リソーシングを通じて実行される。すなわち，特定の職務の遂行に適した人々を
見つけ，彼らを訓練し，彼らに良好な職務環境と必要な資源を与え，職務が適切
に遂行される可能性を高めようとする (Merchant and Van der Stede 2012, p.88)。 
 最後に，文化コントロールは，グループの規範や価値から逸脱した個人への強
力なグループ圧力の形態で，相互のモニタリングを促進するために設計される。
組織文化は言葉のほか，行動規範 (codes of conduct)，グループ報酬，組織内移転
(intra-organizational transfers) ，物理 的・ 社会的 調整 (physical and social 
arrangements)，トップの姿勢 (tone at the top)など，多くの方法で形成すること
ができる (Merchant and Van der Stede 2012, p.90)。人事／文化コントロールの
コストは顕著な形態のコントロールよりも基本的に小さく，有害な副作用も小さ
いため，ほぼすべての環境で利用することが可能である。しかし，その有効性は，
個人，グループ，コミュニティ，社会によって大きく変わり得る。特に，文化が
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変化を必要とする場 合，感情的な結びつ きの強い文化は不利 になり 得る
(Merchant and Van der Stede 2012, p.95)。  
Osterloh (2010)は，Ouchi (1979)や Merchant and Van der Stede (2012) に基
づいて，大学環境を想定したコントロールメカニズムを論じた。彼女は，近年の
学術業績は引用数，影響力の高いジャーナルでの論文発表数，学位授与数といっ
たアウトプット指標で評価されているが，アウトプットコントロールが効率的に
働くための必要条件が考慮されていないと指摘している。そして，アウトプット，
プロセス，インプットのコントロールメカニズムの適合性は 2 つの知識の程度に
依存すると主張した。以下の図表 2 は，3 つの各コントロールが適する状況を示
している。図表 2 中のカッコ内は，Osterloh (2010)が示した各コントロールの具
体例である。  
Osterloh (2010)によれば，有効なアウトプットコントロールの必要前提条件は
①アウトプット指標が研究業績を明確に測定できること，②アウトプット指標が
明確で安定していること，③不測の副作用が意図された業績向上を打ち消さない
方法で，研究アウトプットの測定が研究を動機づけること，④研究機関が将来に
望ましいアウトプットを生み出すために，最適な方法で資源を配分できることで
ある。図表 2 でも示すように，アウトプットコントロールの適用には，アウトプ
ットに関して高度な測定可能性や帰属可能性が求められる。  
 
図表 2 Ouchi (1979)から借用したコントロールモードとタスクの特徴  
 
アウトプット  
の測定可能性・ 
帰属可能性に  
関する知識  
 適用されるべき適切なプロセス／ルールに関する知識  
 高い  低い  
高い  アウトプットコントロール  
および／または  
プロセスコントロール  
アウトプットコントロー
ル  
(格付け，ランキング ) 
低い  プロセスコントロール  
(ピアコントロール ) 
インプットコントロール  
(選抜，社会化，配置 ) 
出典：Osterloh (2010, p.269)をもとに著者作成  
 
 次に，プロセスコントロールは，前もって定め得ない望ましいアウトプットの
代わりに，適切な行動やプロセスを規定する。有効なプロセスコントロールのた
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めには，適用すべきプロセスやルールについては深い知識が求められるが，アウ
トプットの測定可能性や帰属可能性に関する知識はさほど求められない。
Osterloh (2010)は，①評価者が因果関係や適用されるべき適切な方法について正
しい知識を持ち，②それらの知識をバイアスや悪意を介入させずに利用すること
を，プロセスコントロールの具体的な条件として挙げている。プロセスコントロ
ールの特徴は，領域に精通した人々だけが行える点である。学術領域のプロセス
コントロールは，ピアコントロールの形態をとる (Osterloh 2010, p.269)。彼女が
提示したプロセスコントロールは，Ouchi (1979)の行動コントロールに当たる。  
 インプットコントロールは，アウトプット／プロセスコントロールの前提条件
が満たされない場合に適用される。インプットコントロールは人事コントロール
とほぼ同義であり，個人が従う規範や職業標準を内部化しようとする。それらは
専門職集団の内部で行われ，選抜，社会化，配置のプロセスにおいて，シニア層
が若手の同業者の監督者やロールモデルとしての役割を果たす。候補者はそのよ
うなインプットコントロールに合格した後，職業集団の一員となる。インプット
コントロールは，複雑さや曖昧さの程度が高いタスクに適用することが想定され
ており，そのようなタスクを担うのは研究者のほか，アウトプットやプロセスの
観察が困難な裁判官等にも当てはまる。  
 なお，アウトプットコントロールおよび (または )プロセスコントロールが適す
る状況は，アウトプットやよく定義されたプロセスによってタスクをコントロー
ルすることが可能な状況である。このようなタスクは単純なタスクを指し，学術
領域において妥当でない。Osterloh (2010, p.270)は，現実にはアウトプット，プ
ロセス，インプットのコントロールは混合的に利用されており，タスクの種類や
タスクに関する評価者の知識に応じて最善のコントロールミックスを目指すべき
であると述べている。しかし，Osterloh (2010, p.278)はその中でも，多様な学術
的視点の異質性を受け入れ，高度な社会化プロセスにおける職業規範や標準の内
部化に役立つという理由から，インプットコントロールの意義を強調している。  
 
3.3.2 コントロールの利用法とパッケージに関するフレームワーク  
 コントロールの利用法やコントロールパッケージに関するフレームワークの中
で，最も代表的なものの 1 つに，Simons (1995)が挙げられる。Simons (1995)は
信条システム，境界システム，診断型コントロールシステム  (DCS) ，インタラ
クティブコントロールシステム  (ICS) の 4 つのレバーを軸とする，Levers of 
39 
 
Control(以下 LOC)フレームワークを構築した。信条システムは，組織における一
連の明示的な定義であり，上位マネジャーはその定義を公式に伝達し体系的に強
化することで，組織の価値，目的，方向性を与える (Simons 1995, p.34)。境界シ
ステムは，組織の参加者にとって容認可能な行動の領域を描き出す (Simons 1995, 
p.39)。Simons (1995, p.39)は，信条システムによって動機づけられる組織の探索
的な活動に対して，境界システムが重要な制限を課すと説明している。  
 DCS は，組織の成果を監視し，事前に設定された業績水準からの乖離を修正す
るために，マネジャーが活用する公式の情報システムである (Simons 1995, p.59)。
そして，ICS は，マネジャーが部下の意思決定行動に規則的かつ個人的に関与す
るために活用する，公式の情報システムである (Simons 1995, p.95)。ICS には全
社の注意が集められるため，組織に存在する多数のコントロールシステムのうち
1 つだけがインタラクティブに活用され，その他は診断的に活用される。また，
マネジャーの選択次第でどのようなコントロールシステムもインタラクティブに
利用することができる (Simons 2005, 邦訳  p.136)。さらに，後述する経験的研究
(Tuomela 2005; Widener 2007)では，ICS が学習を早発することが示されている。 
これら 4 つのレバーのうち，信条システムと ICS は陽の力として，ポジティブ
でインスピレーショナルな力を創り出す (Simons 1995, p.7)。境界システムと
DCS は陰の力として，制約を創り出し，規則の遵守を確実にする (Simons 1995, 
pp.7-8)。上位マネジャーは，戦略の効果的なコントロールを可能にするダイナミ
ックテンションを達成するために，これらの対抗する力を利用する (Simons 1995, 
p.8)。4 つのコントロールレバーは，以下の図表 3 で示される。  
図表 3 では，分析の中心に，企業の事業戦略が据えられる。そして，中核的価
値，避けられるべきリスク，重要業績変数，戦略的不確実性は，戦略実施の成功
のために分析され理解されなければならない，4 つの重要な構成概念である。こ
れらの構成概念のそれぞれは，信条システム，境界システム，DCS，ICS によっ
てコントロールされるという関係が示されている (Simons 1995, pp.6-7)。  
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図表 3 Simons (1995)の LOC フレームワーク  
 
 
出典：Simons (1995, p.7)をもとに著者作成  
 
LOC フレームワークは，近年も詳細な分析や検討が進められている。Tessier 
and Otley (2012)は，コントロールのタイプ，目的，レベルを，それぞれ社会的／
技術的，業績／コンプライアンス，オペレーショナル／戦略と切り分けて検討し，
コントロールシステムの再分類を行った。そして，DCS と ICS はシステム自体
ではなくシステムの利用法であると指摘している。さらに，イネーブリングコン
トロールと抑制的なコントロールは相反するが，前者は創造性や柔軟性を促進し，
後者は予測可能性を増大させるという，二重の役割を果たしていることを強調し
た。また，彼女らは，マネジャーはコントロールの結果として報酬または懲罰の
供与を選択し決定することができると述べている。  
Kruis et al. (2016)は，LOC フレームワークのバランスの概念に焦点を当て，
オランダの 217 のビジネスユニットに質問票調査を実施した。そして，不確実性
や，組織の規模や構造の違いから生じる戦略的警戒 (vigilance)，戦略的利用
(exploitation)，戦略的応答性 (responsiveness)、戦略的安定性 (stability)という 4
つのバランスのパターンを提示し，これらのパターンに応じて 4 つのコントロー
ルレバーの強調の程度が異なることを明らかにしている。  
事業
戦略
重要業績変数
→DCS
避けられる
べきリスク
→境界シス
テム
戦略的不確
実性→ICS
中核的価値
→信条シス
テム
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Adler and Borys (1996)が提起したイネーブリング／強制的の概念も，その後
の研究で広く応用されてきた。Adler and Borys (1996)は，ワークフローの公式
化の文脈で，イネーブリング／強制的な公式化を詳述した。イネーブリング／強
制的な公式化を区別する特徴として，設備設計の文脈における修理 (repair)，内的
透明性 (internal transparency)，全体の透明性 (global transparency)，柔軟性
(flexibility)の 4 つが挙げられている。  
 Malmi and Brown (2008)は，先行研究に基づいて，計画，サイバネティック，
報酬，管理，文化からなる MCS パッケージを構築した。計画は，組織の職能領
域の目標を述べることで努力と行動を指示し，目標に対して達成すべき標準を与
え，組織成員に期待される努力と行動の具体的な水準を明示する。計画には，想
定する期間の長さに応じて長期計画と行動計画の 2 つがある。サイバネティック
コントロールは，基本的な現象，活動やシステムを定量化し，達成すべき業績や
目標の標準を設定し，フィードバックプロセスで標準と実績の差異を分析し，シ
ステムの行動や基礎となる活動を修正する。サイバネティックコントロールは，
使い方によって情報システムまたはコントロールシステムになる。Malmi and 
Brown (2008)では，予算，財務指標，非財務指標，BSC 等の財務指標と非財務指
標の混合がサイバネティックコントロールに含まれている。  
 報酬システムは，個人やグループの目標や活動と組織のそれらの整合を達成す
ることで，個人やグループの業績を動機づけ高めることを図る。管理コントロー
ルは，個人やグループを組織し，行動を監視し，従業員に彼らの行動に対する説
明責任を持たせ，どのようなタスクや行動を遂行すべきか，あるいは遂行すべき
でないかを特定するプロセスを通じて従業員の行動を指示する。 Malmi and 
Brown (2008)は管理コントロールとして，ガバナンス構造，組織構造，方針と手
続を挙げている。最後に，文化は組織にとっての文脈として存在し，時にマネジ
ャーの制御範囲を超え得るが，行動の規制のために利用される場合はコントロー
ルシステムとなる。文化コントロールにはクラン，価値，シンボルが含まれ，
Simons (1995)の信条システムと類似する概念と解釈することができる。  
 Malmi and Brown (2008)の問題意識は，MCS は単独ではなく，複数の構成要
素が組み合わさって機能するという点にある。これら 5 つの構成要素の関係を見
ると，まず文化コントロールが他のコントロールに対して文脈としての役割を果
たしている。計画，サイバネティックコントロール，報酬は時系列をなすシステ
ムであり，管理コントロールは時系列をなす 3 つのコントロールが行使されるた
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めの構造を形成する。  
 本節で取り上げた多様なタイプのコントロールに関連して，Chenhall (2003)は，
MCS の形態を有機的／機械的として分類した。有機的な形態の MCS としては，
クランコントロール，人事コントロール，インタラクティブコントロールのほか，
参加型予算等も含まれる。一方，機械的な形態の MCS には，アウトプット／結
果コントロール，行動コントロール，診断型コントロールのほか，予算に制約さ
れた業績評価等も含まれている (Chenhall 2003, p.133)。  
 
3.4 業績管理研究のアプローチの比較と考察  
 本論文ではこれまで，財務／非財務コントロール，コントロールの対象，コン
トロールパッケージ，コントロールの利用法，コントロールシステムへの関与の
観点から先行研究を整理してきた。本節では，主に専門職組織とそれ以外の組織
について，それぞれを対象とした研究で用いられてきたアプローチの比較と考察
を行う。  
 専門職を対象とした業績管理研究と，企業組織等を対象としたそれらにおいて，
用いられてきた研究アプローチに大きな違いはない。本論文の文献レビューで用
いたアプローチである財務／非財務コントロール，コントロールの対象，コント
ロールパッケージ，コントロールの利用法，コントロールシステムの設計や実施
への関与は，専門職か否かを問わず採られてきた。  
 しかし，本論文における文献レビューの結果，それぞれのアプローチに該当す
る研究蓄積には偏りが見られた。特に，コントロールパッケージの視点を採る管
理会計研究は，専門職に関しては非常に少ない。これについて考えられる理由の
1 つとして，業績管理上の問題点に焦点を絞ってきた可能性がある。例えば組織
と個人が対立する傾向や，個人のモチベーションを阻害する傾向は，克服しなけ
ればならない課題である。特に，専門職組織を対象とした研究は，Simons (1995)
の信条システムと境界システムにはほとんど触れていない。ただし，イノベーシ
ョンやテクノロジーマネジメントの領域では，信条／境界のシステムも含めて分
析を行った研究が散見される。これらの領域の研究蓄積は管理会計研究にも示唆
を与える部分が少なくないが，Simons (1995)が強調するレバー間の関係につい
ての検討は不十分である。  
なお，LOC フレームワークの中で，DCS と ICS の 2 つを援用している研究は，
この 2 つがシステムの利用法である (Tessier and Otley 2012)という指摘も鑑み，
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本論文では利用法に着目した研究に分類した。一方，Malmi and Brown (2008)の
MCS パッケージの概念は，専門職か否かに関わらず全体的に経験的研究での援
用は進んでいないが，この概念に基づいた Sutton and Brown (2016)は，専門職
組織を対象としたパッケージ研究に意義があることを示している。  
 コントロール対象に関して，専門職の業績管理研究では，専門職組織にはアウ
トプット／行動コントロールが適さない傾向があり，インプットコントロールが
有益であることが，理論的にも実証的にも主張されている。ただし，不確実性や
戦略のタイプに応じて，重点的にコントロールすべき対象を考えることも必要で
ある (Ditillo 2004; Stouthuysen et al. 2017)。例えば Sutton and Brown (2016)
で明らかにされたように，定量的な業績評価も，その設計や利用を工夫すれば有
効に機能し得る。すなわち，専門職組織でも，通説とは異なり行動／アウトプッ
トコントロールが有効に機能する余地がある。  
 コントロールの利用法に関しては，特に専門職の文脈ではインタラクティブ／
イネーブリングな利用の有効性が強調されてきた。企業等を対象とした研究
(e.g.,Bisbe and Otley 2004; Grabner 2014; Moulang 2015)でも，イノベーショ
ンや創造性を高めるためにインタラクティブコントロールや主観的業績評価が有
効であることが明らかにされている。ただし，このことは診断的／強制的な利用
や客観的業績評価を否定するものではない。例えば Chiesa et al. (2009b)の分析
に見られるように，専門職組織でも診断的な利用が機能する余地がある。ここで
の診断とは，活動の進歩のモニタリング，研究開発活動の収益性の評価，研究開
発プロジェクトの選択などを指している。基礎研究や応用研究と比べて，新製品
開発では，診断的なコントロールの必要性が高い (Chiesa et al. 2009b, p.496)。
また，Cools et al. (2017)でも，創造性のタイプを細分化した場合，診断的利用が
有効となるケースも示されている。  
 最後に，コントロールシステムの設計と実施への関与は，コスト意識の醸成や
効率性の改善，コミュニケーションや垂直的／水平的な情報共有を促進すること
が，専門職の文脈で明らかにされてきた。専門職以外を対象とした研究でも，こ
の関与の意義は明示されている。特に参加型予算研究では管理会計システムへの
関与とその影響が詳細に記述されており，情報共有や信頼関係の構築に寄与する
ことが分かっている。専門職を対象とした研究でも，関与が形骸化しないように
することは念頭に置かなければならない。本論文で用いた先行研究のアプローチ
は，以下の図表 4 にまとめられる。  
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図表 4 業績管理研究のアプローチに関する比較と考察の概要  
 
アプローチ／組織  専門職組織  非専門職組織  
財務／非財務  非財務コントロールが有
効であるとされている。  
財務／非財務コントロールの
組み合わせが有効であるとさ
れている。  
対象  インプットコントロール
が最も有益だが，アウトプ
ットや行動コントロール
の適用の余地もある。  
組織の特性や目的に応じて，
コントロールの対象を選択し
ていく必要がある。  
パッケージ  管理会計研究の分析では
Simons (1995)の信条／境
界システムはほとんど考
慮されていない。  
豊富な研究蓄積がある。イノ
ベーション等の概念の細分化
が進められている。  
利用法  インタラクティブ／イネ
ーブリングな利用が強調
されている。ただし，診断
的／強制的な利用を適用
する余地もある。  
イノベーションや創造性に対
しては，インタラクティブ／
イネーブリングな利用や主観
的業績評価が有効である。活
動の特徴と適合した利用法を
選択することが重要である。  
組織成員の関与  コスト意識の向上や効率
の改善が確認されている。 
特に参加型予算研究で，情報
共有や信頼関係の構築につな
がることが分かっている。  
(著者作成。 ) 
 
また，先行研究で分析に含められてきた主要な変数に着目すると，専門職組織
やそれに類する知識集約企業，人的資本を重視する企業を対象とした研究では，
被説明変数として業績，コントロールの設計，目標実現度，コミュニケーション
や情報共有，動機づけ，情報利用，コスト意識，効率改善等が取り上げられてき
た。説明変数としては，タスクの不確実性 (変化のプロセスに関する知識 )，アウト
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プットの測定可能性，プロフェッショナリズム，人的資本の重要性，タスクの複
雑性や相互依存性，計算／技術／認識の不確実性，組織構造，組織文化，組織戦
略，戦略変化，原価管理の知識，予算参加等が含められてきた。さらに，コンテ
ィンジェンシー要因として，イノベーションの起源，企業規模，ガバナンス方針，
組織構造が考慮されている (Chiesa et al. 2009a)。  
専門職個人を対象とした研究では，被説明変数として，業績のほかワークモチ
ベーションをはじめとする職務関連態度が注目されてきた。説明変数としては，
個人の経歴や方向性，組織と個人の対立，戦略的優先事項，マネジメントスタイ
ル，組織的支援の認知，業績管理システムの特徴，学生の学力の低下，学問領域
など幅広く検討されてきた。  
企業組織等を対象とした研究では，被説明変数として業績，集約業績指標の利
用，ダイナミックテンション，ケイパビリティ，創造性，インセンティブの利用，
指標の質，情報の非対称性，信頼関係などが検討されてきた。説明変数としては，
経営理念の浸透度，業務範囲の明確化，コントロールの組み合わせ・利用・強調，
イノベーション，柔軟な文化，業績指標の構築への関与，予算参加などが考慮さ
れてきた。さらに，媒介変数やモデレータ変数として，組織学習，マネジャーの
注意の消費，心理的エンパワーメント，役割の曖昧さ，予算の利用目的，環境不
確実性，柔軟な文化等も取り上げられている。  
これら変数に着目すると，専門職組織や専門職を対象とした研究では，プロフ
ェッショナリズムや経歴が変数として扱われてきた点が特徴的である。加えて，
企業組織等を対象として行われてきた，イノベーションや創造性と業績管理シス
テムの関係や，組織階層に焦点を当てた研究の知見も示唆を与える。心理学ベー
スの研究では内発的／外発的なモチベーションも盛んに論じられてきたが，活動
の遂行に際しては経歴や方向性も考慮すべきである。もちろん，専門職組織でな
くとも，業績管理において個人の心理を考慮することは重要である (e.g.,Shields 
et al. 2000)。しかし，専門的知識を活用し，比較的裁量が大きいという専門職の
業務の特質を踏まえると，専門職の業績管理は個人のモチベーションを阻害せず
に，経歴や方向性とも適合した方法で実践されることが非常に重要となってくる。
そのため，専門職組織においては，組織と個人の双方の成果に寄与する業績管理
システムを設計し，実施していかなければならないと考えられる。  
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3.5 小括  
 本章では，企業組織等を対象とした業績管理研究をレビューし，業績管理にお
けるリーダーシップについて簡潔にまとめ，先行研究で中心的に依拠されてきた
フレームワークを詳述し，専門職を対象とした研究とそれ以外の企業組織等を対
象とした研究で採られてきたアプローチの比較と考察を行った。本節では本章の
小括を行う。  
 まず，第 1 節では，企業組織等を対象とした業績管理研究を，複数の視点から
整理した。財務／非財務の観点では，Abernethy et al. (2004)が，部門間の情報
の非対称性や相互依存性に着目して，部門レベルの要約財務指標の利用との関係
を見出している。Davis and Albright (2004)は，BSC の実施が銀行の支店の業績
向上に寄与することを明らかにしている。コントロールの対象に関しては，結果
／行動／人事／文化コントロールの概念 (Merchant and Van der Stede 2012)に
依拠した 2 つの研究 (Sandelin 2008; 澤邉紀生  and 飛田努  2009)を取り上げた。
加えて，利用型，探求型，両利き型の組織における成果／行動コントロールの使
い分けや併用に関する研究 (Stouthuysen et al. 2017)も確認した。  
 コントロールパッケージやコントロールの利用法に焦点を当てた研究には非常
に豊富な蓄積がある。これらの研究では，イノベーションや創造性を重視する際
にはインタラクティブ／イネーブリングコントロールや主観的業績評価が有効で
あることが明らかにされている。ただし，イノベーションや創造性のタイプはよ
り細分化して考える必要があり (Chiesa et al. 2009a; Cools et al. 2017)，不確実
性をはじめとする組織や活動の特徴も十分に理解した上で，それらの特徴に適し
た利用法を適用することも重要である (Cavalluzzo and Ittner 2004; Speklé and 
Verbeeten 2014)。パッケージの観点からは，MCS の構成要素の利用の欠如には
潜在的な逆機能があると指摘されている (Mundy 2010)。  
コントロールシステムへの関与については，本章では Groen et al. (2017)のほ
か参加型予算研究の知見を参照した。組織成員の関与によって現場の情報が有効
に活用され，信頼関係の構築といった質的な成果にも結びつくことが期待される。
このように，参加型予算研究の知見は非常に示唆に富むため，実務で参加型予算
がどのように実践されているのかを調査することの意義は大きい。しかし，第 2
章第 4 節でも述べたように，特に本論文が対象とする高等研究機関では，財務コ
ントロールが機能する余地がほとんどないと予想される。そのため，本論文では
参加型予算の議論は基本的に文献レビューに留め，実際の調査では予算管理につ
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いては補足的に問うこととする。  
 第 2 節では，業績管理におけるリーダーシップについて先行研究をもとに論じ，
業績管理研究とリーダーシップ研究の知見を整理した。業績管理システムと同様，
リーダーシップもイノベーションや創造性に影響を与えることが明らかにされて
いる。この他にも業績管理システムとリーダーシップには類似点が見られるため，
それぞれの影響を完全に切り離すことは困難である。その点を踏まえた上で，本
論文では，業績管理システムは制度的な性格を持つ一方，リーダーシップはリー
ダー個人が有する影響力と定義することが可能であると結論づけている。そして，
リーダーシップ研究は主にリーダーシップのタイプに着目しているため，リーダ
ーからフォロワーへの影響に焦点が当てられる傾向が強いが，管理会計研究は管
理会計システムの双方向的な利用にも重きを置いている。また，リーダーシップ
研究では、リーダーシップのタイプとそれによる業績等への影響が示されるにと
どまっている傾向があるが、管理会計のアプローチではどのようなシステムの併
用が組織業績や個人のモチベーションに有益なのかや，数値によるコントロール，
評価指標についても詳細に考察されている。  
第 3 節では，先行研究が援用してきた主なフレームワークを記述した。コント
ロールの対象の観点から構築されたフレームワークでは，それぞれのコントロー
ルの目的や，実施に適した条件が考慮されている。その条件としては主に，変化
のプロセスに関する知識 (明瞭性 )と，アウトプットの測定可能性が取り上げられ
てきた。そして，学術研究機関のような組織は明瞭性も測定可能性も低いため，
インプットコントロールの適用が推奨されている。  
 他方，コントロールの構成要素や利用法の観点から捉えたフレームワークは，
構成要素間の組み合わせやバランスを重視している。特に，Simons (1995)は，コ
ントロールレバーのバランスや相互依存関係を強調しており，事業環境の特性に
応じてどのレバーを強調するのかを詳細に論じている。Adler and Borys (1996)
は，コントロールの利用法としての強制的／イネーブリングを提唱した。両者を
区別する 4 つの特徴として，修理，内的透明性，全体の透明性，柔軟性を挙げ，
手続設計の文脈でそれぞれのアプローチを論じている。Malmi and Brown (2008)
は，マネジメントコントロールを一連のパッケージとして捉え，パッケージを構
成する各要素がどのような機能を持っているのかを詳述している。  
 第 4 節では，先行研究で採られてきたアプローチについて，特に専門職組織と
それ以外の組織に区分して，比較考察を行った。その結果，特筆すべき点として，
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主に以下の 3 点を挙げることができる。1 点目に，研究の現状と実務の実態との
間に乖離がある可能性が高いことである。特に専門職組織を対象とした研究にお
いて，コントロールパッケージのアプローチを用いた先行研究が非常に少ないこ
とが目立つ。2 点目に，コントロールの対象や利用法に関しては，理論的な通説
とは異なる経験的研究の結果が見られることである。3 点目に，とりわけ専門職
の文脈では，組織特性のみならず個人特性も考慮した業績管理が必須となること
である。以上の点を踏まえ，次章ではリサーチデザインの構築を行う。  
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第 4 章 研究課題と分析フレームワーク  
 
 本章では，前章までの文献レビューをもとに先行研究の課題を述べ，本論文の
研究課題を提示する。続いて，本論文の分析フレームワークを構築し，研究方法
および研究対象の選定を行う。最後に，研究機関を取り巻く環境の変化について
論じる。  
 
4.1 先行研究における残された課題  
 第 2 章と第 3 章で整理し，検討してきた先行研究の知見は，専門職を対象とし
た業績管理研究にとって重要なだけでなく，実務的にも意義が大きい。しかし，
文献レビューの結果，前述の通り，先行研究において残された主要な課題が 3 点
挙げられる。1 点目に，コントロールパッケージの観点からは専門職組織の業績
管理研究が進んでいないことである。本論文の先行研究レビューでは，専門職を
対象とした研究において，コントロールパッケージの概念に忠実に依拠した研究
はわずかであった。専門職組織であるか否かに関わらず，MCS を包括的に捉える
ことは重要である。Mundy (2010)も指摘するように，構成要素の利用の欠如は逆
機能を及ぼしかねない。Simons (1995)の DCS と ICS は，専門職組織を対象とし
た管理会計研究で広く援用されているが，信条と境界のシステムにはほとんど言
及されていない。病院や大学のような専門職組織でも，現実に理念や規範が存在
し参照されていることを踏まえると，研究が実務の実態を的確に捉えきれていな
いおそれもある。  
 2 点目に，1 点目の課題とも関連するが，コントロールの対象や利用法につい
て，多数の研究の主張とは異なる知見が経験的研究において明らかにされてきた
ことである。例えば，Osterloh (2010)や Abernethy and Stoelwinder (1995)は，
研究機関や医療組織においてアウトプットコントロールの適用は困難であると指
摘している。イノベーションや創造性を高めるためには，インタラクティブコン
トロールや主観的業績評価が重要な役割を果たすことも明らかにされてきた。そ
の一方で，Sutton and Brown (2016)は，設計と実施の方法を工夫することで，専
門職組織でも定量的な業績評価，すなわちアウトプットコントロールが機能する
余地があることを示している。また，イノベーションのタイプを細分化して考え
ると，より適切なコントロールの対象や利用法が異なり得る (Bedford 2015)。さ
らに，経歴や方向性によっては，診断的／強制的な利用が有効な場合もある (de 
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Harlez and Malagueño 2016; Naranjo-Gil and Hartmann 2006)。これらの先行
研究の結果を踏まえると，1 つの専門職組織の中でも，コントロールの対象や利
用法を使い分けていくことが重要であると考えられる。そして，この使い分けは，
組織階層の視点からも説明されている (横田絵理  and 妹尾剛好  2010, 2012)。  
3 点目に，専門職組織では，組織特性のみならず個人特性も考慮して業績管理
を行うことが求められる。特に専門職の業績管理においては，コントロールを行
う側の専門的知識の程度によって，業績管理システムの利用方法は異なると予想
されるが，個人の専門的知識の程度に明確に言及している研究は特に少ない。
Rockness and Shields (1984)の知見はこの点に関連するが，彼らがコントロール
の重要性を最も大きく決定づけるものとした変化のプロセスに関する知識は，タ
スク特性として捉えられている。したがって，これは個人の専門性とは異なるも
のである。同様に，Abernethy and Brownell (1997)もタスク特性に焦点を当てて
いることに加え，コントロールへの依存を独立したものと捉え，組み合わせて用
いることを想定しておらず，実務への含意が限定的である。一方，参加型予算の
文脈で Agbejule and Saarikoski (2006)が着目したマネジャーの原価管理の知識
は，個人の専門的知識に該当する。Ouchi (1979)や Osterloh (2010)のフレームワ
ークでも，知識の程度はコントロールの適用の決定要因とされているが，タスク
特性とマネジャー個人の専門性が明確に区別されていない。  
2 点目と 3 点目の課題に共通して，経歴や方向性に応じて，1 つの専門職組織
の中でもコントロールシステムを使い分けていくことの意義が示された。経歴や
方向性は，専門的知識とも強い関連があると考えられる。例えばわが国では，病
院では現場の臨床部門と病院全体を統括する管理部門があり，私立大学では学部
等の部局と，運営や経営を担う理事会や事務部門がある。専門職集団と管理部門
では，通常は業績管理の目的や，配置されている人材の経歴や専門性が異なる。
したがって，研究においても部門や階層を考慮することには妥当性があると期待
される。  
 
4.2 本論文の研究課題   
 先行研究の知見と課題を踏まえると，専門性や成果の不確実性が非常に高い専
門職組織において，研究成果を生み出すために，どのような業績管理システムが
どのように設計・運用されているのかを詳細に捉えることが重要である。その中
で，前述の先行研究の限界に基づき，個人の専門的知識の程度を考慮しながら，
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コントロールパッケージのフレームワークを用いた分析を行うことが適切である
と考えられる。  
 前節でも指摘したように，コントロールパッケージに関しては，既存のフレー
ムワークに忠実に依拠した先行研究が著しく少ない。例えば Bedford (2015)は，
イノベーションや創造性の様式に応じて DCS と ICS を使い分けることの重要性
や，境界システムの意義を提示している。現実の専門職組織でも，信条システム
としての組織や個人の目的，境界システムとしての倫理規程などが共存すること
で，許容範囲内での意欲的な機会探索 (Simons 1995)が促進されている可能性が
ある。さらには，専門職の活動における専門的知識の介入は，業績管理システム
の利用法とも関連すると考えられる。そこで，専門的知識の程度と，DCS と ICS
の利用を関連させて分析を行う。  
 なお，先行研究では通説と異なる知見も得られてきたことは前節で述べた。コ
ントロールの対象に関する多くの先行研究において，専門職組織におけるアウト
プットコントロールの弊害が指摘されてきたが，それらの弊害の抑制の余地も示
されている。例えば大学や研究機関の研究者が論文の本数を全く評価されないこ
とや，医師や会計士が治療の件数やクライアントの数を無視して業務を行うこと
は非現実的である。そのため，アウトプットコントロールも有効に機能させるこ
とが必要である。  
同様に，実務に目を向けても，特に近年，大学や研究機関の研究者は公募によ
って組織に採用されることが多い。医師や会計士，弁護士等は通常，国家試験合
格後に数年間の研修やそれに該当するものが義務付けられる。このことから，専
門職組織における人事コントロールの重要性が高いことは明白である。さらに，
特に若手や経験の浅い専門職は，経験や知識が豊富なシニア層や上司から日々の
業務活動について指導を受けながら，職業人として成長していく。このことから，
専門職組織においてはプロセスコントロールも明らかに重要である。したがって，
専門職組織においてこれらアウトプット，プロセス，インプットのコントロール
がそれぞれ，あるいは組み合わさってどのように機能するのかを調査することは，
学術的にも実務的にも大きな意義を持つ。  
ただし，本論文の関心は，人材の採用や教育訓練は既に終えた段階にある。す
なわち，インプットの段階は検討対象に含まれない。また，専門職組織ではアウ
トプットとプロセスの区分が困難な場合がある。例えば，評価対象が最終的な定
量指標 (アウトプット )なのか，途中経過や平素の勤務態度 (プロセス )なのか，評価
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におけるそれらの重みづけはどのようになっているのかといった問題がある。こ
れらの理由から，本論文での分析では，アウトプット，プロセス，インプットの
概念を特に用いないこととする。  
最後に，専門的知識の程度は，コントロールシステムの利用法との間に密接な
関係があることは既に述べた。先行研究 (de Harlez and Malagueño 2016; 
Naranjo-Gil and Hartmann 2006)では，経歴や方向性の違いが診断的／インタラ
クティブな利用法と関係することが示されてきた。また，Ter Bogt and Scapens 
(2012)が観察した定量的な業績評価は，その客観性が認められている反面，専門
的知識を持たない者も実施が可能な業績評価である。一方，定性的な業績評価は，
必然的に主観的である (梶原武久  2004)。したがって，評価者が専門職の成果の質
を正しく評価するためには，高い専門的知識を備えていることが必要である。こ
れらの点を踏まえると，専門的知識の程度に応じて業績管理の対象や業績管理シ
ステムの利用法も異なると考えられる。上記の議論に基づき，本論文では，個人
の専門的知識の程度とコントロールパッケージの観点から，以下の研究課題を提
示する。なお，詳細は本章の第 4 節で述べるが，本論文では専門職組織の中でも
特に専門的知識を要し，成果の不確実性が高い高等研究機関に焦点を当てる。  
 
 RQ：  高等研究機関において，研究成果を生み出すために業績管理システムが
どのように設計され，運用されているのか。  
 
4.3 分析フレームワーク  
本論文では分析に際し，Simons (1995)の LOC フレームワークをコントロール
パッケージの概念として適用する。具体的に，まず，業績管理システムの基本的
な構成要素を， LOC フレームワークに含まれる 4 つのレバーに沿って検討する。
4 つのレバーと，各レバーに対応する業績管理システムの構成要素の例は，以下
の図表 5 に示すとおりである。ここで，改めて 4 つのレバーの定義を参照し，構
成要素の例との整合性を確認する。  
Simons (1995, p.34)による信条システムの定義は，組織にとっての価値，目的，
方向性を与えるものであり，通常は上位マネジャーによって公式に伝達されるも
のであった。実際の組織で組織目的を表現したシステムに該当するものとしては，
目標や理念が挙げられる。境界システムについては，組織の参加者にとって容認
可能な行動領域を描き出す (Simons 1995, p.39)という定義に倣えば，組織成員が
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抵触してはならない項目を明示した規範や倫理がそれに該当する。DCS は，組織
の成果をモニタリングし，事前に定められた業績水準からの乖離を修正するため
に , マネジャーが活用する公式の情報システム (Simons 1995, p.59)と定義されて
いる。この定義に従えば，業績や成果の評価が DCS に該当する。ICS は，マネジ
ャーが部下の意思決定行動に規則的かつ個人的に関与するために活用する，公式
の情報システム (Simons 1995, p.95)であり，その利用は双方向的であることが明
らかにされている。すなわち， ICS はマネジャーと部下の間での相互の働きかけ
が行われるシステムである。このシステムには，部下の側からも意見を伝えるこ
とのできる，ミーティングやディスカッションが当てはまる。特に ICS について
は，Simons の一連の研究を参照した経験的研究においてその定義が十分になさ
れていないことを踏まえ，本論文では，以下の 4 点に該当するシステムを ICS に
位置づける。すなわち，①マネジャーによる部下の意思決定行動への関与，②公
式の情報システムであること，③組織に存在する多数のシステムのうち１つだけ
がこれに該当すること，④学習を創発することである。なお，④は，Simons を援
用した経験的研究における知見である。  
 
図表 5 LOC フレームワークとそれに対応する構成要素の例  
 
＜信条システム＞  
目標，理念  
＜境界システム＞  
行動規範，倫理規程  
＜ICS＞  
ミーティング，ディスカッション  
＜DCS＞  
業績や成果の評価  
出典：Simons (1995)をもとに著者作成  
 
 もちろん，コントロールパッケージを検討する上で有用なフレームワークは，
LOC フレームワークに限らない。例えば Malmi and Brown (2008)のパッケージ
の概念も，組織における業績管理を包括的に捉える上では有用であろう。その上
で，本論文が特に LOC フレームワークを援用する理由は，先行研究 (e.g.,Kruis et 
al. 2016; Speklé et al. 2017)で強調されてきた 4 つのレバー間のバランスや相互
依存性の概念が，業績管理システムの構成要素の役割を詳細に論じる上で妥当で
あると考えられるためである。このほか，LOC フレームワークでは非会計コント
ロールも重点的に捉えられており (庵谷治男  2017)，専門職組織とも親和性が高い
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と期待されるためである。  
 本論文では，上記のコントロールパッケージのフレームワークに，個人の専門
的知識の程度の視点を加えて分析を進める。Osterloh (2010)は，コントロールの
適用において専門的知識の程度を考慮すべきと指摘しているが，現実の組織を対
象とした研究では，個人の専門的知識の程度はほとんど取り上げられていない。
高度な専門的知識を必要とする組織では，コントロールをする側にコントロール
をされる側よりも優れた知識が求められる業績管理と，さほど知識を持たなくて
も可能な業績管理がある。経歴や方向性の違いに応じたコントロールシステムの
利用法の使い分けを示した研究 (de Harlez and Malagueño 2016; Naranjo-Gil 
and Hartmann 2006)によれば，DCS と ICS の分析で専門的知識の程度を考慮す
ることの重要性は明白である。  
加えて本論文では，信条と境界の両システムに関しても，専門性を考慮する。
その理由は以下の通りである。信条システムに該当する組織の目標や理念には，
専門性が高い職業上のものと，運営方針等の管理上のものがあり，前者は優れた
専門的知識を持つ者によって設定される必要があるだろう。また，境界システム
に当たる倫理規程については，特にその運用において，それがきちんと遵守され
ているかどうかをモニタリングする者には，過去の経験にも裏打ちされた，倫理
に関する深い知識が求められる。これに対して行動規範は，一般的なマナーや事
務的な内容も含むため，その策定や運用には特別に専門的な知識を必要としない
だろう。本論文では具体的に，部門等の組織階層，ならびに職務内容を，専門性
の程度の判断基準とする。  
 個人の専門的知識の視点を加えた，本論文の分析フレームワークは，下記の図
表 6 で示される。本論文ではこのフレームワークを用いて分析を行う。図表 6 は，
前述の図表 5 に，新たに専門的知識の程度を加味している。前述のように，個人
の志向や経歴がコントロールシステムの利用法と関連することが分かっている
(de Harlez and Malagueño 2016; Naranjo-Gil and Hartmann 2006)。志向や経
歴は専門的知識と関連するだろう。また，目標や理念，行動規範や倫理規程も，
専門業務に関連するものであるのか，管理業務に関連するものであるのかによっ
て，その策定や実施に専門的知識を必要とする程度に違いがあろう。業績・成果
の評価にも，高度な専門的知識を持たなければ実施できない評価と，さほど知識
を持たなくても実施できる評価があると考えられる。また，前節で述べたように，
専門性の違いによってシステムのタイプや利用法が異なり得る。そこで， 業績・
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成果の評価は DCS のうち専門性が高い群にも低い群にも含め，カッコ内に評価
のタイプを記載している。ミーティングやディスカッションも，その目的が専門
的な活動の質向上なのか，それ以外の例えば組織運営に関するものなのかによっ
て，必要とされる専門的知識の程度には差があるだろう。したがって，ICS のう
ち専門的知識が高い群にも低い群にも含め，カッコ内にその目的または内容を記
載している。  
 
図表 6 本論文の分析フレームワーク  
 
構成要素／専門性  高い  低い  
信条  目標，理念  
(職業上のもの ) 
目標，理念  
(管理上のもの ) 
境界  倫理規程  行動規範  
DCS 業績・成果の評価  
(主観的／定性的 ) 
業績・成果の評価  
(客観的／定量的 ) 
ICS ミーティング，  
ディスカッション  
(職業上のもの ) 
ミーティング，  
ディスカッション  
(管理上のもの ) 
 
 
4.4 研究の方法と対象  
4.4.1 研究方法  
本論文では，定性的な事例研究を行う。特に，半構造化のインタビュー調査と，
公開資料の参照を通じて，リサーチサイトの業績管理に関する詳細なデータを収
集する。これに先立ち，本節では定性的な方法論，とりわけ定性的な事例研究に
ついて，その概要と意義，課題を中心に論じる。  
定性的な事例研究 19は，社会科学研究や会計研究における方法論の一つとして
確立されている。Smith (2011)は，フィールドワークや事例研究を，「特定の文脈
における特定の事象に焦点を当てるものである」 (Smith 2011, 邦訳 p.165)と説
                                                   
19 著者や文献によって，ケース・スタディとも表記されるが，本論文では「事
例研究」という日本語表記で統一している。  
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明している。Flick (2007)は事例研究の目的を，「ある事例の正確な記述・描写な
いし再構成である」 (Flick 2007, 邦訳 p.163)としている。ただし，当然のことな
がら事例の記述だけにとどまってはならず，理論形成や仮説検証等の目標を設定
し，学術的，実務的な貢献をすることが必要である。  
Yin (1994, 邦訳 p.7)は，実験，サーベイ，資料分析，歴史，事例研究の各方法
論の比較を行い，事例研究に適う研究課題の形態は「どのように」や「なぜ」で
あることを提示している。本論文の研究課題も「どのように」という視点を含み，
得られた結果の背景にある理由も調査する必要がある。そのため，研究課題と照
らし合わせると，本論文における事例研究の有用性は高いだろう。  
このほか事例研究には，実験とは異なり行動事象の制御の必要性がなく，歴史
研究とは異なり現在事象に焦点が置かれるという特徴がある (Yin 1994, 邦訳
p.7)。本論文の研究関心は現実の組織における業績管理システムの実態にあるた
め，行動事象の制御を伴う実験では研究課題を十分に明らかにすることができな
い。質問票調査については，原則として匿名が条件であることから，例えば集団
内の個人間のインタラクションについて具体的な考察が不可能だという問題点が
ある。また，資料分析を用いる場合，客観性は確保されるが，研究課題に関して
方法や理由の側面を捉えることはできない。さらに，質問票調査の限界に関連し
て，本論文の研究課題を明らかにするためには，個人間のインタラクションを捉
える必要がある。特に，本論文では専門性の程度に着目し，部門や階層を基準と
した調査を行い，部門間や階層間でどのような働きかけが行われているのかを検
討する必要がある。このような理由から，他の方法論と比較しても，本論文では
事例研究を行うことに意義がある。  
さらに，事例研究では，「通常，文書証拠，インタビュー・データ，直接観察や
参与観察といった複数の情報源からデータを収集する」(Smith 2011, 邦訳 p.172)。
これによって，「研究の妥当性と信頼性を高めること」 (Smith 2011, 邦訳 p.172)
を目指す。Yin (1994, 邦訳 pp.107-108)も，「文書，資料記録，面接，直接観察，
参与観察，および物理的人工物」を事例研究の証拠源として挙げ，それぞれの強
みと弱みを考慮しながら補完的に用いることを推奨している。本節の冒頭でも述
べたように，本論文では半構造化インタビューと公開資料から得られたデータを
用いて分析を行う。インタビューには，構造化，半構造化，非構造化の 3 つの主
要なタイプがある (Smith 2011, 邦訳  p.160)。その中で半構造化インタビューに
は，インタビューの方向性を保ちながら，調査対象者から比較的自由な回答を得
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られるという利点がある。  
Flick (2007)は半構造化インタビューの複数のタイプに言及しており，その中
には，本論文とも非常に関連の深い専門家インタビューが含まれる。専門家イン
タビューについて Flick (2007, 邦訳 p.201)は，「特殊な機能のある組織の職員で
何らかの専門的な経験知をもった人びとを対象としたインタビューである」と説
明している。専門家インタビューの目的の一つには，「研究対象 (中略 )に関する理
論やタイポロジーを構築すること」 (Flick 2007, 邦訳 p.203)がある。  
事例研究における理論構築については，管理会計領域でも言及されてきた
(Eisenhardt 1989; Keating 1995; Otley and Berry 1994)。Eisenhardt (1989)は，
理論構築を目的とした事例研究のプロセスで求められる活動とその理由を，作業
の開始 (getting started) から事例の選択やデータの分析を経て 結論に至る
(reaching closure)までの 8 つの段階ごとに整理している。Otley and Berry (1994)
は，事例研究において観察されたデータが，既存の理論が適合しない状況を明示
することに言及し，事例研究が理論の精緻化に貢献することを強調している。同
様に Keating (1995)も，理論構築の段階別に事例研究を分類し，管理会計研究に
おける事例研究が理論の発展に寄与することを提示している。このことからも，
既存の理論を用いながら，先行研究では十分に注目されてこなかった部分に焦点
を当てる本論文の方法論として，事例研究の採用は妥当であると考えられる。  
また，定性的な研究と定量的な研究を比較すると，定量的な研究には，分析に
含めることのできる変数に限りがある。特に専門職を対象に定量的な方法を用い
た先行研究において，コントロールパッケージのフレームワークの部分的な援用
が目立つことは既に述べた。この理由に研究方法の限界が含まれる可能性を考え
ると，本論文が採用する定性的な方法によれば，調査においてさまざまな要因を
捉え，より包括的な知見が導かれると期待される。  
一方で，定性的な事例研究を行う上では，その限界も念頭に置かなければなら
ない。Yin (1994)は，「疑わしい証拠やバイアスのかかった見方を容認」(邦訳  p.13)
してしまうこと，「科学的一般化の基礎をほとんど提供しない」 (邦訳  pp.13-14)
こと，「あまりにも時間がかかり，結果として量が多すぎて読めない文書になって
しまう」(邦訳  p.14)ことを危惧している。本論文では第 1 の限界に対して，同一
集団内で複数人へのインタビューを行い 20，データならびに著者の主観性を極力
                                                   
20 パイロット調査と追加調査を除く。  
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抑え，客観性の高い公表資料を補足的に用いることで対処する。また，第 2 の限
界について，本論文は一般化よりも，今後の業績管理研究の発展のために重要な
結論を導くことを意図している。したがって，この点は研究結果に深刻な影響を
与えない。第 3 の限界については，分析フレームワークにおいて焦点を絞り，冗
長な記述を避けるよう努めている。  
 
4.4.2 研究対象  
前述の分析フレームワークと研究方法を用いて研究課題を検証するために，本
論文では，専門職組織の中でも特に公的な高等研究機関を調査対象として選定す
る。この理由として，下記の 3 点が挙げられる。第 1 に，研究機関の活動の性質
である。他の専門職組織と比較しても，研究機関の成果は客観的な形になるまで
に長期を要し，成果の不確実性もきわめて高い。このことは，企業会計審議会の
「研究開発費等に係る会計基準」でも明らかである。成果の不確実性が高ければ，
業績管理システムの設計や運用にも相当の工夫が必要となるだろう。このような
背景から，研究機関における業績管理は独自性が強いと予測されるため，学術的
にも実務的にも，個々の事例が比較的示唆に富むと期待される。  
第 2 に，社会的な背景から見た，公的な研究機関の重要性である。公的な研究
機関も，国民への説明責任や国際競争力の上昇等のため，近年ますます成果を求
められるようになっている。この点については次節で詳述するが，成果をあげる
ためには，効果的な業績管理システムを整備し実施することが不可欠である。さ
らに，公的機関は非営利組織であるため，利益分配を行っていない。そのため，
企業の研究開発等の部門よりは利益の重要性が低く，主に非財務的な業績管理が
行われていると考えられる。なお，研究成果を求められている高等研究機関には，
教育活動も重視される国公立大学も含まれる。そこで，本論文では追加調査とし
て国立大学に勤務する研究者へのインタビューも実施し，純粋な高等研究機関と，
国立大学の研究業績管理の違いにも着目する。  
第 3 に，民間企業と公的機関を比較した際の，公的機関のアクセシビリティの
高さである。企業はその説明責任を主に利害関係者に負っているのに対して，公
的機関には国民への説明責任が問われている。言い換えれば，非営利組織である
ことから，利益の面では他の組織と競合することがなく，機密事項に関わる内容
でなければ，比較的データを得やすいという利点がある。  
本論文では，事例研究のリサーチサイトとして，国立研究開発法人理化学研究
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所 (以下理化学研究所 )を選定した。理化学研究所は複数の研究センター，研究領
域や研究機構を設置しており，それぞれにおいて異なる学問分野の研究を進めて
いる 21。本論文では時間等の制約もあり，すべてのセンター等に赴き網羅的に調
査を行うことは困難であった。そこで，調査対象とするセンターを絞るため，ま
ず，理化学研究所の管理部門で課長を務めていた S 氏にヒアリングを行った。そ
して，以下の 2 点の理由から，本論文では，多細胞システム形成研究センター
(Center for Developmental Biology, 以下 CDB)22を調査対象として選定した。  
第 1 に，CDB に属する研究室は同一の分野に属するテーマに沿って研究を進
めており，研究室間で活動の特性に大差がないことである。したがって，活動の
特性の影響を最小限に抑えながら，本論文の主な関心である，個人の専門的知識
の程度が業績管理に与える影響を観察することができると期待される。第 2 に，
CDB は国内外の著名な研究機関と伍して，国際的に高い成果を生み出し続けてい
る。このことから，CDB への調査を通じて明らかにされたことは，実務にも大き
な貢献をもたらすと期待されるためである。  
なお，本論文では特に，CDB に属する特定の 3 つの研究室に調査を実施した。
この理由は，リーダーの経歴や性別に多様性を持たせることで，研究室や研究業
績管理の多様性が観察されると予想したためである。そして，各研究室の特性に
着目しながら，得られた結果について比較考察を行うことを目的とするためであ
る。Eisenhardt (1989)も強調するように，事例間比較によって，同様の事例から
の相違点の発見や，異種の事例からの類似点の抽出につながり，単純な枠組みの
打破や，理解の精緻化が期待される (Eisenhardt 1989, p.541)。  
前述のように，定性的な研究には方法論上の限界も指摘されてきた。本論文で
は 1 つの研究室から 3 名または 4 名，全体では 10 名を超える研究者および職員
に調査を行い，データの内容の整合性や信頼性の懸念に対処している。さらに，
公開資料を読み込み補足的に用いることで，インタビュー調査の主観性を補って
いる。  
また，理化学研究所での調査に先立ち，国立研究開発法人国立環境研究所 (以下
国立環境研究所 )でパイロット調査を実施し，一研究室のリーダーと管理部門の要
                                                   
21 具体的に，2018 年 7 月 1 日時点で 11 の研究センター，１のプログラムをは
じめ，研究コンプライアンス本部や情報システム本部を設置している。  
22 CDB は組織再編を経て，2018 年 4 月より生命機能科学研究センター (RIKEN 
Center for Biosystems Dynamics Research, BDR)と名称を変更している。  
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職を兼任する男性にインタビュー調査を行った。パイロット調査の対象として国
立環境研究所を選定した理由は，理化学研究所と同様に公的研究機関である点と，
アクセシビリティによるものである。さらに，CDB への調査後，追加調査として，
神戸大学大学院農学研究科に所属する研究者 1 名へのインタビュー調査も実施し
た。追加調査の目的は，CDB とは異なる研究環境における業績管理に関してどの
ような特徴が見出されるのかを整理することである。  
 
4.5 研究機関を取り巻く環境の変化  
前述のとおり，本論文は公的研究機関である理化学研究所の CDB を対象とし
た事例研究を行う。なお，理化学研究所での調査に先立ち，茨城県つくば市に拠
点を置く国立環境研究所でパイロット調査を行っている。  
国立環境研究所と理化学研究所はいずれも，平成 29 年度時点でわが国に 27 法
人存在する国立研究開発法人に含まれている 23。両研究所の前身の設立時期には
半世紀あまりの違いがあり，理化学研究所の方が長い歴史を持っている。このほ
か，両研究所はその管轄省庁も異なっているため，研究内容や目指す方向性も多
少異なっている。しかしながら，両研究所には国立研究開発法人という共通点が
あり，同様の環境変化や経営上の課題に直面してきた部分もある。本節では主に
マネジメントの観点から，わが国の研究機関や大学等の，高等研究の推進を使命
とする組織の変化や，組織を取り巻く環境の変化を，既存の文献資料に基づいて
論じる。さらに，海外の公的組織，研究機関や大学を取り巻く環境の変遷や現状
も簡潔に整理し，わが国との比較検討を行う。  
 国立環境研究所は，当該研究所を管轄する環境庁の発足後，1974(昭和 49)年 3
月に国立公害研究所として発足した。その後，1990(平成 2)年に全面的に改組が
行われ，国立環境研究所となった (国立環境研究所 )。これに対して理化学研究所
は，1917(大正 6)年にわが国の高等研究の発展を見据えて創立され，これまでに
数回にわたって法人形態が変化している 24(理化学研究所 )。このほか，本論文では
調査の対象としていない研究開発法人の中には，かつて管轄省庁の傘下にあった
                                                   
23 平成 29 年末時点で合計 33 法人の研究開発法人が存在し，そのうち 27 法人
が国立研究開発法人とされている。  
24 1917 年の創立当初は財団法人であったが，1948(昭和 23)年に株式会社，
1958(昭和 33)年に特殊法人と法人形態が変化し，2003(平成 15)年に独立行政法
人となった。そして，2015(平成 27)年４月に国立研究開発法人となった (理化学
研究所 )。  
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複数の研究所が統合・再編されて総合的な機関になった研究機関や，団体からの
要望を受けて政府や産業界から財源を得て設立された研究機関もある。  
 一方，国立研究開発法人には，管轄省庁が存在し，特に運営面に関しては管轄
省庁と随時協議を行い，その運営には運営費交付金をはじめとする国の財源の重
要性が非常に高いという共通点がある。そのため，研究を通じて社会貢献活動に
励み，国民に対する説明責任を果たしていくことが求められている。これに関連
して高祖 (2017)は，国際的な認知度の向上のために学術研究機関が研究成果を積
極的に発信するようになっていることに注目し，その現状と課題を考察している。
彼女によれば，わが国の大学や研究所は，主に海外の報道関係者の目に留めても
らうことで世界に研究成果が発信されることを目指して，英語でのプレスリリー
スを多く提供している段階にある。これに対して，英国および米国の有名大学で
は，総合ニュースサイトを整備し，ニュースサイトのコンテンツを作成する専属
のライター等の人材を配置することで，大学自らが報道機関のように研究成果に
関する情報発信の役割を果たしている。すなわち，英国や米国と比較して，日本
の学術研究機関は情報発信の迅速さ等で劣っていると考えられる。高祖 (2017)は，
わが国におけるこうした情報発信の過熱の背景の 1 つには，文部科学省による研
究大学やスーパーグローバル大学の支援事業があると指摘している。  
 特に運営費交付金の現状に関しては，わが国の国立大学の経営面での変化の経
緯に焦点を当てた研究でも明らかにされている。天野 (2006)は，各大学の歴史的
背景や伝統，期待される役割は千差万別であり，そのことは財務や経営上の能力
にも著しい差異があることを意味すると強調する。それにもかかわらず，効率化
係数として毎年 1%弱，経営改善係数として毎年 2%を目安に運営費交付金の減額
が続けられることで，各大学には外部資金の獲得に向けた努力が求められ，大学
間格差の拡大が進むことが懸念されている (天野郁夫  2006)。運営費交付金は，そ
の大学間・大学内での配分のあり方も大きな課題であり，多様な観点から熟考が
重ねられている (Yamamoto 2004; 山本清  2002, 2003)。Yamamoto (2004, p.172)
は，今後の課題として，大学のあらゆるステークホルダーを考慮すると同時に教
育研究の業績を高め，さらにその業績を財務や会計に結びつけるマネジメントモ
デルの構築を提唱した。しかしながら，資金提供に連動する業績管理は，長期的
には非常に多くの逆効果を生み出すことが懸念される (Yamamoto 2004, p.179)。 
 このように，現代においては限られた資源で研究を行うことを余儀なくされて
いると同時に，研究活動を通じた一層の社会的・経済的な貢献が求められている。
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それに伴って，研究活動の業績管理の重要性がますます高まっている。林 (2017)
によれば，研究機関における研究業績評価は，伝統的に研究者個人を対象とした
科学的知識の妥当性の観点からのピアレビューが主流であった。すなわち，かつ
ての研究業績評価は質的な性格が強かった。ところが，近年は実績に基づく政府
からの資金配分が普及し，機関や組織としての評価の重要性も増大している。こ
のような背景から，論文数や引用数等の定量的な指標の利用が促進され，評価の
方法や指標が多様化している。林 (2017)は，わが国において近年，このような定
量的な指標の過剰かつ不適切な利用が見られると指摘し，ピアレビューとさまざ
まな定量的指標の体系的な関連づけを進めることが重要であると述べている。  
 最後に，海外の研究で論じられてきた環境変化にも触れることとする。公的組
織における経営の重要性は，1980 年代に英国やニュージーランド，カナダ等で広
まった，新公共経営  (New Public Management, NPM) の概念で説かれている
(Hood 1995; Hyndman and Lapsley 2016)。Hood (1995)は，NPM に関連する以
下の変化を提示している。すなわち，①各部門の民営化と製品ごとの管理，②公
的部門間や公的部門と民間部門の間の競争の促進，③公的部門における民間企業
の経営実務の積極的な利用，④資源利用の統制と倹約，コストを抑制する公的サ
ービスの供給方法の調査および公共サービスの安定した維持，⑤実用志向の高い
経営管理，⑥公的部門向けの明示的で測定 (少なくともチェック )可能な業績基準
の構築，⑦事前に設定された成果指標に応じたより恒常的な方法での公的部門の
コントロールである。  
 厳密には，NPM は公的部門を想定した考え方であるが，NPM の直接の対象で
はない民間の非営利組織も，財政難等の理由から，経済性を意識した運営を余儀
なくされるようになっている。さらには，専門職にも短期的な成果指標に基づく
業績が期待されるようになっている (Deem 2004)。その結果，例えば海外の大学
でも，学者の多くがマネジメントにも関与するようになり，彼らには本来期待さ
れる学術業績のみならず，収益の生成や支出のモニタリングも要求されている
(Broadbent 2011; Deem 2004, p.111)。  
海外でも研究評価制度の変遷は顕著である。英国を例に挙げると，2014 年より
従来の制度に代わり施行された REF(Research Excellence Framework)が，個人
の研究成果を強調し，学術誌ランキングの利用を徹底している (Agyemang and 
Broadbent 2015)。REF の結果は，資金配分のみならず，個人や組織の印象をも
左右する。その結果，英国の大学における MCS は REF の影響を大いに受け，大
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学の研究目的は REF での成功と関連づけられるようになった (Agyemang and 
Broadbent 2015, pp.1030-1031)。Wood (1990)は，オーストラリアの高等教育に
おける業績ベースの資金配分の普及によって，研究管理計画と研究業績が資金獲
得競争の成功を左右するようになったと指摘している。そして，資金獲得は研究
活動にとりわけ大きな影響を与えることを強調している。  
 重ねて，政府からの資金提供の減少は，わが国と同様に諸外国でも深刻な問題
となっている (Parker 2012)。Parker (2012)は，公会計や高等教育関連の先行研
究と各国政府の高等教育統計データに基づいた考察によって，大学は近年その資
金源を政府から市場へとシフトさせ，ますます商業的な組織として運営する傾向
を示していることを指摘した。近年の大学は財務戦略にも乗り出すようになり，
自己資金調達を目指した研究の過熱や，利益の上がらない教育プログラムの廃止
や小規模化を進めている (Parker 2013)。その一方で，高祖 (2017)も述べるように，
英国や米国では大学や研究機関が自ら報道機関さながらの情報発信を行うなど，
社会からの認知度の向上や社会との直接的な結びつきの強化に努めている。  
 このような風潮や取り組みによって，研究機関や大学の経済性や効率性が高め
られてきたことは事実である。しかしながら，研究機関等と営利企業の断絶を生
じさせる文化の隔たりが指摘されている (Christopher and Leung 2015)。具体的
に，Christopher and Leung (2015)は，オーストラリアの公立大学における企業
文化への移行において緊張関係を引き起こした文化的特徴 25を明らかにしている。
本節で取り上げた知見からは，公的組織や非営利組織の業績管理においては，営
利企業とは異なる独自の環境を考慮することが不可欠であることが示唆される。  
 
4.6 小括  
 本章では，前章までの文献レビューで明らかにされた先行研究の限界を述べ，
本論文の研究課題を設定した。続いて，分析フレームワークを提示し，研究方法
と調査対象の選定を行った。最後に，公的研究機関を取り巻く環境の変化につい
                                                   
25 ①非効率で厄介な規制と報告要求，②リスク回避的な文化，③雇用条件と労働
組合主義，④終身在職の労働力と長期勤続のスタッフメンバー，⑤企業組織から
スタッフを惹きつけることの難しさ，⑥企業の業績管理システムへの抵抗，⑦企
業経営の訓練の不足，⑧仕事量を変えること，⑨サイロの考え方を引き起こす権
限委譲構造，⑩変化のマネジメントが一貫した基礎に基づいていないことである。 
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て整理した。本節では，本章の小括を行う。  
 まず，第 1 節では，先行研究に残された課題を抽出した。特に専門職や専門職
組織を対象とした管理会計研究において，これまで軽視されてきた点，あるいは
今後のさらなる検証が必要な点として，本論文では以下の 3 点を挙げた。第 1 に，
コントロールパッケージの枠組みに依拠した専門職組織の業績管理研究が進んで
いないことである。特に本論文では，専門職組織の実務と，専門職組織を対象と
した研究の間に乖離がある可能性を指摘した。第 2 に，専門職の文脈におけるコ
ントロールの対象や利用法の使い分けについて，これまで十分に検討されていな
いことである。特に，不確実性のタイプ，個人の経歴や方向性に応じて，より適
切なコントロールの対象や利用法を見つけることが重要である。第 3 に，組織と
個人の双方にとって効果的な業績管理システムの設計や利用について調査してい
くことが求められる。特に専門職組織では，専門的知識の程度に応じて業績管理
を行うことが必要となろう。  
 第 2 節では，第 1 節で明らかにした先行研究の課題を受け，本論文の研究課題
を設定した。具体的に，コントロールパッケージと専門的知識の程度の視点から，
組織や個人の成果を生み出すために，どのような業績管理システムを設計し利用
しているのかという研究課題を導出している。なお，文献レビューではアウトプ
ット，プロセス (行動 )，インプットの概念の重要性に言及したが，この概念は研究
課題の構築段階で除外した。これは，本論文の検討範囲がインプットに当たる採
用や教育訓練の段階を含まないことと，特に業績評価に際してアウトプットとプ
ロセスの区別が困難なためである。  
 第 3 節では，本論文の分析フレームワークを提示した。本論文の分析フレーム
ワークは，コントロールパッケージの概念と専門的知識の程度に基づいて構築し
た。本論文が依拠した LOC フレームワークは，コントロールの構成要素間の相
互依存性を想定し，バランスの概念も有することから，本論文の問題意識とも整
合性がある。本論文では，LOC フレームワーク (信条／境界／DCS／ICS)と専門
的知識の程度 (高い／低い )を関連づけ，8 つのパターンに具体的な業績管理シス
テムを当てはめた。先行研究の結果からは，DCS と ICS の分析において専門的
知識の程度を考慮することの重要性は明白であるが，本論文では信条と境界のシ
ステムも含め，その内容や目的として職業上のものと管理上のものを想定し，専
門的知識の程度を反映させた。そして，図表 6 に示したフレームワークを用いて，
分析を進めることとした。  
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 第 4 節では，本論文の研究方法を提示し，調査対象の選定を行った。研究方法
としてはインタビュー調査および公表資料に基づく定性的な事例研究を採用する
こととした。続いて，具体的な調査対象を高等研究機関とし，理化学研究所の CDB
をリサーチサイトとして選定した。本論文では，比較考察を行うために，特に CDB
内の 3 つの研究室を調査対象に定めた。そして，パイロット調査と追加調査を通
じて，3 つの研究室の業績管理の特徴をより鮮明にすることを図っている。  
第 5 節では，わが国の高等研究機関を取り巻く環境の変化を整理し，海外のそ
れとも併せて論じた。わが国の国立研究開発法人の沿革は多様であるが，国から
多額の運営費交付金を得て活動を行っているため，国民への説明責任を果たして
いくことは不可欠である。近年は，国際的な認知度の向上のために研究成果に関
する情報発信が積極的に進められているが (高祖歩美  2017)，この情報発信も説明
責任の一環と考えられる。運営費交付金は削減傾向にあり，研究機関や大学は業
績管理を余儀なくされている。研究業績評価は，かつての個人を対象としたもの
から，機関や組織としての評価も重視されるようになり，評価の方法や指標が多
様化している (林隆之  2017)。しかし，近年でも依然として，多様化した評価方法
や指標の有効活用には至っていないと考えられる。  
海外の研究機関を取り巻く環境の変化についても，NPM や研究評価制度の変
化，政府からの資金削減など，わが国の状況と類似する点が少なくない。例えば，
学者が研究活動と管理業務の両方に携わることや，資金獲得を目指した研究目的
の設定，商業志向の高まりは，研究機関における業績管理の重要性を増大させて
いる。ただし，業績管理システムの設計・運用の際には，組織固有の文化を考慮
することも不可欠である (Christopher and Leung 2015)。第 5 節での議論からは，
研究機関を対象とした管理会計研究の現代的意義が示唆される。  
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第 5 章 パイロット調査  
 
5.1 調査の概要  
 次章で詳説する事例研究に先立ち，パイロット調査として，国立環境研究所へ
のインタビュー調査を実施した。パイロット調査の目的は，事例研究のリサーチ
サイトと類似した組織における業績管理の実態を把握し，事例研究に活かすこと
である。調査対象者は，調査実施時点で企画部の次長，企画部研究推進室の室長，
地球環境研究センター土壌環境研究室長を兼任していた岩崎一弘氏である。当該
調査は 2017 年 7 月 24 日の午後に，茨城県つくば市の当該研究所内にある岩崎氏
の研究室で行った。なお，岩崎氏と著者以外に同席者はなく，所要時間は約 2 時
間であった。調査では，研究室のリーダーとしての側面と，管理部門の要職とし
ての側面の両方について尋ねた。ただし，岩崎氏は研究室の長として研究室の業
績管理に関与するよりも，管理部門の要職として研究所全体の業績管理に関与し
ている割合が高かったため，本調査では主に，研究所の視点から見た業績管理や
業績評価の実態について尋ねた。  
 岩崎氏が室長を務める土壌環境研究室では，個人単位での研究が行われている。
各自がそれぞれの興味に基づいて研究を進め，科学研究費をはじめとする外部の
競争的資金の獲得にも努めている。室長としての主な役割は研究指導ではなく，
備品の破損や資金の不足といった研究上での不都合が生じないように気を配り，
問題が生じた場合には関係者との交渉を担うことである。なお，研究所全体とし
ても，基本的には個人単位で研究を進めている。  
 一方，企画部および企画部研究推進室は主に，環境省の指示に対応する窓口と
しての役割，予算獲得のために環境省に働きかける役割，そして獲得した予算を
研究所の内部でどのように配分するのかを決定していく役割を担っている。さら
に，後述する国立環境研究所の内部研究評価も，企画部が担っている。付録 A-Ⅰ
に，パイロット調査における質問項目を示し，本論文の研究課題と照らし合わせ
て説明を加える。  
 質問項目①について，役職・役割と研究経歴は，調査対象者の基礎情報である
と同時に，本論文の分析に関わる専門的知識の程度を把握する基準となる。質問
項目②における「制度や慣習」は，「システム」という語を日本語のより一般的な
表現に置き換えたものである。質問項目②の回答の選択肢である a～d は，それ
ぞれ信条システム、境界システム，DCS，ICS に対応させている。質問項目の③
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および④は，業績管理システムがどのように設計されているのかに関連しており，
特に④の質問を通じて，組織成員の関与の程度を把握することを目的としている。
質問項目⑤は，コントロールパッケージの各構成要素が業績や成果にどのような
影響を与えているのかを明らかにすることを意図している。  
質問項目⑥は，研究活動へのモチベーションの源を尋ねたものである。回答の
選択肢である a～c の 3 つは，研究者のモチベーションに関する Sutton and Brown 
(2016, pp.587-588)の発見事項を援用している。質問項目⑦ではモチベーション
に対する業績管理システムの影響を尋ねており，併せて，モチベーションの変化
による行動の変化も尋ねた。前述のように専門職組織ではアウトプットとプロセ
スの段階の切り分けが難しいことがあり，行動の変化も業績管理の影響として捉
えることには意味があると考えられる。質問項目⑧は，モチベーションや行動の
変化が業績や成果に影響を与えているのかという質問から，行動とアウトプット
の関係を調査することを目的としている。質問項目⑨では，研究室や部門の長と
しての岩崎氏の業績管理に対する考え方を尋ねている。リーダーの方針や姿勢は，
業績管理システムの設計や運用，その有効性にも少なからぬ影響があると考えら
れる。質問項目⑩は，定性的な研究方法の利点も活かし，細かな文脈を捉えるた
めに設けている。最後に質問項目⑪として，事例研究の改善を図るため，この調
査について自由に意見を伝えてもらうよう依頼している。  
なお，前述のようにこのパイロット調査では，主として研究所の視点からの業
績管理・業績評価の実態について尋ねているため，専門的知識の程度については
ほとんど触れることができていない。当該調査では，研究機関における業績管理
システムの概要の把握にとどまっている。  
 
5.2 業績管理システムの概要と成果に対する影響  
 まず，目標や理念としては，国立環境研究所で働く者としての行動理念を意味
する憲章がある。この憲章では，研究を通じた広い意味での社会貢献や，国立環
境研究所で働くことに誇りを持ち責任を自覚することを掲げている。ただし岩崎
氏は，個々の研究者が日常の研究活動において意識する目標は，多くは個人の目
標であると考えている。この理由として彼は，少なくとも国立環境研究所では各
自が成果を生み出していくことが最も重要であるため，個人の行動は組織の目標
や理念には基本的になじまないことを挙げている。  
 行動規範や倫理規程としては，就業規則や研究倫理がある。国立環境研究所で
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はコンプライアンスおよび研究不正に関する研修を行っており，最低 1 年に 1 回
の出席が義務付けられている。この研修では，参加者は研究不正そのものよりも，
意図的でない研究不正をすることのないよう，具体的に注意すべきことを学ぶ。
その上で，実際に研究倫理に抵触しないようにするのは個人の倫理観や努力に委
ねられる。また，わが国の研究機関で過去に生じた研究不正問題を受けて，国立
環境研究所では研究不正に対する防衛策について議論を行ってきた。  
 結果や成果のモニタリング・評価としては，環境省等から国立環境研究所に対
して行われる業績評価がある。このような組織レベルでの業績評価は，論文数や
学会発表数，特許取得件数，研究費の獲得件数や獲得額等の定量的な基準が中心
である。定量的な評価においては以上のほかにも，一般見学の対応数や，国の審
議会・検討会への所属件数，大学での非常勤講師や連携大学院での教授の担当件
数といった，組織全体としての社会貢献も加味されている。定性的な指標として
は，所内の委員会への貢献内容や学会での活動内容等がある。なお，研究に関連
する所内での評価は，すべて個人単位で行われている。  
研究所全体の業績評価は，内閣府の総合科学技術・イノベーション会議から提
示されている大綱的指針が評価基準となっている。この大綱的指針に基づいて，
総務省の指導のもとで管轄省庁が評価を行っている。大綱的指針では具体的な評
価指標は指定されていないため，業績リストを作成する際の細目は国立環境研究
所の内部で構築されている。また，国立環境研究所は 2001 年に独立行政法人化
しており，研究の業績評価は法人化後数年が経過した 2000 年代の中盤から実施
されている。業績評価が導入されてから 5 年ほどは，現場の意見を受けて評価指
標の追加が行われていたが，2010 年頃には評価指標のほとんどが固定された。  
各種会議やディベートに該当するものとしては，研究室内やセンター内でのセ
ミナーでのディスカッションがある。国立環境研究所の研究者たちは，このディ
スカッションを活かして研究のブラッシュアップを図っている。なお，質問項目
に提示した組織内の共通用語に該当するものは確認されなかった。  
 上記の業績管理システムのうち，理念や行動規範，倫理規程は，研究の成果に
対して大きな影響を与えていない。さらに，岩崎氏は，業績評価の影響も微細で
あると考えている。この理由として第 1 に，評価の結果が良好な場合にはボーナ
スに多少加算される程度であり，評価結果が悪い場合でも口頭での注意以外に具
体的なペナルティは課されないことが挙げられる。ただし，業績評価における上
司からの助言は，その後の研究活動に活かされることが期待されている。  
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一方，業績評価の負の側面として，準備に相当の時間を費やさなければならな
いことがあり，不満を抱えている研究者は少なくない。研究内容に関するセミナ
ーにからはある程度の知的刺激は得られるが，それ以上に大きな知的刺激を受け
る場として，学会が挙げられた。学会では，研究所内部の研究者よりも分野の近
い研究者と交流する機会が多いため，非常に深い議論ができる。  
 
5.3 研究者と研究機関の現状  
前述のように，近年は，研究活動と管理業務の両方に携わる研究者が増えてい
る。岩崎氏もそのような研究者の 1 人であり，調査時点では管理業務が主な業務
になっていた。それによって，研究時間が確保できず，必然的に知的刺激を受け
る機会も少なく，意欲がなかなか生まれず，研究成果にもつながりにくいという
悪循環が生じている。ただし，研究者も管理業務に積極的に携わらなければなら
ないという昨今の状況もあり，国立環境研究所では数名の研究者が半年間，管理
業務も兼任することになっている。管理業務に従事することで，研究者も組織の
活動の全体像や将来の方向性を学ぶことが期待されている。岩崎氏からは，研究
活動と管理業務の関係について，以下の証言が得られた。  
 
 「ノーベル賞取るような人がマネジメントできてるかっていうと，できない人
多いから…まぁ多いかどうかはわからないけど，やっぱり二兎はなかなか追え
ないだろうなと思うんだよね。 (中略 )やっぱりマネジメント大変だから，なか
なかあの，研究ってひらめきを感じながらやっていくという第一線と，マネジ
メントは相容れないところがあるだろうね。 (中略 )ただ，研究だけに集中して
るからすごい成果を出すとは限らないんだけどね，そこが難しいところなんだ
よね」 (国立環境研究所・岩崎氏 ) 
 
 岩崎氏は，法人化前から国立環境研究所の職員であったため 26，法人化の前後
での組織の変化や個人の研究活動の変化も認識している。大きな変化として，組
織単位では法人化後の施設整備費の減額が著しく，老朽化した建物を建て直せな
い状況が生じている。研究資金については，法人化後は運営費交付金の削減もあ
り外部の競争的資金を積極的に獲得するようになったため，法人化前よりも法人
                                                   
26 岩崎氏は入所後調査時点までの間に，一度国立環境研究所を辞めて 2 年半ほ
ど内閣府に赴任し，その後再び当該研究所に戻っている。  
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化後の方が，1 人当たりの研究費は増大している。しかし，受け持っているプロ
ジェクトの数によって研究費の割当額は異なるため，個人間の資金の格差は広が
っている。業績評価に関しては，法人化前は面接もなく，数年に一度業績リスト
を提出するというものであった。法人化を経て，調査時点では所内でも毎年評価
が実施され，業績リストに加えてより詳細な書類の提出も義務付けられており，
現場の負担は大きくなっている。  
 
5.4 小括  
 本章では，国立環境研究所で実施したパイロット調査の結果を記述した。第 1
節では調査の概要を述べ，付録 A-Ⅰに示した質問項目と本論文の研究課題との整
合性を確認した。第 2 節では国立環境研究所における業績管理システムの概要と
成果への影響を記述した。LOC フレームワークに沿った目標や理念，行動規範や
倫理規程，結果や成果のモニタリングや評価，各種会議やディベートに該当する
ものが確認された。すなわち，先行研究では軽視されてきた信条システムや境界
システムが存在しており，これらの運用の程度や方法も確認された。このことか
ら，高等研究機関においても，本論文の分析フレームワークに示したコントロー
ルレバーが機能していると期待される。なお，国立環境研究所の業績評価は，内
閣府の総合科学技術・イノベーション会議から提示されている大綱的指針がベー
スになっていることも分かった。  
 岩崎氏によれば，目標や理念，行動規範や倫理規程，業績評価のいずれも，成
果に対して目立った影響を与えていない。ただし，業績評価には負の側面が見ら
れた。この負の側面は，先行研究が指摘してきたようなモチベーションや研究の
質の低下ではなく，業績評価を受けるために相当程度の準備が必要であり，研究
活動の時間が奪われることへの不満である。また，所内のディスカッションでは
知的刺激が得られると期待されるが，それ以上に学会において，より大きな知的
刺激を受けられると考えられている。  
 第 3 節では，岩崎氏および国立環境研究所のケースから観察された，研究者と
研究機関の現状を記述した。近年，少なくとも国立環境研究所では，研究者が研
究活動と管理業務の両方に携わる取り組みがなされている。この取り組みの長所
として，組織の全体像を肌で感じやすいことが挙げられる。しかし反面，顕著な
短所として，研究時間が奪われるため知的刺激を受ける機会が減り，意欲が生ま
れず，研究成果にもつながりにくいことが指摘された。加えて，法人化によって，
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国立環境研究所でも業績管理の重要性が高まっていることも明らかになった。  
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第 6 章 事例研究  
 
本章では，事例研究について記述する。第 1 節では組織構造や業績管理関連の
制度を中心に，リサーチサイトの概要を説明する。第 2 節から第 4 節では，研究
室レベルでの調査結果を記述する。第 5 節ではセンター長へのインタビューに基
づき，主にセンター長とリーダーの間，あるいはセンター長と研究推進室の間で
行われるセンターレベルの業績管理について記述する。第 6 節では，外部評価委
員会からリーダーに対して行われる業績管理について述べる。第 7 節では本章の
小括を行う。なお，本論文では各研究室の調査結果を記述する前に，各研究室の
リーダーの追加質問への回答および研究室のホームページを参考として，各研究
室の人数や近年の業績についても触れている。  
 
6.1 リサーチサイトの概要と調査の概要  
6.1.1 組織構造と業績管理の制度  
本論文では，事例研究のリサーチサイトとして，理化学研究所の CDB に属す
る 3 つの研究室 (A 研究室，B 研究室，C 研究室 )を選定した。CDB は兵庫県神戸
市に拠点を置き，生命科学領域の研究を専門としている。CDB は，2000(平成 12)
年に開設された前身の発生・再生科学総合研究センターが，2014(平成 26)年 11
月に改組されたセンターである (理化学研究所 )。理化学研究所は 2018 年 7 月 1 日
時点で 11 の研究センター，１のプログラムをはじめ，研究コンプライアンス本部
や情報システム本部を設置している。また，2017 年 4 月 1 日時点で，CDB の人
員は 162 名である (理化学研究所 )。なお，CDB は 2018 年 4 月に組織再編を経て，
生命機能科学研究センター (RIKEN Center for Biosystems Dynamics Research, 
BDR)と名称を変更している。本論文で対象とした 3 つの研究室は，いずれも研究
チームに該当する。理化学研究所において，研究室のリーダーは，研究室主宰者
を意味する PI(Principal Investigator)という肩書を持つ (理化学研究所 )。  
理化学研究所ならびに CDB における公式の計画や評価の制度は以下の通りで
ある 27。まず，理化学研究所は「理研 科学力展開プラン～世界最高水準の成果
                                                   
27 Pitkänen and Lukka (2011)は，拠り所 (source)，時間 (time)，規程 (rule)の 3
つの側面に基づいて公式／非公式のフィードバックの分析フレームワークを構築
した。公式のフィードバックはシステムベースで定期的かつ義務的であり，非公
式のフィードバックは個人間で即時かつ任意で行われる (Pitkänen and Lukka 
2011, p.134)。なお，Pitkänen and Lukka (2011)は，両者は相互排他的ではな
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を生み出すための経営方針～」と銘打ち，具体的に 5 つの柱を掲げている。それ
らは，「研究開発成果を最大化する研究運営システムを開拓・モデル化する，至高
の科学力で世界に先んじて新たな研究開発成果を創出する，イノベーションを生
み出す「科学技術ハブ」機能を形成する，国際頭脳循環の一極を担う，世界的研
究リーダーを育成する」 (理化学研究所 )というものである。  
理化学研究所は，文部科学省を管轄省庁とする。独立行政法人となった平成 15
年度より，理化学研究所は，年度計画および 5 年間を 1 期とする中長期目標およ
び中長期計画を作成し，公表している。これらの計画や目標では，対象期間にお
ける各研究領域の研究成果や，研究環境の整備，事業運営や業務運営，財務内容
の改善等に関して，具体的に達成すべき目標を定めている。目標の多くは定性的
であるが，年度計画では学術雑誌への論文掲載数，被引用数の順位，民間との共
同研究等の件数といった，定量的な目標もわずかに含まれている (理化学研究所  
2017)。なお，著者が調査を実施した平成 29 年度は，第 3 期の最終年度であった。  
これに対応して，理化学研究所は年度ごとに自己評価に基づく業務実績等報告
書および事業報告書を発行している。各センターの業務実績等については，セン
ター長が自己評価を実施している。併せて，中期目標期間の終了後には，当該目
標期間に係る実績報告書 28および事業報告書を公表している。平成 25 年度までは
文部科学省独立行政法人評価委員会，平成 26 年度以降は主務大臣である文部科
学大臣から，業務実績に関する評価を受けている。この評価では，総合評定に加
え，研究領域ごとの研究の質向上，業務運営の効率化，予算等の財務的事項等の
細目に関して，S，A，B，C，D の 5 段階評価が行われている。年度評価では，
研究領域ごとの実績である論文数，連携数，特許件数，外部資金の獲得件数と獲
得額，予算額，従事人員数が参考指標情報として用いられている。そして，中長
期目標，中長期計画，年度計画，主な評価軸，法人の業務実績等および自己評価
と照らし合わせながら，文部科学大臣が評定を下している。さらに，国内外の有
識者で構成される理研アドバイザリー・カウンシル (RAC)によって，2～3 年に 1
回，理化学研究所の研究活動および研究運営に対する評価や提言が行われている。 
                                                   
く共存すること，階層や能力，選好等に応じて個人間でも公式／非公式の解釈が
異なり得ることを明らかにしている。  
28 独立行政法人通則法の改正に伴い，平成 26 年度より自己評価を採り入れた報
告書を公表している。また，平成 25 年度までは実績報告書であったが，平成 26
年度以降は業務実績等報告書と，報告書の名称が変更されている (理化学研究
所 )。  
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近年の運営費交付金の減額により，理化学研究所から各センターに配分される
予算額も，基本的に毎年一定割合で減少し続けている。詳細は本章の第 5 節で述
べるが，削減された分の予算を補うために，各センターは新規のプロジェクトや
計画を提出する必要がある。  
一方，CDB における公式の制度としては，ミッション，アドバイザリー・カウ
ンシル，研究室のリーダーを対象とした外部評価，予算配分基準，任期，各研究
室においてリーダーが行う個別の年度末評価が挙げられる。まず，本章の第 5 節
でも述べるように，CDB は「体の成り立ちを理解し，次世代の医療に貢献する」
というミッションを掲げ，研究の指針としている。  
アドバイザリー・カウンシルは，「国際的観点から各研究センター等の研究活動
及び研究運営の評価・提言」(理化学研究所 )を実施する制度である。センター長に
よれば，約 2 年に 1 回，国内外の著名な有識者 7～8 名が CDB を訪れ，約 3 日間
をかけて，研究活動や運営の状況を評価している。  
CDB では 2 年半に 1 回，理化学研究所の外部の有識者で構成される外部評価
委員会によって，研究室のリーダーの評価が行われている。この外部評価の詳細
は本章の第 6 節で記述するが，契約の更新や任期満了後の転出計画の具体化を目
的とし，CDB が独自に定め実践している制度である。  
CDB から各研究室への予算配分額については，本章の第 5 節で詳述するが，研
究室のリーダーのキャリアや着任後の経過年数と，プロジェクトへの関与の度合
いに基づいて決定されている。したがって，毎年の論文発表数等の短期的な成果
は，配分される予算額に特に影響を与えていない。このほか，CDB では原則とし
てリーダーの任期は 10 年，研究員の任期は 5 年と定められている。この任期は，
研究計画，それに沿った研究活動の進め方，さらにはその後のキャリアにも大き
な影響を与えている。任期については，将来的に他のセンターとの間で統一して
いくことが検討されている。  
最後に，CDB では，各研究室のリーダーが研究員等に対して，給料の査定を目
的とした年度末評価を実施している。研究員等の雇用形態は一律ではなく，給料
の出所は彼らの雇用形態に応じて異なり得るが，各研究室で雇用されている研究
員等の給料は，その研究室に割り当てられた予算やその研究室が保有している外
部資金から支払われる。この年度末評価の詳細については，本章の第 2 節から第
4 節でそれぞれ説明する。  
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6.1.2 調査の概要  
本論文における事例研究は，理化学研究所や CDB において，前節で述べた公
式の制度が存在する中で，各研究室および CDB は与えられた裁量の範囲内でど
のような業績管理を行っているのかを解明していくことを目指す。本論文の調査
では，各研究室のリーダー，研究員，テクニカルスタッフ 29に 1 名当たり約 1 時
間のインタビューを実施した。その後，CDB のセンター長に約 2 時間のインタビ
ューを行った。すべてのインタビューには，対象者と著者のほか，調査時点で理
化学研究所の管理部門の課長を務めていた S 氏が出席し，3 名の体制で調査を進
めた。あわせて，理化学研究所ならびに CDB の公式サイトも参照し，組織構造
や運営の実態を把握した。  
なお，本論文の執筆過程で追加的に生じた補足事項や確認事項を明らかにする
ために，2018 年 1 月 4 日に，3 つの研究室のリーダーに，E メールを通じて追加
質問を送付した。その後，同年 1 月 15 日までに，全員から回答を得た。この追
加質問では，研究室の人数，研究室における予算コントロールの実態，当該研究
室におけるリーダーとしての経過年数，研究室間で行われていたセミナーの正式
名称を尋ねた。この追加質問項目については，付録 B に掲載している。  
本論文では，CDB 内の 3 つの階層関係に着目して分析を進める。具体的には，
①リーダーから研究員等に対して実施される研究室内の業績管理，②センター長
からリーダーに対して実施される業績管理，③外部評価委員会からリーダーに対
して実施される業績管理に焦点を当てる。この 3 つの階層関係は，専門的知識の
程度を多分に反映していると考えられる。加えて，権限と責任の観点から考えて
も，研究室レベルとセンターレベルでは業績管理の対象や目的が異なる。この点
からも，これらの階層関係に着目して調査および考察を行うことが有益である。  
まず，①の業績管理では，リーダーは専門的知識の質と量において研究室内の
他のメンバーよりも優れていると推測される。このことから，専門的知識が介在
する業績管理が多分に行われていると考えられる。研究室レベルで管理される業
績や成果は，研究室で掲げたテーマに沿った，研究室のメンバーの取り組みと，
その結果としての研究の進捗である。長期的かつ最終的な目標は，論文という客
観的な業績にすることである。  
次に，②の業績管理については，センター長自身も専門の研究領域を持って 1
                                                   
29 テクニカルスタッフは，研究支援業務に従事する役職である。  
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つの研究室のリーダーを務めていることから，他の多くのリーダーの専門領域に
関しては深い専門的知識を持ち合わせていないと予想される。したがって，セン
ター長からリーダーに対する業績管理では，高度な専門的知識は介在しないと考
えられる。この関係はセンターレベルの業績管理を表しており，センター全体と
しての方向性や組織運営のあり方を決定していくことも目的としている。さらに
は，センター長は，各研究室の研究活動がセンターの方向性から逸脱していない
かどうかを確認し，必要に応じて介入し調整していく必要もあるだろう。  
最後に，③については，きわめて高度な専門的知識を持つ人材が公正かつ公平
な業績管理を行い種々の目的を果たすために，組織外部の集団が業績管理に関与
している。この種の業績管理では，他の 2 つの業績管理と比較して著しく高度な
専門的知識が介在しているであろう。この業績管理はリーダーのキャリアにも影
響するため，リーダー個人の業績管理に位置づけられる。ただし，一方で，各研
究室のリーダーは CDB の業績に大きな責任を負っているため，センターレベル
の業績管理と解釈することもできる。CDB 内の研究員等，リーダー，センター長
と，外部評価委員会の 4 者の関係は，以下の図表 7 で示される。  
 
図表 7 CDB 内の業績管理における階層的関係  
 
(著者作成。 ) 
 
センター長
リーダー
研究員等
リーダー
研究員等
リーダー
研究員等
外部評価
委員会
77 
 
ここで，本論文のキーワードである業績，成果，業績管理の定義を行う。特に，
業績 (performance)や業績管理 (performance management)という語は，先行研究
でもさまざまな意味で用いられている 30。まず，業績は，CDB において業績とし
て評価される，論文を意味する。成果は業績を包含するが，業績よりも広い概念
である。成果は，論文，特許の出願／保有件数といった客観的／定量的な成果の
ほか，日々の研究効率の上昇，新たな実験結果，研究の進捗等の主観的・質的な
成果も含む。また，論文の形にはならない医療応用等も成果に含める。そして，
業績管理は，論文という業績，あるいは他の研究成果を生み出すために，日々の
研究活動をコントロールしていくことを意味する。業績管理は基本的には，研究
室のリーダーから研究員に対して行われると仮定している。  
なお，研究活動の性質上，例えばモチベーションの向上によって一層研究に励
み，あるいは新しい知識を身につけても，短期間で業績に直結することは非現実
的である。したがって，日々の研究活動では，広い意味での成果を生み出すこと
を目指しているとも考えられる。しかし，通常は成果管理という表現は用いられ
ないこと，CDB や各研究室は研究成果を論文という業績として完成させることを
目標としていることから，本論文では業績管理という表現を用いる。  
また，CDB では原則として個人単位で研究活動を行っているため，個人の成果
が研究室や CDB の成果につながる。このことから，個人の成果に対する業績管
理システムの影響は，組織の成果に対する影響となると考えられる。これを踏ま
えインタビューでは，業績管理システムが個人の成果に与える影響についても尋
ねている。  
 
6.2 A 研究室  
 A 研究室には，合計 9 名が所属している。内訳は，リーダー1 名，研究員 4 名，
リサーチアソシエイト 1 名 31，学生 2 名，テクニカルスタッフ 1 名である。すな
わち，リーダーを含む 8 名は研究活動を主たる業務とし，1 名は研究支援や事務
を主たる業務としている。  
                                                   
30 例えば業績についても， financial performance(Dunk 2011)，managerial 
performance(Marginson et al. 2014)，organizational performance(Bisbe and 
Otley 2004)， job performance(Bellé 2013)というように，研究によって多様な
捉え方がなされている。  
31 リサーチアソシエイトは，博士号は未取得の，理化学研究所が雇用している
研究員である。  
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A 研究室のホームページ内の業績リストによれば，2012 年から 2017 年までの
論文発表数は 15 本であるが，1 年あたりの論文発表数は均一ではない。また，こ
の 15 本の論文のうち 14 本には，リーダーの名前が含まれている。これらの論文
は，Nature，Developmental Cell，Plos One をはじめとした学術誌に掲載され
ている。  
 
6.2.1 調査の概要  
 A 研究室への調査は，2017 年 8 月 1 日に，CDB 内のセミナールームで実施し
た。インタビュー調査の質問項目は，付録 A-Ⅱで示される。パイロット調査にお
いて学会の重要性が明示されたことを踏まえ，理化学研究所での事例研究では，
業績管理システムの一部に，前もって学会を含めることとした。具体的には質問
項目②で，学会について口頭で追加的に尋ねている。また，質問項目②の d につ
いては，研究活動に関するミーティングやディスカッションが該当する旨を口頭
で補足している。このように口頭で対応した理由は，パイロット調査の時点では
A 研究室の調査協力者に質問項目を送付していたことに加え，パイロット調査を
経ても，質問項目を再度事前に送付し直さなければならないほどの変更点は加わ
らなかったためである。  
なお，役職に応じて一部の質問項目が異なっている。A 研究室への調査では，
脚注に示すように，質問項目⑨については役職ごとに別の質問を行っている。付
録 A-Ⅱに示した質問項目⑨は，リーダーに対して実施した質問である。  
A 研究室からは，リーダー，研究員 2 名 (以下研究員①と研究員②と表記 )，テ
クニカルスタッフの，合計 4 名から調査協力を得た。リーダーおよび 2 名の研究
員は男性であり，テクニカルスタッフは女性である。調査協力者についての情報
は，以下の図表 8 に示すとおりである。  
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図表 8 A 研究室における調査協力者についての情報  
 
役職・インタビュー
の所要時間 (時刻 ) 
性別  経歴  
リーダー・  
70 分 (14 時 30 分～
15 時 40 分 ) 
 
男性  大学院博士課程中退 (のちに博士号取得 )後，国内
研究所で助手を務め，海外の研究所で博士研究員
として 5 年間の勤務を経て，A 研究室のリーダー
として赴任した。調査時点では，リーダーとして
6 年目であった。  
研究員①・  
60 分 (15 時 40 分～
16 時 40 分 ) 
男性  大学院博士課程中退後，9 年間助教を務め (この間
に博士号取得 )，その後 A 研究室に所属した。  
テクニカルスタッフ  
50 分 (16 時 40 分～
17 時 30 分 ) 
女性  2002 年に理化学研究所に入所し，2012 年より A
研究室に所属し事務・秘書業務を行ってきた。
2016 年 12 月よりテクニカルスタッフとなった。 
研究員②・  
70 分 (17 時 30 分～
18 時 40 分 ) 
男性  大学院博士課程在学中に約 1 年間，CDB32内の別
の研究室に所属。その研究室の解散後，研究員と
して A 研究室に所属した。雇用形態上，A 研究室
ではなく理化学研究所の本部に雇用されている。 
(著者作成。 ) 
 
6.2.2 業績管理システムの設計と運用  
 まず，分析フレームワークに示した目標や理念，倫理規程や行動規範，業績や
成果の評価，ミーティングやディスカッションはいずれも，3 つの研究室で共通
に設計・運用されている業績管理システムである。このうち，業績や成果の評価
は，すべての研究室で必ず年度末に実施される公式のシステムであり，それ以外
は各研究室の裁量で設計・運用されている非公式のシステムである。  
 A 研究室では，研究室が掲げる大きなテーマの範囲内で各自が個々の研究テー
マを持って研究活動を進めている。リーダーは，研究室のメンバーに対して，各
                                                   
32 CDB は 2014 年 11 月に，前身である発生・再生科学総合研究センターが改組
されて開設されたセンターである。したがって，正確には，当時は発生・再生科
学総合研究センターである。  
80 
 
自の特性を生かした論文を書いてほしいと考えている。研究室でも個人としても
具体的な目標は掲げておらず，個人が目標を文書化してリーダーに提出すること
も行っていない。目標や理念に関しては，以下の証言を得た。  
 
 「目標…面白い研究をする，というのはそうですね」 (研究員① ) 
「ここがゴールだ，みたいな感じではやってないですね」 (研究員② ) 
「ラボの中の空気を良くするっていうのが，私の目標」 (テクニカルスタッフ ) 
「まぁあんまり目標を設けても，ほとんど軌道修正しまくりですからね。だか
らすごく曖昧な目標を設けるんですよ」 (リーダー ) 
  
 メンバーは原則として，研究室の方向性に賛同して A 研究室に所属している。
そのため，研究室と個人の方向性がずれることはほとんどないが，研究員の任期
満了が迫ってきた時には次のポストの獲得に向けた研究活動にシフトせざるを得
ない場合がある。ただし，これは例外的であり，調査対象者の 4 名は，基本的に
は個人が各自の目標に向かって研究を進めることで研究室としての成果にもつな
がると考えていた。  
 行動規範や倫理規程に関して，A 研究室では，一般的な研究倫理，CDB の規範，
研究室内のルール (ラボルール )を普段から意識している。ラボルールでは，各自
の役割分担や実験の進め方を決めている。ラボルールはリーダーが主体となって
作成し，随時追加や削除を行っている。また，ラボルールはさほど専門的知識を
必要とするものではない。研究倫理に関しては，CDB の中で行われる e ラーニン
グや動物実験に関する講習がある。  
 業績や成果の評価としては，毎年度末に，リーダーが研究室のメンバーの 1 年
間の活動について評価を行っている。評価結果は，研究員の給料に影響する。前
述のようにこの年度末評価は CDB における公式の制度であり，リーダーが各メ
ンバーと 1 対 1 のディスカッション形式で行っている。A 研究室のリーダーの評
価基準には，どの程度プロジェクトにコミットしたかという研究関連の基準のほ
か，学生の面倒を見たか，協調性があったかといったものがあり，論文発表など
目に見える業績があればさらに評価する。評価の際には，その年度の活動内容に
ついての満足度のほか，「何年以内に論文を出したい」(研究員① )といった具体的
なコメントもリーダーから研究員に伝えられる。A 研究室では，論文は頻繁には
出ないため，「1 年に 1 本出たらよくやったという感じ」 (リーダー )である。論文
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同様定量的に評価が可能な学会発表は，評価では重視していない。なお，テクニ
カルスタッフは，研究支援という業務の性質上，研究の結果や成果という観点で
は評価されていない。また，研究員やテクニカルスタッフからリーダーに対して，
この年度末評価に関する要望や意見が出たことはない。  
 ミーティングやディスカッションについて，A 研究室では①リーダーと研究員
との 1 対 1 のミーティング (以下 1 対 1 のミーティング )，②研究室メンバー全員
でのセミナー (以下セミナー )が定期的に行われている。1 対 1 のミーティングは 1
週間に 1 回，30 分程度設けられており，1 週間分の実験結果の内容と，その後具
体的に何をするのかを話し合う。一方，セミナーは 2 週間に 1 回行われており，
各自が研究の進捗状況を全員の前で報告する。各自が報告を担当する頻度は 1～
2 ヶ月に 1 回である。ミーティングやセミナーではリーダーや他のメンバーから
の助言や意見を通じて，不確実性の高い研究活動の軌道修正が図られている。A
研究室における上記の業績管理システムの詳細は，基本的には研究室内で独自に
構築されている。このほか，学会への参加も研究活動を進める上で重要性が高い。  
A 研究室のマネジメントスタイルは，リーダーが過去に所属していた研究室で
の経験に基づいている。リーダーは，各自に自由に研究をさせると同時に責任を
持たせることで，最も研究室がまとまると考えている。また，各メンバーから見
たリーダーの印象については，個人が興味関心を持つ部分を伸ばす中で軌道修正
をしてくれる，積極的には干渉しないがあまりにも逸脱したら補正する，皆をや
る気にさせ自由な空気を作っている，といった証言が得られ，リーダーは許容範
囲内でメンバーの自主性を尊重していることが推察された。  
 
6.2.3 成果に対する業績管理システムの影響  
 上記の業績管理システムが個人や研究室の業績や成果にどのような影響を与え
ているかに関して，リーダーおよび両研究員は，目標，1 対 1 のミーティング，
セミナーが研究の業績や成果に対してプラスに作用していると述べた。中でも，
1 対 1 のミーティングについては，リーダーおよび両研究員から，自身や研究室
の研究成果や意欲に対して最も影響力が強いという，一致した回答が得られた。
テクニカルスタッフも，1 対 1 のミーティングは自身の研究支援活動の成果や意
欲に対して最も影響力が強いと述べており，A 研究室における 1 対 1 のミーティ
ングの重要性が顕著に示された。  
さらに，リーダーおよび研究員②は，行動規範や倫理規程も研究の業績や成果
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にプラスに作用していると考えている。その理由として，研究員②は，問題が生
じた時に責任の所在が明確になることを挙げた。業績や成果の評価については，
研究員①は自身の成果に正の影響を与えていると述べたが，彼は評価に基づく昇
給よりも研究内容に関連する議論を尊重していた。一方，研究員②は自身の成果
に対する評価の影響をあまり実感していないと考えていた。リーダーも，彼自身
が行う評価の影響については疑問を呈した。調査では，リーダーおよび両研究員
の考えの背景を裏付ける，以下の証言が得られた。  
 
 「多分この職種って，モチベーションの有無が一番大事で」 (リーダー ) 
 「成果とかね，評価されるよりも，自分の探究心でやってる人が多いと思うん
で…もちろん評価されれば嬉しいですけど」 (研究員② ) 
 「僕が研究員に行っている評価が，彼らの生産性に直結してるかっていうのは
疑問ですね。高い評価を受ける人は，別に評価されなくてもやると思います」
(リーダー ) 
 「頑張って結果が出て，お給料が上がると，また頑張ろうとは思いますけど，
どちらかというと，もっとこういう部分をまとめないと論文にならないですね
とか，そういうサイエンティフィックなディスカッションの方が僕らはありが
たい部分もあって」 (研究員① ) 
 
研究活動の業績管理における学会の重要性については既に述べたとおりである。
リーダーおよび両研究員は，学会参加が研究成果に対してプラスに働いていると
考えている。リーダーおよび研究員②によれば，学会の主な意義は研究のデザイ
ンのための情報収集であり，研究員①によれば，学会に参加し発表することで，
研究をまとめていくために必要な物事を認識することができている。  
 
6.2.4 成果に影響を与える要因  
本論文で検討した先行研究や，A 研究室のリーダーの発言から，研究成果を生
み出すためにモチベーションは非常に重要である。ただし，モチベーションの他
にもさまざまな要因が成果に影響を与えていると考えられる。そこで本論文でも，
業績管理システム以外に成果に影響を与えている要因を調査した。  
まず，研究活動においては予算が必要であり，予算の額や使い方は財務的な制
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約となる 33。A 研究室では，研究を進める中で予算を自由に使えずに，研究活動
に制約が生じたことは特にない。予算額に関しても，原則として短期的な予算額
の変動はないため，突然の予算額の変更がなければ大きな制約とはならない。た
だし，決定された予算額に応じて研究計画を立てるため，A 研究室のリーダーは，
予算額は常に研究活動を制約しているとも考えている。  
研究を進める中では，機器の故障に伴う修理代等の予測不可能な出費に備えた
予算も確保しなければならない。そのため，こうした不測の事態が生じなければ，
予算期間の終盤には予算が余る傾向がある。終盤に余った予算は，必ず使用する
備品等の購入費として充当することが多い。以上の結果からは，研究活動の不確
実性の高さを踏まえた予算管理の実態が推察される。  
続いて，研究活動へのモチベーションの源を調査した。①専門とする研究領域
への興味・関心，②研究を行うプロセス，③社会に対する研究成果という 3 つの
選択肢を提示し，モチベーションが向上あるいは低下する具体的な契機について
も併せて回答を得た。その結果，A 研究室では，リーダーおよび両研究員がモチ
ベーションの源として①研究領域への興味・関心を挙げ，リーダーおよび研究員
②は，研究を行うプロセスもモチベーションにつながっていると述べた。テクニ
カルスタッフは，選択肢には特に該当するものがないと証言した。モチベーショ
ンが向上する契機として，リーダーは，当たり前のように考えられてきた前提が
覆されるかもしれないことを思いついた時を挙げた。研究員①および研究員②は，
成果や研究プロセスに関して新しい発見をした瞬間に言及した。テクニカルスタ
ッフは，自身の仕事が研究室の成果につながり，周囲の人々から感謝された時に，
自身の存在価値を強く感じると述べた。  
一方，リーダーが研究以外の業務で多忙であること，報告書等の書類業務の多
さ，研究員の任期等は，研究室や個人の成果やモチベーションに負の影響を与え
る。研究室には大学院生も所属しており，彼らの研究の面倒を見ることで研究時
間が奪われるが，特に学生の研究内容が各自の研究内容に関連している場合には，
自身にとってプラスになるという証言が得られた。また，研究員に任期があるこ
とも，適度なプレッシャーを保ち続ける意味では有効と考えられている。  
 このほか，リーダーおよび両研究員は，学生時代の指導教官や過去に所属して
いた研究室のボスからも，研究活動を進める上で大きなプラスの影響を受けてい
                                                   
33 2017 年 8 月のインタビューでは，予算についてほとんど調査を行わなかった
ため，この点については 2018 年 1 月にリーダーに追加調査を実施した。  
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る。例えば，「学問上の根本的な疑問に答える研究や，自ら新しいテクニックを作
って研究をする姿勢に影響を受けた」(リーダー )，「今も現役で論文を発表してい
るのを見ると自分ももっと頑張ろうと思う」(研究員① )，「今も共同研究のパート
ナーやメンターとしてお世話になっている」(研究員② )といった証言が得られた。 
 さらに，研究上の競争相手の存在，研究室内やセンター内での課外活動も，個
人や研究室のモチベーションや業績，成果に影響を与えている。特に，遠足や飲
み会等の課外活動では他の研究室との情報共有が促進され，研究に関する意見も
率直に言い合うことができる。そのような機会は日常の研究活動における議論を
円滑にすることにもつながっている。しかし，リーダーによれば，調査時点では
A 研究室の平素の研究活動では他の研究室との接点は少なく，今後他の研究室と
のインタラクションを促進するようなメカニズムを作ることが望ましい。実際に，
他の研究室との接点が少ない理由を示唆する，以下の証言が得られた。  
 
 「今の CDB 内で，うちのラボがやってる内容は，あまり他と被ってないとい
うか特殊というか， (中略 )技術的な部分はあっても，研究としてコミュニケー
ションが取れてるかって言うと，なかなか難しいなと思う」 (研究員① ) 
 
6.3 B 研究室  
B 研究室には，合計 14 名が所属している。その内訳は，リーダー1 名，研究員
5 名，学生 5 名，テクニカルスタッフ 1 名，パートタイマー1 名，アシスタント
1 名である。すなわち，リーダーを含む 11 名は研究活動を主たる業務とし，3 名
は研究支援や事務を主たる業務としている。  
B 研究室のホームページに掲載されている業績リストによれば，論文発表数は
2016 年以降に 9 本，2011 年から 2015 年は 15 本である。平均すると，B 研究室
は 1 年に 3～5 本の論文を発表している。代表的な掲載誌として，Nature，
Development，Plos One，Nat Commun が挙げられる。  
 
6.3.1 調査の概要  
 B 研究室へのインタビュー調査は，2017 年 8 月 10 日に，CDB 内のセミナール
ームで実施した。調査の質問項目は付録 A-Ⅲで示される。B 研究室の調査では，
A 研究室の調査で得られた意見を踏まえ，A 研究室での質問項目から若干の変更
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を加えた 34。なお，付録 A-Ⅲに記した質問項目は，リーダーに対するものである。
研究員およびテクニカルスタッフには，付録 A-Ⅲにおける質問項目⑥は提示して
いない。質問項目⑦についても，研究員とテクニカルスタッフには役職に応じた
質問に変更している。  
B 研究室からは，リーダー，研究員 2 名 (以下研究員①と研究員②と表記 )，テ
クニカルスタッフの，合計 4 名から調査協力を得た。リーダーと 2 名の研究員は
男性であり，テクニカルスタッフは女性である。調査協力者についての情報は，
図表 9 に示すとおりである。  
 
図表 9 B 研究室における調査協力者についての情報  
役職・インタビューの
所要時間 (時刻 ) 
性別  経歴  
リーダー・  
80 分 (13 時 35 分～14
時 55 分 ) 
男性  大学院博士課程修了後，国内研究所や
米国大学の研究員，国立大学教授を経
て，2000 年の CDB 開設と同時に B 研
究室のリーダーとして赴任した 35。  
研究員①・  
60 分 (15 時～16 時 ) 
男性  大学院博士課程修了後，国内研究所の
研究員を経て B 研究室に所属。調査時
点で 4 年半を経過。雇用形態上，理化
学研究所の本部に雇用されている。  
テクニカルスタッフ・  
45 分 (16 時 10 分～16
時 55 分 ) 
女性  2001 年に理化学研究所に採用され，当
時より B 研究室でテクニカルスタッフ
として勤務している。  
研究員②・  
60 分 (17 時～18 時 ) 
男性  大学院博士課程修了後，大学院での所
属研究室で半年ほど研究をし，3 年間
の米国留学を経て，B 研究室に加入し
た。調査時点では 4 年目に入っていた。 
(著者作成。 ) 
                                                   
34 具体例を示し，質問項目の明瞭性や理解可能性の向上に努めている。  
35 B 研究室のリーダーは当初，2014 年の組織再編で廃止されたローリングテニ
ュア方式の GD (グループディレクター ) として採用された。調査時点でも，彼
にはリーダーの任期 10 年の制度は厳密には適用されていなかった。  
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6.3.2 業績管理システムの設計と運用  
 B 研究室では，各メンバーが個別の研究テーマを持っているが，共通の大きな
課題に対して数名が取り組む研究も行っている。リーダーは，「採用したからには
その人の研究を進める」という方針で，各メンバーが有効に仕事をするよう意識
し，研究に関連するさまざまな物事を考え，判断している。  
B 研究室では，リーダーはもちろんのこと，研究員やテクニカルスタッフも，
個人の目標のみならず，研究室の目標も強く意識している。リーダーは平素から
CDB の目標も意識しているが，研究員やテクニカルスタッフは，普段の研究活動
において CDB の目標を意識することはない。また，活動の性質上目標は抽象的
であり，定期的に設けるものではない。なお，テクニカルスタッフは，リーダー
が掲げたテーマに沿って仕事を進めているため，平素より研究室の目標を意識し
ている。それと同時に，個人としては，自身の主観を入れず正しい結果を出し，
結果が出たら速やかにリーダーに見せることを心がけている。加えて，特に物品
の補給等の細かい点にも気を配り，研究室の研究環境を保つことも意識している。 
 
 「ラボの目標をどういうところに置くかということを，かなり真剣に議論をし
ていくというところが特徴だと思います」 (研究員① ) 
 「目標というのは， (中略 )これと決めたらそれからは全然動かないわけではな
くて，いろんな状況によって少しずつ変化したり，進展によっては思わぬ展開
もあるわけで…」 (リーダー ) 
 「仕事の今後の目標とかそういうのは，常にアップデートされているっていう
感じで，年度ごとにっていう感じではないですね」 (研究員① ) 
  
 研究員は，個人の目標と研究室の目標との間にずれを感じる場合もある。その
ような場合，どのように考え対応するのかについて，研究員①は，自身の目標を
より重視しつつ，自らの研究員としての立場を踏まえ，研究室の目標に貢献でき
るよう努めている。一方，研究員②は，普段は研究室の目標と個人の目標を同時
に意識し，Win-Win の達成を目指している。しかし，これに関して研究員②は，
自身は論文をコンスタントに発表していくという目標を持っているが，B 研究室
や CDB には，論文発表にこだわりすぎず，仕事の質を重視する方向性があると
いうことを挙げた。そうしたことから方向性のずれを感じた場合，彼は，「少しイ
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ンパクトが弱くなっても早く論文を発表してプライオリティを確保しておく方が，
ベネフィットがあるのではないか」といった説得をし，リーダーとよく話し合い，
互いに納得できるよう試みた経験がある。  
 行動規範については，B 研究室内でラボルールが設けられており，メンバーの
当番や研究室の使い方が定められている。倫理規程に関しては，リーダーが倫理
教育を行っており，所属する学生に対しては特に重点的に教育を行っている。
CDB の前身である発生・再生科学総合研究センターで 2014 年に発生し，社会問
題となった研究不正問題から，CDB ではもちろん B 研究室でも，研究倫理は非
常に厳格に意識している。論文の執筆前にはすべての生データをリーダーに提出
し，チェックを受けることが義務付けられている。テクニカルスタッフも，実験
業務に携わっているため，普段から研究倫理を強く意識している。研究員①は，
研究倫理は研究者にとっては必須事項であり，普通の感覚で研究を行っていれば
抵触することはないと考えている。また，研究員②は，研究倫理は教えられなく
ても理解し遵守すべきものであると考えている。以上の 4 名の証言からは，研究
倫理への強い意識が読み取れるとともに，特に両研究員の証言からは，研究倫理
は一種の常識であるという見方も示唆される。  
 業績や成果の評価については，CDB に所属する研究室で公式に行われている年
度末評価がある。この年度末評価は，リーダーが各メンバーに対して個別に行っ
ており，評価結果は給料の査定に関連する。具体的には，設定されている基本給
に，評価に応じて規定の割合を加算する。基本的に減給はできないが，過去に一
度，減給が行われたことがある。評価基準は決められていないため，リーダーが
個人的な基準で評価している。リーダーは，論文等の客観的な成果にはならなく
ても，研究活動の進歩が顕著であれば給料に加算している。評価においては短期
的な業績と中長期的な業績を分けて考慮し，それぞれの性質に応じた判断を行い，
給料に加算するか否かを判断している。評価をされる側の研究員およびテクニカ
ルスタッフからは，業績や成果の評価基準に対する以下のような考えが示された。 
 
「今年は論文何本出したから昇給とか，そういうことは現実的には無理だから，
今後の見通しとか，非常に複合的な，人々との関わり合いとか，多分リーダー
しか説明できないような評価じゃないでしょうか」 (研究員① ) 
 「すごく研究の進行度が高かったときなんかは，給料に反映されたりもします。
(中略 )私は自分の出したデータをそのままリーダーなり研究員さんなりが信用
88 
 
して，それを論文に使ってもらうっていうのが，一番の評価だと思ってるんで
すよ」 (テクニカルスタッフ ) 
 「論文を出せば，評価の対象にはなると思うんですけど，それだけじゃないと
思いますし，ラボへの貢献っていうのはもちろんひとつ。学生の面倒をよく見
てるとか，ラボミーティングで興味持って発言するとか，ラボ全体の人たちが
使えるようなシステムを作ったとか，実験系を立ち上げるとか」 (研究員② ) 
 
 A 研究室とは異なり，B 研究室では，年度末評価において，研究員側からリー
ダーに「この点を評価してほしい」といった要望や意見が伝えられたことがある。
リーダーはそれら要望や意見に必ずしも応じるわけではないが，上司と部下の間
で互いに納得できるようなコミュニケーションが行われていると考えられる。  
 ミーティングやディスカッションについて，B 研究室では毎週月曜日の午前中
に研究室メンバー全員でのセミナー (以下セミナー )を行い，毎回，担当者が自身
の研究進捗状況について，研究室のメンバー全員の前で報告している。セミナー
は英語で実施され，各人が報告を担当する頻度は約 3 ヶ月に 1 回である。これと
は別に，毎週水曜日の午前中には研究グループごとのディスカッション (以下ディ
スカッション )も設けており，各グループは 1 ヶ月に 1 回を目安にディスカッシ
ョンを行う。ディスカッションでは，テーマに沿って内容がどれだけ面白くなっ
ているかや，問題点を中心に議論している。セミナーとディスカッションを定期
的に行うことで，多角的な進捗管理が促進されている。また，セミナーやディス
カッションの曜日を固定することで，習慣がつくられ，各自が実験のスケジュー
ルを組みやすくなる。一方，A 研究室では定期的に行われていたリーダーと研究
員との 1 対 1 のミーティング (以下 1 対 1 のミーティング )は，B 研究室では必要
に応じて行っている。  
 以上の業績管理システムのうち，特に年度末評価やセミナー，ディスカッショ
ンは，B 研究室の内部で独自に設計され運用されている。設計や運用の過程では
リーダーの意向が強く反映されているが，リーダーは研究員等の意見を取り込ん
で最終的に詳細を決定している。  
 
「マネジメントに関しては，ほぼポスドク全員で話し合って決める感じかな。
(中略 )もちろんリーダーがそれを採用する権限を持っているので，変える変え
ないは彼だけども，意見は比較的通りやすい」 (研究員② ) 
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一方，B 研究室の外では，学会のほか，CDB 内の他の研究室とのインタラクシ
ョンによって研究の質向上が図られている。学会の目的や意義として，リーダー
は，新しいアイデアの取り入れ等の情報収集，多くの研究者たちとの議論を挙げ
た。研究員①は 1 年に 1～2 回学会に参加しており，自身の研究へのアドバイス
を受け，人脈を構築することに意義を見出している。研究員②は，学会のほか，
内密の研究会にも参加している。研究員②にとっては，学会は情報収集の場でも
あるが，第一に自身の研究内容や研究成果のアピールの場である。その背景には，
CDB での任期満了後のポストを見つけなければいけないことも大きく関係して
いる。さらに，B 研究室ではテクニカルスタッフもたびたび学会に参加している。
彼女は学会への参加を通じて他分野の研究者たちの話を聞き，業界内の知人との
近況報告を行うことで，情報収集を図っている。  
 CDB の中では，研究テーマに共通点を持つ研究室が集まって，「神経発生セミ
ナー」が開催されている。神経発生セミナーには，B 研究室および C 研究室を含
む 4 つの研究室が参加している。神経発生セミナーは隔週を目安に行われており，
論文の紹介や，研究内容に関連した議論を行っている。また，神経発生セミナー
に参加している研究室で，年に 1 回，神経発生リトリートと呼ばれる合宿も実施
している。神経発生リトリートでは，自身の研究発表に対して他の研究室のメン
バーからコメントをもらい，他の研究室のメンバーの研究発表にもコメントをす
る。リーダーによれば，CDB では研究室間のインタラクションも活発であり，そ
こでは非常に密な議論が交わされている。研究室内のインタラクションと，研究
室間のインタラクションの 1 つの相違点については，以下の証言が得られた。  
 
 「いくらインスティテュート内といっても，例えばですけど，これ何が面白い  
 んだとか，これやる意味あるのかっていう類のことは，基本的にラボ外の人に  
 は言えない，それはやっぱり礼儀だから。でもラボ内の人に対しては，いや，  
 お前さっさとテーマ変えた方が良いんじゃねぇのかとか，これはこのままやっ  
 ても先がないんじゃないのっていうことが言える，身内だから」 (研究員② ) 
 
リーダーは，B 研究室を主宰する中で，自身が決めた研究室の方針の重要性や
面白さをメンバーによく理解してもらい，相互に共有した上で個々のテーマを決
めていくことができるよう，メンバーが思っていることについてしっかりとコミ
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ュニケーションを取ることを最も重視している。そのようなコミュニケーション
の促進においては，セミナーやディスカッションのほか，研究室における日常の
会話が非常に重要な役割を果たしている。一方，研究員およびテクニカルスタッ
フからは，リーダーは基本的にはメンバーの意思や意向を尊重し，放任主義であ
るという意見が得られた。ただし，リーダーが自ら望んで放任主義であるのか，
業務の忙しさ等の制約から放任状態にならざるを得ないのかは，明らかではない。
リーダーの印象に関して，両研究員からは以下の証言が得られた。  
 
 「基本的にはメンバーの意思や意向を尊重されていると思います。ただ，節目
節目で軌道修正は行われる。 (中略 )研究を進める上で適切な実験であるか否か
っていうことについての判断ですね」 (研究員① ) 
 「基本放任だけど出口で管理っていうのが，うちのボスのスタイルじゃないか  
 と思ってて。出るものに関してはかなり厳しく，生データをチェックしたりか  
 ら始まり，これは論理が破綻してるからここ実験しろって言いますけど，出口  
 に持ってくるまではかなり放任主義かなと思います」 (研究員② ) 
 
6.3.3 成果に対する業績管理システムの影響  
以上の業績管理システムのうち，研究成果やモチベーションに影響を与えてい
るものとして，リーダーは年度末評価，セミナー，ディスカッションを挙げた。
彼は特に，まず個人や研究室の目標を理解し，リーダーや他のメンバーと共有す
ることが重要であり，その後研究を進める上ではセミナーやディスカッションが
有効であると考えている。全員あるいは複数人で研究の進捗管理を行うことの意
義は，以下の証言に反映されている。  
 
「1 対 1 の (ディスカッション )だと，1 対 1 ですからどっちを向いてるのか分
からないこともあるけど，複数の人数の中で議論をするということは，客観性
を持たせる意味でものすごく大きいし，複数の見方で議論がされるので，もの
すごくプラスが多い。そこでやっぱり，そういう議論を聞いているからこそ，
直接自分に関係ないテーマでもシェアできるわけですね。そういう意味で，ラ
ボセミナーっていうのはものすごく大事ですね」 (リーダー ) 
 
一方，研究員①は，自身のモチベーションや成果に対する業績管理システムの
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影響をさほど強く感じていない。例えば，セミナーやディスカッションでの報告
に向けて準備に努め，報告において他者からの意見を得ることに意義は見出して
いるが，彼はこれらを定期的な進捗管理に位置づけている。研究員②は，年度末
評価，セミナー，ディスカッションがモチベーションに影響を与えていると述べ
た。特に，自身の良い点を評価されることがモチベーションの向上につながって
いる。テクニカルスタッフは，自身のモチベーションに影響を与えるのは結果が
出るか否かということであり，本調査で言及したシステムの影響はほとんど実感
していなかった。  
 B 研究室では，業績評価が個人のモチベーションや成果に影響を与えていると
推察される。前述のように研究員②は，リーダーから自身の良い点を評価される
ことでモチベーションが向上している。また，研究員①は，CDB 内の他の研究室
の人々からの評価や評判も，研究室内での自身に対する評価に影響を与えると考
えている。しかし，研究員②は，任期の存在や昇給の幅の関係もあり，年度末評
価における昇給自体にはあまり意味を感じていない。リーダーからも，評価とモ
チベーションの関係について，以下の証言が得られた。  
 
 「評価っていうのは，信頼してるって意味ですね。そういうのでモチベーショ
ンは上がるかもしれない。給料が例えば 1%上がったからといって，連中のモチ
ベーションが上がるとは思えないけどな」 (リーダー ) 
 
6.3.4 成果に影響を与える要因  
まず，財務コントロールである予算管理について，B 研究室では以下の点が明
らかとなった。予算の利用に関しては，研究費の合算ができないため，1 つの研
究費では賄えない高価な装置の購入を断念した経験がある。予算額については，
運営費交付金が減額されていることから，外部資金の獲得がますます重要になっ
ている。近年 B 研究室ではリーダーが代表者として申請した研究計画が落選し，
外部資金が不足したことで，研究活動にも制約が生じた。また，過去に B 研究室
のリーダーが獲得した科学技術振興機構の戦略的創造研究推進事業に係る予算  
(CREST) には繰越が認められていなかったことから，予算期間の終盤に残額を
消耗品の購入に充て使い切ったことがある。  
 付録 A-Ⅲに示すように，B 研究室の調査でも，研究活動へのモチベーションの
源について，A 研究室と同一の選択肢を提示して尋ねた。その結果，リーダーは，
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興味・関心が研究領域を決定しているため，興味・関心は研究活動の前提である
と述べた。彼は，研究を行うプロセスの中で競争が生じた場合には，競争相手に
負けないように短期的なモチベーションは上げざるを得ないが，そもそも他者と
競争することのないオリジナルな研究を追求することが非常に重要であると考え
ている。彼は，研究成果が社会貢献につながることを期待しているが，それは二
次的なものであり，最初から社会貢献を目標にはしていない。  
一方，両研究員のモチベーションは 3 つの選択肢のいずれにおいても高められ
ると推察される。研究員①は，予想しなかったことが分かってきた時や，自身の
研究の面白さが同業者から認められた時にモチベーションが高まると述べた。研
究員②は，研究を行うプロセスの中で結果が出た時や，自身が発表した論文を見
た同業者から好意的な反応を受け取ることによってモチベーションが向上すると
語った。テクニカルスタッフも，良い結果が出た時や，周囲の反応も併せて研究
の面白さが実感される時にモチベーションが高まると述べた。B 研究室の研究員
およびテクニカルスタッフは，主に①結果が出た時，②周囲の人々から研究成果
を評価された時に，モチベーションが向上していると推察される。この推察は，
以下の証言に基づくものである。  
  
「思わぬことが分かってくれば，どんどんそういう気持ちは高まってきますし，
やっぱり新しいことを知る…それは論文を読んで新しいことを知ってもそうだ
し，学会に行って (知的 )刺激を受けてきたっていう時もそうだし」 (研究員① ) 
 「すごくいい結果が出た時とかは，やっぱり嬉しいですし，これ面白いね，み
たいな話になると，ちょっと楽しいですね」 (テクニカルスタッフ ) 
 「楽しいのが重要かな。結果を見て，“わぁ，出た”とか， (研究成果が )出たら
いろんな人からメールをもらったりとか」 (研究員② ) 
 
 反対に，研究室や個人の成果やモチベーションに負の影響を与えていることと  
しては，事務作業が挙げられる。具体的には，以下の証言が得られた。  
 
 「ちょっと事務作業が立て込んできたりとかすると，モチベーション下がりま
すね。 (中略 )書類…安全管理のことだったりとか，物品を調達したりする時と
か，あるいは他のラボと材料をやり取りする時とかの，事務的な手続きとかい
ろいろあるじゃないですか。そういうのを得意としている人はあまりいないの
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で…それはちょっと，デューティーが降ってきたという感じにはなりますね」
(研究員① ) 
 
 さらに，本節でこれまで言及したシステムやその他の要因のほかに，研究活動
やその成果およびモチベーションに影響を与えている物事として，管轄省庁であ
る文部科学省や理化学研究所の理事長の方針，研究を行う上での特に人的な環境，
ライバルとなる国内外の研究室から発表された論文が挙げられた。  
 
 「研究員の場合は，一緒に働いてくれる人がいることが結構大きく影響してい  
 て。手が足りないっていうのが常にあるんで…具体的には，テクニカルスタッ  
 フがどれだけいるとか，協力してくれる人がいるとか。例えば自分と同じよう  
 なことをやる学生であれば，いろいろ教えつつ一緒に進めていくとか，そうい  
 うのは大きく影響しますね。人材とか他人との関わり合いっていうのは，意外
と大きく影響するかなと思いますね」 (研究員① ) 
 「やっぱりこの業界，競争社会なので，よそから出た論文に関してはすごく，
みんな敏感なんじゃないかなと思います」 (テクニカルスタッフ ) 
 
6.4 C 研究室  
C 研究室には，合計 9 名が所属している。その内訳は，リーダー1 名，研究員
3 名，学生 2 名，テクニカルスタッフ 1 名，パートタイマー2 名 (アシスタントと
技術スタッフが各 1 名 )である。すなわち，リーダーを含む 6 名は研究活動を主た
る業務とし，3 名は研究支援や事務を主たる業務としている。  
C 研究室のホームページに掲載されている業績リストによれば，2012 年～2016
年の論文発表数は 9 本である。ただし，1 年当たりの論文発表数は均一ではない。
また，これらの論文が掲載された学術誌は神経科学関係が中心である 36。  
                                                   
36 C 研究室のリーダーは，彼女たちの研究が毎年決まった本数の論文が出る性
質ではないことに言及し，例えば数年を要する研究プロジェクトが初期や後期等
のどの段階にあるのかによって，毎年の論文の発表数には差が出ると述べた。彼
女によれば，例えば外部の研究費を獲得するためには論文の本数もある程度意識
せざるを得ないが，CDB 内では論文の本数や 1 年単位の論文発表の有無はさほ
ど重視されていない。コンスタントには論文が発表されないという研究の性質
は，A 研究室および B 研究室にも共通している。  
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6.4.1 調査の概要  
 
図表 10 C 研究室における調査協力者についての情報  
 
役職・インタビュー
の所要時間 (時刻 ) 
性別  経歴  
研究員・70 分 (13 時 45
分～14 時 55 分 ) 
 
男性  大学院博士課程より C 研究室に在籍。
2014 年に博士号を取得し，調査時点で
は研究員として 3 年目に入っていた。  
リーダー・90 分 (15 時
～16 時 30 分 ) 
女性  大学院博士課程修了後，米国に留学。
2007 年に C 研究室のリーダーとして
着任した。2017 年度より私立大学の准
教授となり，調査時点では非常勤でリ
ーダーを務めていた。  
テクニカルスタッフ・
65 分 (16 時 30 分～17
時 35 分 ) 
男性  大学院博士課程中退後，理化学研究所
の他センター等での勤務を経て，2004
年より CDB に勤務。2013 年 6 月より
C 研究室に所属している。調査時点で
は研究支援業務を行うと同時に，自身
のテーマに沿って研究も進めていた。  
(著者作成。 ) 
 
C 研究室へのインタビュー調査は，2017 年 8 月 17 日に，CDB 内のセミナール
ームにおいて実施した。C 研究室で提示した質問項目は，B 研究室に提示したも
のとほぼ同一である。具体的に，C 研究室のリーダーに対しては，B 研究室のリ
ーダーへの質問項目⑥の「センター長 (その他上司 )」という文言を「センター長
(その他上司や外部評価委員会 )」と変更したのみである。C 研究室の研究員とテ
クニカルスタッフには，B 研究室の研究員とテクニカルスタッフに対する質問項
目と同一のものを提示した。  
C 研究室への調査では，リーダー，研究員，テクニカルスタッフの合計 3 名か
ら調査協力を得た。リーダーは女性であり，研究員およびテクニカルスタッフは
男性である。調査協力者についての情報は，上記の図表 10 に示すとおりである。  
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6.4.2 業績管理システムの設計と運用  
 C 研究室では，研究員が各自の研究テーマを持って，研究を進めている。リー
ダーは，研究室としての目標をメンバーが共有できるように，日々の研究活動を
進めている。研究室としての目標は定量的ではなく，「こういう研究をしたい」と
いった質的なものであり，研究室として明確に言語化された理念は存在しない。  
注目すべき点として，リーダーは研究室を立ち上げた当初は，年度の初めに各
研究員の目標を提出させていたが，これは 2 年ほどで廃止された。その理由とし
て彼女は，年度の初めに目標を提出させるよりも，プロジェクトごとの目標を立
て，日頃のプロジェクト管理を行うことの方が現実的かつ重要であると考えたた
めと述べている。したがって，調査時点では目標の文書化や言語化はされていな
かったが，C 研究室ではメンバー全員が自身の目標を明確に持って研究活動を進
めていた。さらに，研究員は，自身の目標をリーダーと共有することに努めてい
る。B 研究室のケースと同様に，リーダーは普段から理化学研究所や CDB の目
標を意識しているが，研究員やテクニカルスタッフは，平素は特にそれらを意識
することはない。目標や理念に関連するこれらの実態は，以下の証言から読み取
ることができる。  
 
 「基礎的なことに興味を持っている方もいるんですけど，中には臨床だったり
何か役に立つことをしたいっていう，そういうのに興味がある方もいるので，
人によってだいぶ目標設定は違うんですけれども，プロジェクトをどういうふ
うに決めていくかっていうのは，基本的に個人個人と話をしながら，こういう
プロジェクトを行っていくっていうふうに決めていきます。 (中略 )アカデミッ
クに残りたい人には，もうやはり良い論文を書いてもらうっていうのを目標に
掲げています」 (リーダー ) 
 「僕はお互いの目標の共有っていうのを一番に置いてて。先生が思ってるのと
は違うことで頑張っても効率が悪いので，できるだけ効率よく進めるようにし
たいんで…自分の目標も伝えることによって，先生もそれに対して協力してく
れるので，それを期待して，目標の共有を一番に置いてます」 (研究員 ) 
 「 (年度の初めに何か公式の目標を立てて，リーダーに提出するといった )その
ようなきっちりした感じはないですね。ただ，今年度は論文を出すとか，あと
は留学するとか，そういう目標はありますね」 (研究員 ) 
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 「毎年の年度初めに，それぞれの，まぁ抱負じゃないですけど，今年度の目標
を書いてくださいっていうのをやってたんですけど，あんまり効果も何もない
っていうか，まぁ書くだけで，それが実際には現実とそんなに沿うわけでもな
くて…中にはそういうのが一致する，計画的にできる人もいるんでしょうけど。
なので，期間を決めてこの間にこれを片付けるっていうよりも，やっぱり最終
的には，プロジェクトがきちんと成熟した形になることを目標に，できるだけ
それに対して突き進めるのをサポートしていくのが，ラボでのスタンスですか
ね」 (リーダー ) 
 「目標とか理念っていうのが，多分 CDB としてあるだろうということは理解
してるんですけども，じゃあ具体的にどういうことだったっけって言われると，
何だったっけ，理事長何か言ってたかなっていう感じですね。ただ，現実に我々
がやってる行動っていうのは，(理化学研究所や CDB の )理念から大きく外れた
ものではないと思ってます」 (テクニカルスタッフ ) 
 「目標は，研究員をサポートする立場としては，研究の仕事が滞らないように
するっていうことですね。私個人としては，自分の持ってるテーマをちゃんと
成果として報告できるようにしたいっていう，そういう目標はありますね」(テ
クニカルスタッフ ) 
 
行動規範について，C 研究室では，物の使い方やメンバーの当番は決められて
いるが，それ以上に細かい定めはない。倫理規程は，研究や研究支援に携わる者
として各自がしっかりと意識している。リーダーによれば，過去の研究不正問題
を機に，理化学研究所や CDB として倫理に対する意識は強まっている。研究員
は，理化学研究所や CDB から示されている倫理規程のほか，自身が学生時代に
受けた倫理教育で学んだことも意識している。テクニカルスタッフは，データの
解析等の研究 (支援 )活動において，自身の方法がコミュニティから受け入れても
らえる方法であるか否かを，研究倫理と照らし合わせながら強く意識している。  
 業績や成果の評価については，CDB に所属する研究室で実施されている公式の
年度末評価がある。この年度末評価はリーダーが各メンバーと 1 対 1 で，口頭で
行っており，評価の結果は給料の査定に関係する。前述のように，年度の初めに
目標の文書化や言語化はしないため，年度末の評価は年度初めの目標との比較で
はない。C 研究室において，リーダーが研究員を評価する基準は，彼女から見た
各自の達成度や，前年度に比較してどの程度進歩が得られたか，向上点が見られ
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たかといったものである。評価の際のリーダーの着眼点はひとりひとりに対して
異なっており，評価をされる側もリーダーが明確な基準で評価をしているとは考
えていない。実際に，論文の本数のような定量的，客観的な基準は用いられてい
ない。また，C 研究室では，研究員やテクニカルスタッフがリーダーに対して，
評価に関する要望や意見を出したことはない。C 研究室における年度末評価の実
態としては，以下の証言が得られた。  
 
 「個々でプロジェクトをやっている中で，私から見ての達成度，あとは前年度
に比較してどれだけ進歩が得られたり，何か向上点が見られたか。あるいは，
もちろんプロジェクトが少し進んで論文が書けたとか，アクセプトされたって
いうようなことに重点を置いているので…やっぱり個人差が大きいので，この
人に対してはこういうような評価の仕方，と。さらにこういうふうな声掛けを
することで，できるだけウィークポイントを改善してもらったり，より効率的
に仕事をしてもらうっていうような方に持っていくので…」 (リーダー ) 
「1 年の研究の進み具合とか，お互い思っているようなこと… (中略 )こういう
ことが出来てないから，次の年度でこうすればより良いですね，みたいな感じ
のことは言われますね」 (研究員 ) 
 「リーダーが私の仕事のすべてを見ているわけでもないので，おそらく全体と
してうまく流れているようだったら問題ないっていう感じで。 (中略 )うちの研
究室では特にこれだからアップ，これだからダウンみたいな，そういうのは聞
いたことはないです。(中略 )仕事の内容についてはもうほとんど言われなくて，
最近だったらラボがなくなったらどうするみたいな話とか，あとは，ラボの中
での立ち位置…例えば学生の相談相手としてもっとしっかり，みたいなことを
頼まれることはありました」 (テクニカルスタッフ ) 
 「 (評価においては )自分の研究に対するコミットメント…結果をどれだけ出す
かっていうのと，まぁ研究の進捗もありますけれども。あとは，他のラボメン
バーの研究への意見をしたりとか，2 ヶ月に 1 回あるミーティングでの発言内
容というか，どれだけ積極的に参加するかっていうのも見られていると思いま
す」 (研究員 ) 
 
 ミーティングやディスカッションとしては，研究室内でのミーティング (プログ
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レスミーティング )が，毎週月曜日の午前に行われている 37。各研究員が報告を担
当する頻度は，約 2 ヶ月に 1 回である。C 研究室ではテクニカルスタッフも，年
に 2 回程度報告を担当している。1 回のプログレスミーティングの報告者は 1 名
で，持ち時間は約 2 時間である。報告内容は自身の研究の進捗状況であり，報告
の間に，リーダーを含む参加者たちは発言をする。C 研究室は比較的小規模な研
究室であることもあり，プログレスミーティングでは全員が発言をすることが重
視されている。あわせて，C 研究室ではおよそ半年に 1 回の頻度で，雑誌会を開
催している。この雑誌会では，事前に論文を読み，当該論文の内容に対して議論
を行っている。研究室内でのミーティングおよび雑誌会は，すべて英語で行われ
ている。一方，1 対 1 のミーティングは，過去には週 1 回に設定されていたが，
調査時点では B 研究室と同様，必要に応じて行っていた。プログレスミーティン
グと 1 対 1 のミーティングの実態や意義に関しては，以下の証言が得られた。  
 
 「週 1 だとちょっと頻繁すぎるっていう人もいれば，逆に頼まなくても来るよ
うな人もいるので，ここら辺はちょっと個人差があるんですけれども… (中略 )
今はちょっと間隔が空いているので，必要に応じてになってますけど，以前は，
何曜日の何時は誰々さんっていうふうに設定していました」 (リーダー ) 
 「 (ミーティングが月曜日の朝なのは )ラボの中で，僕が来た時にもう決まって
ました，多分都合がいいとかで。最近はちょっと，リーダーの異動とかもあっ
て不定期になってますけど…」 (研究員 ) 
 「 (1 対 1 のミーティングは )お互いの必要に応じてって感じですね。アップデ
ートが聞きたい時とか，論文をそろそろ書き始めた方が良いから最新の情報を
聞きたいっていう時には，来週どうですか，みたいなのを聞かれたりするし。
僕は新しいデータが出たり，報告したいことがあったら，メールでデータを送
って，話しに行ったりしますね。うちは直接，結構話しに行ける雰囲気なので，
先生に。大きいラボだとそれが結構難しくて，ラボ内でもアポイント取らない
と先生としゃべれないとか，そういうのがあるんで，これも小さいラボでいる
ことの利点だと思います」 (研究員 ) 
 
 さらに，C 研究室において特徴的な点として，ネットワークを経由した情報共
                                                   
37 ただし，調査時点では，リーダーが 2017 年度より非常勤になった等の事情も
あり，ミーティングの実施は不定期になっている。  
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有の仕組みが整っていることが挙げられる。図表 10 にもあるように，C 研究室
のリーダーは 2017 年度より私立大学に准教授として赴任しており，調査時点で
は非常勤として C 研究室を運営していた。彼女が実際に研究室に居られる時間が
限られていることからも，オンラインでの情報共有の仕組みは，C 研究室での研
究活動を進めていく上で重要な役割を果たしている。  
 
 「ネットワーク経由でファイルを作って，できるだけ迅速に情報をシェアでき
るような環境を作ることで，なるべくプロジェクトがスムーズに進むような，
合理的な方に力を入れていますね。 (中略 )ファイルをオンラインで共有したり
することで，お互いの進捗状況が見えるような状況にしていくと，わりあいみ
んな安心してっていうか，アップデートも随時できますし」 (リーダー ) 
 
 加えて，リーダーおよび研究員は，定期的に学会に参加している。研究員は年
に 2～3 回学会に参加しており，学会のメリットとして，分野外の人に研究発表
を聞いてもらえることと，自身の業績になることを挙げている。リーダーは，国
内学会と国際学会の目的や意義を明確に位置付けている。C 研究室では，学会に
参加した後，レビューを行っている。  
 
 「うちは，学会に参加した後には学会参加のレビューっていうのをやってて。
それで最新情報を共有して，研究に活かすっていうのもやっています」(研究員 ) 
 「国内の学会は，毎年行くような学会だと全部真新しいデータが出るっていう
ことは少ないので，前回のに新しいデータが付け加わったっていうようなこと
になるから，そこまで毎年出なくてもいい学会でもあるんですけど。やっぱり
情報共有だったり，もちろん他の人の研究発表だったり，口頭発表の機会があ
れば練習にもなりますし，一番重要なのは，論文をこれから発表するっていう
時期になるべくインプットをもらうっていうことで，参加してもらってます。
海外の学会は，全員が全員毎回行けるわけではないので，このデータを世界に
一応出しておいた方が良いって方と，あともちろん論文を出すときに PR の意
味もあって，出すっていうのが一番の大きな目的ですね」 (リーダー ) 
 
上記のほか，C 研究室は CDB 内の他の研究室とのインタラクションを通じて
研究の質向上を図っている。具体的には週 1 回，前述の神経発生セミナーに参加
100 
 
している。神経発生セミナーは，過去に CDB に在籍していたリーダーを含む，
リーダー同士の話し合いによって立ち上げられた。なお，このセミナーは当初は
調査時点とは異なるメンバーで構成されており，「VBP(vertebrate body plan)セ
ミナー」と呼ばれていた。神経発生セミナーは日本語で実施され，興味・関心の
ある論文に対して議論を行っている。研究員によれば，研究室内での雑誌会では
研究室の研究内容に直結した論文を共有しているが，神経発生セミナーで取り上
げられる論文にはあまり制限がなく，研究室間で興味・関心を広く共有すること
につながっている。また，神経発生セミナーに参加しているメンバーで，年に 1
回，神経発生リトリートを行い，各自が研究の進捗を発表し，コメントを得たり
与えたりしている。このほか，CDB 内では金曜日の昼にランチョンセミナーが設
けられ，研究室が持ち回りで研究の発表をしている。これらの場を通じて，CDB
内では研究室間での研究内容の共有が促進されている。  
 
 「他のラボから結構客観的な批判をもらうので，進捗状況の目標にもなります
し，報告の練習にもなりますし，それはものすごく重宝して，できるだけみん
なに参加してもらうようにしています」 (リーダー ) 
 「最新の研究手法等が知れることもありますし，リトリートの時には，遺伝子
の染色がうまくいかないんですけど，みたいな話をしたら，いい抗体知ってる
よとか，いい手法があるよっていうのをもらって，それを成果に活かすってい
うのは出来てます」 (研究員 ) 
 「ラボ内のディスカッションっていうのは，研究について細かいことまで見て
もらえるっていうメリットはありますよね。一方で他の研究室とのディスカッ
ションっていうのは，全く違う，異なる視点から色々見てもらえる，そういう
メリットがありますね」 (テクニカルスタッフ ) 
 
以上のシステムの詳細は，学会や他の研究室と合同で開催されているものを除
き，基本的には研究室の内部で独自に設計されている。年度末評価やミーティン
グ，ディスカッションの内容や進め方については，リーダーがこれまでの経験に
基づいて構築している部分が大きく，研究員やテクニカルスタッフの側から特に
変更を提案したことはない。  
リーダーは，C 研究室を率いる中で，メンバーのやる気を引き出すように，細
かく指示するのではなく，各メンバーの自主性を尊重している。彼女によれば，
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C 研究室のマネジメントスタイルは，自身がこれまでに所属していた研究室のス
タイルを踏襲している部分がある。また，研究室の運営に関して，センター長か
ら指示をされることはめったにない。一方，研究員およびテクニカルスタッフか
らリーダーに対しては，彼女の許容範囲内で放任主義をとっている，メンバーに
厳しく指示はしないが結果については責任を取らせている，といった証言が得ら
れた。以下のリーダーの証言からは，C 研究室のマネジメントスタイルの背景に
ある考えを読み取ることができる。  
 
 「アカデミックにいる場合に，最終的にもしこのまま独立したり，研究室を持
ちたいっていうような方の場合は，やっぱり好きなことを…無理をしてやると
続かないと思うんですよね。(中略 )研究は，プレッシャーを与えて叩くよりは，
やっぱり自分の本当のモチベーションを持ち続けられる人が重要なのかなって。
そこら辺は意識していることですかね」 (リーダー ) 
 
6.4.3 成果に対する業績管理システムの影響  
C 研究室への調査では，特に目標やミーティングが，成果やモチベーションに
正の影響を与えることが示された。研究員は平素よりリーダーとの目標の共有に
努めており，年度末評価に関しては評価後しばらくの間は評価されたことを意識
するが，年度末評価よりもプログレスミーティングや 1 対 1 のミーティングの方
が自身のモチベーションや成果に影響を及ぼしていると考えている。  
リーダーは，ミーティングおよび学会によって，比較的モチベーションが高ま
ると述べた。同様にテクニカルスタッフにとってもミーティングの重要性は高く，
定期的なミーティングによって，自身の仕事の進め方や方向性が明確になり，モ
チベーションの向上につながっている。その一方で，年度末評価はテクニカルス
タッフの普段のモチベーションにさほど影響を与えていない。  
 
「プログレスミーティングでの報告っていうのは，ある程度の人数に向かって
プレゼンテーションする…それだけの体裁を整えて発表するので，より実際の
学会発表とかに近い形式ですね。だから，緊張感っていうのかそういうものを
持って行います。そういうのを鍛える意味合いもだいぶ強いですね。ただ，研
究の細かいところをどういうふうに進めていくか，このデータをどう解釈すべ
きかというのは，リーダーとの 1 対 1 のやり取りの方がずっと密度が濃いです
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よね。もちろん，普段のミーティングでもそういう点は他のメンバーから指摘
はされるんですけども，リーダーとの 1 対 1 の方が，その意味合いはだいぶ大
きいですよね」 (テクニカルスタッフ ) 
 「僕の中では，リーダーとの 1 対 1 のミーティングを重要視していて。昔は頻
繁にあったので，方向修正とかをやりやすくて。そこで現在とこれからのこと
を決めて。ラボ全体でやるミーティングは，もうやったことに対して発表する
って感じですね。なので，先のことを対象にしてるか，今までやったことに対
する評価を対象にしてるかの違いがあると思います。 (中略 )プログレスミーテ
ィングの良さは，リーダー以外の反応を見れるっていうことですね。やっぱり，
1 対 1 だと 2 人の意見で進めているんで，外部から聞いた時にどう思うかって
いうのがないので。うちのプログレスミーティングは，学会発表みたいな感じ
でまとめて，話をまとめてしゃべっているので，ここのデータが足りないとか，
これ話がつながってないとか，客観的な意見が出やすいので，外用の発表に良
いと思います」 (研究員 ) 
 「 (プログレスミーティングと 1 対 1 のミーティングは )両方大事ですね。私に
とっても，普段 1 対 1 で話している場合と，プレゼンでみんなの前で発表して
もらう場合で，データの見え方が違うことがあるので」 (リーダー ) 
 
6.4.4 成果に影響を与える要因  
C 研究室の予算管理について明らかになったことは，以下のとおりである。ま
ず，予算の利用に関して，過去には人件費と研究費が区分されていたことから，
研究費の不足を人件費から補うといった柔軟な対応はできなかった。しかし，本
章の第 1 節でも触れた通り，理化学研究所から各センターに配分される予算は減
少し続けており，各研究室に配分される予算も減額されてきた。これにより，CDB
では調査時点までに人件費と研究費の費目間流用が認められ，C 研究室でもより
柔軟な予算利用が可能となった。  
予算額に関しては，例えば高額な機器を研究室の予算で購入できないこともあ
る。ただし，CDB では共通機器を利用できる環境が整っているため，C 研究室の
メンバーは研究室で機器を保有できないことにはあまり不便を感じていない。そ
して，年度の前半は予算の節約を心がけているため，年度の後半や終盤には予算
に余裕が生まれる。この余裕分は備品や試薬の購入に充てており，この点に関し
ては A 研究室と同様の実態が見られる。  
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 研究活動のモチベーションについて，リーダーと研究員は，根幹には研究領域
への興味・関心を持っており，その先に，あるいは副次的に，社会貢献やプロセ
スへの関心も有している。テクニカルスタッフは，成し遂げた仕事が他者から評
価されることが，金銭的な報酬よりも自身にとって価値があると述べた。他者か
らの評価の影響力については，リーダーの証言でも示唆される。  
 
 「モチベーションは，研究領域への興味・関心ですね。あとは，社会に対する
研究成果っていうのもありまして…個人的には，最終的には医療応用，医学に
還元できるものっていうのを僕は考えてまして。どのような形でもいいんで，
これが将来使えるかもっていう想像ができるものなら，結構興味が持てます」
(研究員 ) 
 「海外とか行って研究発表をして，みんなに絶賛じゃないですけど，言われた
ときに，やっぱり一番大きく影響…それが一番，私もそうですし，研究員の人
もそれで自信が付くと思うんですよ」 (リーダー ) 
  
 反対に，研究室の人間関係に問題が生じた時や，書類等の事務仕事は，個人や
研究室の成果やモチベーションに負の影響をもたらす。これまで述べたシステム
のほかには，任期の存在や研究費の獲得，発表した論文の数やランクも，成果や
モチベーションに影響を与えている。モチベーションが上がった時の具体的な行
動の変化と，任期の影響に関しては，以下の証言が得られた。  
 
 「実験を詰めてやったりとかしますね。土日もすごい出てくるとか，朝早く来
たりとか，最後の追い込みみたいな感じで」 (研究員 ) 
 「早く論文を出そうっていうような意識に変わるというか…要するに，ポジテ
ィブな意見をもらったことで自信が付いて，これだったら評価されるだろうっ
ていうようなことはあります」 (リーダー ) 
 「多分ルーチンの方はあまり変化ないと思うんですけども，例えば今日もうひ
と頑張りしようとか，そういう仕事があった時にそれをできるかどうかってい
うところで，影響は出たりしますよね」 (テクニカルスタッフ ) 
 「 (任期の存在は研究活動に影響が )あると思います。特に最初の 5 年評価…継
続するかしないかっていうところは、かなりプレッシャーになってるとは思う
ので。 (中略 )正直言って，任期はない方が研究の長い見通しを立てることは出
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来ます。ただ，例えば 10 年の後にテニュアになれるっていうようなシステム
であれば…そうすると，もちろん理研の年齢層がどんどん上がってしまうって
いうのはあるので，そこはちょっと組織にも関係してくるんですけど…」(リー
ダー ) 
 
6.5 センターレベルの業績管理  
 これまでの 3 つの研究室を対象としたインタビュー調査の関心は，研究室内で
の業績管理であり，業績や成果の評価については，各研究室においてリーダーが
行っている年度末評価の詳細に焦点を当ててきた。年度末評価の基準は原則とし
て質的であり，いずれの研究室でもリーダーの裁量的な判断に委ねられる部分が
大きい。前述のように，年度末評価の目的は給料の査定である。  
一方，C 研究室のリーダーによれば，例えば競争的研究資金の獲得の際には，
研究所外部から研究室としての業績や成果を判断されることとなり，直近に客観
的な成果が出たか，すなわち論文が発表されたか否かは，研究資金の獲得の可否
に少なからず関係する。このように，研究室の中でリーダーが研究員等に対して
行う業績管理と，センターが研究室に対して行う業績管理は異なる可能性が高い。
言い換えれば，研究室の内部で重視している成果と，研究室の外部が重視する成
果は異なり得る。これを踏まえ，本節ではリーダーとセンター長の関係を掘り下
げる。これに際し本論文では，センター長へのインタビュー調査で得られた証言
と，3 つの研究室のリーダーから得られたセンター長との関係に関する証言を，
データとして用いている。  
 
6.5.1 調査の概要  
3 つの研究室へのインタビューの後，CDB 全体の業績管理に関して，CDB の
センター長にインタビュー調査を実施した。当該調査は 2017 年 9 月 26 日の午後
1 時 10 分から午後 3 時 10 分まで，CDB 内のセンター長室で行った。このインタ
ビューには，3 つの研究室へのインタビューにも出席した，理化学研究所の管理
部門の課長の S 氏も同席した。センター長へのインタビュー調査の質問項目は，
付録 A-Ⅳで示される。センター長に対しては，CDB での業績管理について，3 つ
の研究室に対する調査と基本的に同一の枠組みでインタビューを進めた。  
センター長は 60 代の男性で，大学院博士課程を修了後，米国で 5 年間，カナ
ダで 3 年間の研究生活を経て，国内の大学や研究所に勤務した。その後，近畿地
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方の国立大学で教授として研究室を持ち，約 20 年勤務した。その間は自身の研
究に専念していたが，そのうちの 2 年間は研究科長を務めるなど，研究科全体の
運営にも携わってきた。2015 年 4 月より CDB に赴任し，調査時点ではセンター
長として 3 年目を迎えていた。そして彼自身も，CDB 内の一研究室のリーダー
と，製薬会社との連携センターの長を務めていた。  
 センター長の役割は，CDB で研究活動に従事する人々が快適に活動できる環境
を作り，維持することである。具体的には，それぞれの研究室が研究設備，研究
スペース，研究予算の 3 つの面で充足するように努めている。1 年に 1 回，約 45
分ずつ，各研究室を巡回し，センター長自ら各研究室の現状把握を行っている。
人事におけるセンター長の決定権は強く，同時に責任も大きい。また，彼は国立
大学の研究科長であった当時，研究科の運営においては大学全体の立場も考える
必要があったことに言及し，CDB の組織運営を進める上でも，理化学研究所の方
向性や利益を併せて意識するように努めていると述べた。  
なお，前節までで記述してきた 3 つの研究室における各種のシステムの中には，
センター長の指示で行われているものはなかった。したがって，各研究室におけ
る研究活動のマネジメントに対して，センター長は事細かに介入していなかった。 
 
6.5.2 CDB における業績管理システムの設計と運用  
まず，CDB からは各研究室に予算が配分されている。予算配分の決定には，セ
ンター長をはじめ，運営委員を務めるリーダー等も携わっている。予算は主に，
リーダーのキャリアや研究室の運営年数に応じて配分されている。具体的にはシ
ニア，5 年を経過した若手，5 年を経過していない若手という 3 つのグループに
分けられ，各グループに属する研究室間では均等な予算配分が行われている。セ
ンター長によれば，短期的な業績や成果次第で予算の増減がされることはない。  
なお，次節で詳述するが，リーダーの任期の 5 年経過時の外部評価では 6 年目
以降の契約更新の可否を判断する。そのため，A 研究室のリーダーも述べたよう
に，若手の中でも 5 年を経過しているか否かという判断基準は，中長期的な業績
や成果に基づいている。A 研究室のリーダーは，リーダーが研究室以外での共同
プロジェクト等に関与している場合にも，追加的に予算が割り当てられると証言
した。さらに，センター長および C 研究室のリーダーによれば，近年は運営費交
付金の減額により，CDB や各研究室に配分される予算額は一定割合で減少し続け
ている。そのような状況において，予算配分の基準や方法，各研究室やプロジェ
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クトへの具体的な配分額をどのように定めるのかは特に重要な審議事項となって
いる。  
 センターの目標・理念は，基礎研究と応用研究の 2 つの側面に関してミッショ
ンという形で掲げている 38。ミッションにはセンター長の考えが反映される部分
が大きく，組織外部の人々はミッションの構築にはあまり関与していない。CDB
における研究活動は，基礎研究と応用研究のいずれが中心であるかが研究室や研
究者によって異なるため，この 2 つのミッションは対立する危険性もあった。そ
こで，センター長は，両方のミッションに対する組織成員の理解を促すために，
近隣の病院との連携を始めるなどの取り組みを行った。取り組みの結果，CDB 内
でもそれ以前に増して基礎研究と応用研究の両方を尊重する風潮が生まれている。
CDB のミッションは，応用研究の側面を有するため，政府や省庁の関係者をはじ
めとする専門外の人々にとっても，比較的理解しやすいものとなっている。  
 行動規範としては，理化学研究所の本部から課されている行動規範がある。倫
理規程に関しては，センター長，副センター長，外部の有識者の合計 3 名が研究
倫理の責任者を務めている。そして，年に 1 回各研究室を訪問し，研究倫理を徹
底できているかどうか，実際に話をして確認している。あわせて，最低 1 年に 1
回は倫理講演会を開催し，CDB 内の人々に出席を促している。就業規則について
は，センター長が周知することはなく，各研究室のリーダーに委ねられている。  
CDB としては，研究成果が求められている。典型的な研究成果は論文であるが，
論文にならない成果もある 39。もちろん，研究室レベルでも研究成果を生み出す
ことを目指しているが，センターレベルではアドバイザリー・カウンシルによる
外部評価や，理化学研究所全体の目標 40も意識しなければならず，研究室レベル
と比較するとより客観的・定量的な成果も求められている。ただし，センター長
が個々の研究室に行う評価の主な目的は研究が問題なく円滑に進められているか
ということであり，点数化は行っていない。研究内容の詳細な評価は外部評価委
                                                   
38 「体の成り立ちを理解し，次世代の医療に貢献する」 (理化学研究所多細胞シ
ステム形成研究センター )という一文で，基礎／応用研究の目標を表している。  
39 論文にならない成果の一例として，医療応用等の社会貢献の大きい研究成果
がある。  
40 理化学研究所  (2017, p.9)は，例えば「論文，シンポジウム等による成果発
表」に関連して，「平成 29 年度は，学術論文誌への論文掲載数として，理化学
研究所全体で 2,300 報程度を目指す。さらに，論文の質の維持の観点から，理
化学研究所の論文の 27%程度が，被引用数の順位で上位 10％以内に入ることを
目指す。」としている。  
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員会が担い，センター長は外部評価の結果を参照しながら，リーダーに対して助
言等を行っている。また，外部評価とセンター長からの評価のいずれも，その評
価結果によって給与や予算，研究スペースに影響は及ばない。研究成果とその性
質や評価に関して，センター長からは以下の証言が得られた。  
 
「僕は短期では評価すべきではないと思っているので，少なくともまぁ 5 年…
5 年は見ないといけないな。例えばここ，10 年の任期ですけど，研究成果につ
いてはね，5 年は見ないといけないと思ってます。で，もう 1 つはやっぱり，
論文になってなくても良い状況っていうのはあります。今非常に仕事が伸びて
るとか，そういうことはやっぱり，勘案しないといけないことで。論文になっ
てる状態と，実際の各ラボの状態っていうのは，ラグがあるんですよ。2,3 年ぐ
らいの開きがあって。今年論文が 5 つも出ましたとかね，素晴らしいって言っ
ても，実は今は終わってて，もう下り坂っていう場合もありますし。で，今年
は何も出ませんでした，でも，発表前の成果が非常に面白いのがあって，伸び
てますっていうのがあるので。やっぱりそれはちゃんと，その現状っていうの
を理解，把握しないといけないとは思ってます」 (センター長 ) 
 
 会議やディスカッションとしては，まず CDB の運営に関するものとして運営
会議が行われている。運営会議では一部のリーダーと，外部からも 3 名程度が参
加して，人事や予算に関して細部の決定をしている。リーダーは，運営会議の下
部の委員会のいずれかに加入している。これによって，CDB 内の若手も CDB の
管理運営について知ることができている。  
一方，研究に関するものとしては，リーダーが発表するもの，研究員や大学院
生が発表するものなど，多種多様なミーティングやセミナーがある。リーダーが
発表する機会は，リーダーが集まるミーティングの終了後と，コロキウムにおい
て設けられている。前者は時間が限られているため，リーダーは各自発表内容を
厳選している。後者のコロキウムについては，1 人が発表する機会は約 2 年に 1
度であるが，研究内容についてじっくりと報告する機会となっている。これに対
して，研究員や大学院生が報告する機会は，毎週金曜日の昼休みに設けられてい
るランチョンセミナーである。このように，センター内では研究内容を共有する
機会が定期的に持たれている。  
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6.5.3 業績管理におけるセンター長とリーダーの関係  
 CDB 内の各研究室のリーダーからは，年度ごとにセンター長に対して研究室と
しての計画が提出されている。ただし，この計画は 1,2 行で書かれる簡潔なもの
である。このほか，センター長は毎年，各研究室のリーダーに対して評価を実施
している。この評価の際に参考とされるのは，どのような科学的貢献をしたか，
研究室のメンバーのプロモーションにどのように貢献したかといった点である。
これらの項目について，各リーダーは自己評価をセンター長に提示し，個別面談
を行っている。ただし，この面談はほとんど形式的であり，センター長の着眼点
も多様である。実際，調査時点のセンター長は 2015 年度よりセンター長を務め
ており，その前任のセンター長とは異なる着眼点を持っている。調査時点のセン
ター長は個別面談の際に，リーダーに研究や研究成果のアピールポイントを説明
させているが，研究室運営の支援にも尽力している。センター長によるリーダー
の評価に関しては，以下の証言が得られている。  
 
 「前センター長は結構直球的に，これはもっとこうした方がいいんじゃないの
っていうのをダイレクトに言う方…それはものすごく重要なアドバイスなんで
すけど。現センター長は，ああ素晴らしいですねって，ふむふむって聞いてく
ださるような感じなので…でも，例えば去年話した内容をきちんと覚えていて，
ああここが新しいんですねっていうのはちゃんと聞いていらっしゃる。やっぱ
り見方やフィードバックの仕方は違うんですけど， (センター長からの )フィー
ドバックっていうのはすごく重要だなと思います」 (C 研究室・リーダー ) 
「だいたい 45 分ぐらいなんですけど，僕がお願いするのは，この 1 年で 1 番，
1 番面白いことってどんな研究成果…1 つだけでもいいから，1 番面白いこと。
あとは，ラボで困っていること…運営とか，お金が足りないとか，こういうも
のがないとか。何か足りない，困っていることはない…そんな話をするだけで
すね」 (センター長 ) 
 
センター長は，CDB 内の各研究室をまとめていく上で，リーダーをはじめとす
るメンバーの話によく耳を傾けることを心がけている。センター長は CDB 全体
に関わる意思決定を行うため，彼が得意でない分野については特に他者の考えや
アイデアを参考にしている。ただし，研究内容については各研究室に任せ，セン
ター長は助言を求められない限り口出しはしない。これは，採用時に厳しい人選
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を行っていることから，その審査を通過してきたリーダーには一定以上の実力が
備わっていると考えられていることも関係する。しかし，リーダーの研究能力と
は異なる，例えば人間関係などの理由で研究室運営にトラブルが起きないように，
支援することは心がけている。  
このほか，センター長は CDB 内の研究推進室と協力して，資金獲得等に向け
た取り組みを行っている。実際に，2016 年度末から 2017 年度の初めにかけては，
センター長打ち合わせという会議を週 1 回のペースで開催してきた。この打ち合
わせではセンター長，推進室の担当者 2 名，事業所の所長，研究支援部の部長が
集まって，各研究室の問題点を含む現状を洗い出してきた。その後，この打ち合
わせは週 1 回よりは長い間隔での開催となったが，調査時点でも行われていた。
調査実施当時の主な審議事項は，理化学研究所の新しい組織構造の計画であった。
数年前より，センター長が意思決定をしなければならない事項が増えたため，事
務部門がセンター長をサポートすることがますます重要になっている。  
また，既に述べたように，近年は予算額の削減が続いている。そのような状況
の中で，削減された分を補えるように，追加の資金獲得を目指して，CDB として
新規のプロジェクトや計画を考案することが求められている。このような予算管
理によって，研究効率の改善と予算の用途の見直しが継続的に行われている。た
だし，原則としてキャリアに応じた予算配分が行われているため，比較的長期の
視点から予算を組みやすい。センター長からは以下の証言が得られた。  
 
「理研の予算のシステムというのはすごく複雑で，毎年その基礎の額があって，
それは毎年 1 割カットとか 2 割カットとか，どんどん少なくなって。でも，削
減されたのを取り返すために，新しいプロジェクト，新しい計画を毎年出しな
さいっていうふうに言われてて，結構みんな疲労してる…新しいアイデアって
言われても困りますから，もう…ちょっと困ってるんですけど。まぁそれは，
どんな研究でどんなアイデアで，その研究のネタを作るかっていうのは，お金
を取れるようなネタを作るかっていうのは，僕 1 人ではとても無理だから，若
い人を含めて，チームリーダーの人と定期的に話をして，いいアイデアを出し
てやってました」 (センター長 ) 
 
6.6 リーダー個人のレベルの業績管理  
 各研究室のリーダーは，研究の内容や進捗について，外部評価委員会から詳細
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な評価を受けている。具体的に，リーダーは 10 年の任期の中で，2 年半，5 年，
7 年半経過時の合計 3 回にわたり外部評価を受ける。外部評価委員は，被評価者
であるリーダーの研究領域に精通した研究者である。外部評価のポイントは，評
価の対象となる研究が何を目指しており，自然科学やそれぞれの研究分野に対し
てどの程度インパクトがあり貢献しているのかといったことである。外部評価委
員には，評価の対象となる研究が論文にまとまらない段階でも，質的に評価でき
る能力を備えていることが求められる。  
 2 年半経過時の外部評価では，リーダーが 2 年半の研究の進捗や成果等の詳細
に関する報告書を作成し，その報告書が外部評価委員会に送付され，それに対し
て評価委員からコメントが返される。2 年半経過時の外部評価プロセスはすべて
E メールで行われている。5 年経過時の外部評価は，6 年目以降の契約を更新で
きるか否かに影響するため，被評価者であるリーダーにとっては非常に重要性が
高い。ただし，センター長によれば，リーダーの採用を厳格に行っていることも
あり，過去にリーダーが契約を更新できなかったケースはほとんどない。5 年経
過時および 7 年半経過時の外部評価では，評価委員に対して実際にプレゼンテー
ションをするプロセスが加わる。7 年半経過時の評価の主な目的は 10 年の任期満
了後の転出計画であり，国内の大学から分野の近い研究者が評価に加わっている。
リーダーは，外部評価において評価された内容に対し十分に納得し，その後の研
究の改善に役立てている。  
 なお，本論文の調査対象となったリーダーは全員，5 年経過時の評価において
6 年目以降の契約更新が認められている。さらに，第 4 節でも述べたように，C
研究室のリーダーは調査時点で既に 10 年の任期を満了し，私立大学の准教授の
ポストを獲得していた。その意味で，彼／彼女らの研究の価値や実績は学術的に
評価されてきたといえる。また，その 3 名のリーダーの中には，自身も外部評価
委員としての職務に従事している，あるいは従事した経験を持つ者がいる。外部
評価をする側の手間や困難を実感しているリーダーもおり，そのことは，外部評
価の意義をより強く意識する契機ともなっている。このような厳格な外部評価を
はじめとした CDB 内での業績管理システムは，CDB で独自に構築されている。
理化学研究所の他のセンターと比較しても，CDB では業績管理を厳格に実施して
いる。その背景には，研究活動に自由裁量を与えている分，説明責任を果たす必
要性がある。また，理化学研究所の花形のセンターとして，質の高い研究成果を
あげていくという使命もある。  
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 ここで，本論文で外部評価委員会とリーダーの関係を論じる上で，評価を実施
する外部評価委員の立場からはデータを入手できていないことを考慮しなければ
ならない。ただし，この限界を割り引いても，本論文で得られた，外部評価委員
とリーダーの間で行われる業績管理についての知見は示唆に富むと期待される。  
 
6.7 小括  
 本章では，理化学研究所の CDB における業績管理に係る事例研究の結果を記
述した。本節では，A 研究室，B 研究室，C 研究室，およびセンター長への調査
結果の小括を行う。まず，3 つの研究室への調査に基づく，研究室レベルの業績
管理についてまとめる。  
調査対象者の役職，年齢層，研究経歴は多様であり，各自の役割やこれまでの
経験が研究への姿勢や業績管理のスタイルを形成している傾向は認められる。た
だし，3 つの研究室のリーダー間で，研究の進め方に対する考え方に大きな違い
はない。いずれのリーダーも，公式ならびに独自の業績管理システムを活用して，
個人や研究室の目標や特性を意識して研究を進めていくことを心がけている。調
査対象のリーダーは全員，5 年経過時の外部評価で 6 年目以降の契約更新が認め
られ，さらには C 研究室のリーダーは 10 年の任期満了後に大学のポストを獲得
しているため，彼／彼女らの研究の実績や価値は組織の外部からも評価されてい
ることが明らかである。  
一方，各研究室の人数は，A 研究室が 9 名，B 研究室が 14 名，C 研究室が 9 名
であり，相対的に B 研究室の規模は大きく，A 研究室と C 研究室の規模は小さ
い。ただし，A 研究室と C 研究室では，役職の構成に違いがある。具体的に，研
究補助や事務業務を主とする人数は C 研究室の方が多いため，研究を主たる業務
としその成果を求められている人数は，A 研究室の方が多い。各研究室の近年の
論文発表数は，多い順に B 研究室，A 研究室，C 研究室となっており，研究活動
に従事している人数と論文発表数には明らかに関係があると考えられる。ただし，
研究成果は論文発表数や掲載誌のランク等の客観的な基準だけでは捉えられず，
質的な面も重視される。また，C 研究室のリーダーが述べたように，外部研究費
の獲得やセンター内での評価等，複数の異なる目的のもとで，研究 (論文 )の質と
量のバランスや，論文発表のペースをどのように考えるのかは，非常に複雑な問
題である。このように，3 つの研究室はそれぞれ独自の環境や条件のもとで業績
管理を行っている。このような研究室の特性と業績管理システムの関係に焦点を
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当てた研究室間の比較考察は，第 8 章の第 1 節で行う。  
業績管理システムの 4 つの基本的な構成要素についての各研究室の実態は，以
下のようにまとめられる。まず，信条システムとしての目標や理念に関しては，
いずれの研究室も，質的／概念的な目標や理念を掲げている。研究活動の性質も
踏まえながら，状況に応じて目標の軌道修正が行われている。全体として，リー
ダーは平素より CDB の目標も意識しているが，研究員やテクニカルスタッフは
研究室の目標や個人の目標に沿って研究を進めており，CDB の目標を意識するこ
とはほとんどない。  
 境界システムとしては，行動規範や倫理規程の詳細を尋ねた。いずれの研究室
でも，研究室内でのルールを設けている。ルールの詳細は研究室によって異なる
が，実験の手順や各種の当番，研究室の使い方が中心である。倫理規程は研究活
動と切り離せないため，さまざまな形で取り組みが行われている。例えば A 研究
室では，CDB 内で行われている講習への参加が，倫理意識を身につけるための 1
つの機会として挙げられた。B 研究室では，リーダーが倫理教育を徹底し，研究
プロセスの中でもリーダー自ら生データの確認を行っている。C 研究室では，各
自が研究倫理を意識するような雰囲気が醸成されており，過去に受けてきた倫理
教育が活かされている例も見受けられた。  
 DCS には，業績や成果の評価が該当する。いずれの研究室でも，給料の査定を
目的とした年度末評価が，リーダーと各メンバーとの間で行われている 41。リー
ダーが評価を行う際の基準は一律ではなく，リーダーの裁量に委ねられている。
例えば，A 研究室のリーダーは，プロジェクトへの貢献度や協調性を重視し，目
に見える業績があれば，さらに評価をしている。B 研究室のリーダーは，具体的
な成果にはならなくても，研究の進捗が良好であると認められれば，給料に加算
をしている。また，短期的な業績と中長期的な業績を分けて，それぞれの性質に
応じた判断を行っていた。C 研究室のリーダーは，一人一人に対する評価の着眼
点が異なっており，前年度と比較した進歩や向上点，プロジェクトの達成度等を
総合的に勘案している。いずれのリーダーも，論文発表等の定量的な成果は当然
評価の対象としているが，全体として質的な成果を重視している。  
 ICS としては，ミーティングやディスカッションの実態を尋ねた。いずれの研
                                                   
41 例外として，本論文の調査対象となった 5 名の研究員のうち 2 名は Y 研究所
の本部から雇用されている。したがって，この 2 名の給料の査定には，彼らの
リーダーは影響を与えていない。  
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究室でも，複数の形式でミーティングやディスカッションが設けられている。た
だし，その詳細は研究室によって異なる。A 研究室では，週 1 回の 1 対 1 のミー
ティングと 2 週間に 1 回のセミナーを実施しており，前者は 1 週間分の実験結果
と次にすべきことを話し合い，後者は担当者が研究の進捗状況を報告することを
目的としている。B 研究室では，週 1 回のセミナーで担当者が研究の進捗状況を
英語で報告し，これとは別に，研究グループごとのディスカッションも週 1 回設
けている。C 研究室では，全体でのプログレスミーティングと，半年に 1 回程度
の雑誌会を実施している。さらに，リーダーの不在が多いこともあり，オンライ
ンでの情報共有の仕組みも整えられている。B 研究室と C 研究室では，1 対 1 の
ミーティングは必要に応じて行われている。  
研究室の目標やルール，年度末業績評価，研究関連のミーティングやセミナー
の詳細は，個々の方針や経験に基づいて，各研究室のリーダーが主体となって決
定している。しかし，細かい点に目を向けると，例えば A 研究室と C 研究室では
業績評価について研究員からリーダーに意見や要望が伝えられたことはないが，
B 研究室では過去に意見や要望が出されたことがある。業績評価以外の部分でも，
B 研究室では比較的，メンバー同士の話し合いを通じて業績管理が行われている。 
 CDB では，一部で，研究室間の ICS も設計され，運用されている。具体的に
は，共通の学問系統に属する 4 つの研究室が集い，1～2 週間に 1 回の頻度で開催
される神経発生セミナー，年 1 回行われる神経発生リトリートがある。調査対象
の 3 つの研究室のうち，B 研究室と C 研究室はこれらに参加していた。このよう
な機会も，密な議論を交わす場として機能している。一方，A 研究室については
研究内容の性質もあり，他の研究室とのインタラクションは活発ではない。この
ほか，学会への参加も研究成果を生み出すために不可欠である。学会の意義や目
的は多様であるが，調査対象者全員が，研究活動のプロセスにおいて重要な場で
あると認識していた。  
 研究に対するモチベーションについては，調査対象者のほぼ全員が研究領域へ
の興味・関心を挙げた。それに加えて，研究を行うプロセスや社会貢献にも同様
に動機づけられている者もいた。具体的にどのような場面でモチベーションが向
上するのかは，研究活動の中での日々の出来事，将来的な研究成果につながった
とき，周囲の人々から好意的な反応を受け取ったとき等，個人によって多様であ
った。反対に，このようなモチベーションを低下させる要因としては，研究以外
の業務に追われることや，人間関係の問題が挙げられた。調査対象者の大半は定
114 
 
められた任期の中で研究活動を行っており，任期はモチベーションや成果に対し
てプラスにもマイナスにも作用しうる。  
 業績管理システムとモチベーションや研究成果の関係は，全体としてはあまり
強くない。なお，基本的にはモチベーションや研究成果に対して，本論文で言及
した業績管理システムが負の影響を与えていることはなかった。モチベーション
や研究成果に比較的強い正の影響を与えていたのは，研究室内でのミーティング
やディスカッションであった。特に，研究を進める上ではリーダーとの 1 対 1 の
ミーティングを最も重視していた研究員が多い。また，1 対 1 のミーティング，
研究室のメンバー全員でのディスカッション，他の研究室との合同セミナーとい
った多様な議論の場に参加することで，多角的な視点から研究が進められている。
さらに，年度末の評価では，昇給よりもリーダーからの建設的なフィードバック
の方が，個人のモチベーションや研究成果につながっている。この事実は，昇給
の幅や任期等を考慮しても，研究者のモチベーションや研究成果にとって金銭的
な報酬は相対的に重要ではないことを示唆している。  
 なお，各研究室のリーダーに行った予算管理についての調査からは，予算の使
い方に関して主に 2 つの共通点が見られる。第 1 に，予算期間の序盤には支出を
抑えることで，終盤には予算に余裕が生じ，残額を備品や消耗品の購入に充てて
予算を使い切る傾向である。そして第 2 に，不測の事態に備えて余裕分を含んだ
予算を確保しようとする点である。  
 次に，センターレベルの業績管理システムと，センター長とリーダーの関係を
整理する。主要な信条システムとしては，センターのミッションがある。このミ
ッションによって，基礎研究と応用研究の相互理解が促進され，外部の人々が
CDB の方針を理解することにもつながっている。境界システムとしては行動規
範，倫理規程，就業規則が挙げられた。特に倫理規程の遵守に関しては，研究室
レベルのみならずセンターレベルでも，外部の有識者を加えて徹底的にモニタリ
ングされている。  
 DCS としては，業績や成果の評価がある。ここで，研究内容に深く踏み込んだ
評価は外部評価委員会によって行われており，センター長とリーダーの間では，
リーダーの自己評価に基づく形式的な業績評価が行われているに過ぎない。 ICS
としては，運営に関するものとして運営会議，研究に関するものとして多種多様
なミーティングやセミナーの存在が確認された。センターレベルでは，研究環境
の整備と，研究内容の把握および研究の発展のために，運営と研究のそれぞれに
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ついて密接な議論が行われている。  
センター長は各研究室のリーダーの採用においては特に大きな権限と責任を持
っているが，基本的には，CDB の研究活動が円滑に進むことを目的とした調整の
役割を担っている。言い換えれば，原則として，センター長がリーダーに対して
研究の詳細な内容を評価したり，研究の進め方を指示することはない。センター
長はこれまでに，対立しかねない 2 つのミッションへの相互理解の促進や，各研
究室の現状の把握などに努めてきた。運営面では研究推進室と協力して資金獲得
や組織改編のための取り組みも続けてきた。トップマネジメントであるとはいえ，
1 人で成し遂げられることには限界があるため，センター長は CDB 内の多くの
リーダーや職員とともにセンターの運営に当たっている。  
CDB における各研究室への予算配分額は，主にリーダーのキャリアに基づいて
決定されており，短期的な業績や成果によって配分額が変動することはない。そ
のため，各研究室では比較的長期的な視点から研究計画を立てることができる。
しかし，昨今の運営費交付金の減額により，CDB に配分される予算総額も減少し
続けている。その結果，各研究室に配分される予算も減少傾向にある。このよう
な状況の中で，CDB の内部でどのように予算を配分するのか，どのような研究計
画を練って追加の研究資金の獲得を目指すのかを，センター長や各研究室のリー
ダーが一丸となって熟考している。  
最後に，リーダーと外部評価委員会の関係を整理する。この関係においては，
リーダーの 10 年の任期の中で 2 年半ごとに評価が行われている。研究の内容や
質を評価の対象とし，評価を行う外部評価委員会も評価を受けるリーダーも，十
分に時間をかけて準備や評価を実施する。リーダーは，その評価内容を真摯に受
け止め，その後の研究に活かしている。  
図表 11 と図表 12 は，本論文の分析フレームワークに沿ったインタビュー結果
の要約であり，研究室レベルとセンターレベルで分けて業績管理システムを表し
ている。さらに，図表 11 では各研究室に特有の要因も記している。  
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図表 11 インタビュー結果の要約 (研究室レベル ) 
 
要素／研究室  A 研究室  B 研究室  C 研究室  
信条システム  研究室よりも個人と
して概念的な目標を
持っている。成果に
プラスに作用してい
る。  
各自が研究室の目標
を 強 く 意 識 し て い
る。目標の共有を通
じて， ICS が有効に
機能する。  
研究室の概念的な目
標の共有に努めてい
る。成果に対して正の
影響がある。  
境界システム  研究倫理，CDB の規
範，ラボルールを意
識している。責任の
所在が明確になり，
成果にも正の影響が
ある。  
リーダーが倫理教育
を徹底しているが，
研究倫理は常識と考
えている。ラボルー
ルも設定している。  
研究倫理は各自が意
識している。ラボルー
ルも設定している。成
果に対する影響は特
に認められない。  
DCS 
(年度末評価 ) 
 
 
成果への影響は弱い
が，研究関連のフィ
ードバックは有効で
ある。  
評価でリーダーから
認められることは，
研究成果につながっ
ている。  
短期的には研究員の
意識づけになるが，全
体として成果への影
響は弱い。  
ICS 1 対 1 のミーティン
グとセミナーを実施
している。特に 1 対
1 のミーティングは
成果に大きな正の影
響を有する。  
セミナーとディスカ
ッションによって，
進捗管理を行ってい
る。成果に一定程度
の正の影響がある。  
プログレスミーティ
ングと，必要に応じて
1 対 1 のミーティング
を実施。いずれも成果
に正の影響を持つ。  
その他の  
特有の要因  
リーダーは 3 人の中
で は 最 も 若 手 で あ
る。他の研究室との
研究関連のインタラ
クションは乏しい。  
リーダーは国立大で
の勤務経験が長い。
研究室の規模は比較
的大きい。   
リーダーは非常勤で
ある。研究に従事して
いる人数は 3 つの研究
室の中で最も少ない。 
セミナーやリトリート等，他の研究室とのイ
ンタラクションが活発である。  
(著者作成。 ) 
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図表 12 インタビュー結果の要約 (センターレベル ) 
 
構成要素／関係性  センター長とリーダー  リーダーと外部評価委員会  
信条システム  基礎研究と応用研究の両面
でミッションを掲げ，両者
の相互理解を促している。  
特になし  
境界システム  行動規範，就業規則，倫理規
程があるが，特に重要なの
は倫理規程である。CDB の
トップマネジメントが，外
部の有識者とともに，毎年
各研究室を訪問している。  
特になし  
DCS センター長がリーダーに年
度評価を行っている。リー
ダーは簡潔な報告を求めら
れるが，この評価の主な目
的は研究状況の確認である
ため，ICS の性質も持つと
考えられる。  
2 年半に 1 回の外部評価が
行われている。リーダーは
外部評価に向けて入念に準
備を行うとともに，評価さ
れた内容を真 摯に受 け止
め，その後の研究の改善に
役立てている。  
ICS 運営会議を行っている。多
様な専門領域に属する人々
が集い，必要な情報を用い
て意思決定を行っている。
併せて，CDB 内のさまざま
な研究の内容を共有する機
会も設けられている。  
特になし  
 
(著者作成。 ) 
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第 7 章 追加調査  
 
 本章では，事例研究の結果を踏まえて実施した追加調査について記述する。第
1 節では調査の概要を示し，第 2 節ではリサーチサイトにおける業績管理システ
ムについて述べる。第 3 節では小括を行う。  
 
7.1 調査の概要  
 前章の事例研究との比較考察を主な目的として，2018 年 6 月 4 日の 16 時より
約 2 時間，神戸大学大学院農学研究科の一研究室に所属する D 准教授へのインタ
ビュー調査を実施した。この追加調査は同研究科内の D 准教授の研究室において
実施し，著者ならびに前述の S 氏が同席した。  
 調査では，事例研究におけるリーダーへのインタビュー調査と同一の質問項目
を提示し，必要に応じて口頭で追加の質問を行った。したがって，基本的には，
付録 A-Ⅲに示した質問項目を提示している。なお，追加調査においては，各種の
業績管理システムが D 准教授個人のモチベーションや研究成果にどのような影
響を与えているかに焦点を当てた。  
 D 准教授が所属する研究室には，トップに別の教授が所属しているが，2 人は
各々の担当学生に指導を行っており，ある程度独立して教育研究活動を進めてい
る。また，D 准教授は男性であり，大学院博士後期課程修了後，国内の大学での
博士研究員や国立研究開発法人での協力研究員を経て，2011 年に任期付きの助教
として神戸大学大学院農学研究科に着任した。その後，2013 年より任期なしの准
教授となり，調査時点に至っていた。  
このように，D 准教授は彼自身の研究経歴の中で，協力研究員，任期付きの助
教を経験している。彼によれば，協力研究員の頃は研究活動に専念し，任期の中
でコンスタントに論文を発表していくことを目指していたが，大学でのポストを
得て以降は，徐々に教育活動のウェイトを大きくした。なお，D 准教授は，調査
時点で博士課程の学生 1 名，修士課程の学生 8 名，学部 4 年生の学生 5 名を受け
持っていた。卒業・修了後は，大半の学生が一般企業に就職していた。  
 
7.2 業績管理システムの概要と成果に対する影響  
 D 准教授の所属研究室 (以下 D 研究室 )では，研究室としての目標や理念は特に
掲げていない。教員が学生に対して，D 研究室のテーマに沿った研究テーマを与
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え，個々の学生の方向性に応じた個別指導を行っている。一方で，農学研究科と
しては「農場から食卓まで  (From Farm To Table)」というスローガンを掲げて
いるが，D 研究室では，常時このスローガンを意識した研究活動が行われている
わけではない。  
 次に，行動規範および倫理規程に関して，D 研究室では，D 准教授が学生に対
して，研究室に在室する時間帯を具体的に指示している。研究倫理に関しては，
科学研究費で規定されている倫理を学生にも徹底している。また，同様に研究倫
理の観点から，月に 1 回実験ノートのチェックを実施している。前者の在室時間
帯の定めは完全には遵守されておらず，後者のノートチェックも隅々まで確認す
ることは困難であるが，これらによって研究室内の統制が図られている。  
 DCS には，農学研究科の教員評価が該当する。これについて，2018 年 6 月 19
日に農学研究科の総務課担当者にメールで問い合わせたところ，6 月 25 日に回答
を得た。その回答によれば，教員評価は，研究，教育，管理運営，社会貢献の 4
項目について行っており，特に研究面での評価指標は，①著書・論文数，②研究
発表等の件数，③学会賞等の受賞の有無，④外部資金の獲得の有無で構成されて
いる。この評価の結果は昇給ならびに昇格の際の補足資料となるが，昇給や昇格
に直接影響を与えてはいない。一方で，研究室内では教員が他の教員や学生に対
して何らかの業績評価を行うことはない。  
 D 研究室および農学研究科では，厳密な ICS は認められなかった。なお，ICS
に近いシステムとしては，研究室内ではおおよそ半年に 1 回設けられる学生の研
究発表，研究科全体では修士論文や博士論文の発表会がある。しかし，これらの
中でも特に研究科全体で行われる発表会は，本論文が則る ICS の定義のうち，マ
ネジャーによる部下の意思決定行動への関与には該当しない。また，公式のシス
テムではあるが，専門分野の異なる教員や学生も多数参加するため，研究室内の
発表と比較すると双方向的な情報システムとしての性格も弱いと考えられる。こ
れらに加えて，D 准教授および D 研究室の学生たちは，研究結果がまとまった時
には，主に国内学会に参加して発表を行っている。  
 上記の一連のシステムの中で，D 准教授の研究へのモチベーションや研究成果
に比較的大きな正の影響を与えていたのは，学会への参加である。彼の研究への
モチベーションの源は研究領域への興味や関心であったため，その興味や関心が
高まるような知的刺激を受けることが，モチベーションの向上に寄与していた。
一方で，研究科内での業績評価について，D 准教授は，研究室が異なれば研究の
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性質や進め方のスタイルも異なるため，業績評価が一律に機能しているとは考え
ていなかった。そのため，その業績評価によってモチベーションやその後の研究
成果が高まるという実感も持っていなかった。  
 
 「どうしてもやっぱり，すべての意味で公平な評価システムっていうのはなか
なか作るの難しいと思うんですよね。だから，ここは気に入らないとか，自分
のスタンスと合わなくて，低評価のところっていうのはやっぱりストレスにな
ったりとかするとは思うんですよ。でもそれいちいち言っていても，キリがな
いんですよね，そんなの。やっぱり学部としてまとめて評価しないといけない
ですし，研究機関としてある程度まとめて評価しなきゃいけないということに
なるんで」 (D 准教授 ) 
 
 さらに，業績管理システム以外にモチベーションや研究成果に影響を与えてい
る要因としては，大学教員がこなさなければならない業務が増大し続けているこ
とが挙げられた。この点に関しては，国立大学の独立行政法人化が大きく影響し
ている。また，D 准教授自身，研究員から任期付きの助教を経て調査時点に至る
までに，徐々に教育活動，具体的には担当学生の指導にウェイトを置くようにな
っていた。そのため，学生の研究に対する姿勢も，D 准教授のモチベーションや
研究成果に少なからず影響を与えていた。  
 このように，理化学研究所と神戸大学大学院農学研究科はともに国立の高等研
究機関であるが，後者は高等教育機関でもある。したがって，本論文の追加調査
においては，研究活動と教育活動の関係性や，教育活動が研究活動に与える影響
についても尋ねた。その結果，両者は密接に関連していた。特に D 准教授の研究
テーマの一部が彼の担当学生のテーマにもなっていることから，研究に真摯に取
り組む学生がいれば自身の研究も進み，反対に，気苦労の多い学生がいれば研究
が停滞しやすい。彼は，最終的に研究をもって良い研究者を育てることにやりが
いを見出していた。  
 
7.3 小括  
 本章では，神戸大学大学院農学研究科での追加調査について記述した。特に追
加調査の主な結果は以下の 3 点にまとめられる。第 1 に，研究室内では，教員が
学生に研究倫理の遵守を促しているが，目標や理念，業績評価，厳密なインタラ
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クティブコントロールに該当するミーティングやディスカッションは存在しない。
このことから，少なくとも D 研究室では，CDB の 3 つの研究室ほどには厳格な
業績管理は行われていないことが分かる。  
第 2 に，本論文の分析フレームワークに含めた業績管理システムの中で，D 准
教授の研究へのモチベーションや研究成果に最も大きな正の影響を与えていたの
は学会への参加であった。これに対して，研究科内で行われている業績評価は，
彼のモチベーションや研究成果に貢献していなかった。その理由として，農学研
究科の業績評価では基本的に一律の定量的な基準が用いられ，高度な専門的知識
を持つ者からの質的な評価は行われていないことが考えられる。  
第 3 に，業績管理システムのほかにモチベーションや研究成果に影響を与える
要因として，研究や教育以外の業務の増大がある。この点については，国立大学
の独立行政法人化が強く影響していることが明らかである。追加調査の結果は，
このような制度面の影響についても考察することの必要性を示唆している。  
さらに，国立大学の研究室では，純粋な高等研究機関の研究室と異なり，教育
活動の重要性が高い。本論文における追加調査でも，D 准教授が受け持つ学生の
姿勢が彼のモチベーションや研究成果に影響を与えていた。すなわち，国立大学
において，少なくとも追加調査の事例では，教育活動と研究活動の間には密接な
関係があることが示された。  
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第 8 章 考察  
 
 本章では，これまでの研究結果を踏まえ，ディスカッションを行う。本論文で
は，コントロールパッケージの概念と専門的知識の程度を反映させた分析フレー
ムワークを構築した。専門的知識の程度を捉える基準としては，業績管理システ
ムの内容や目的，調査対象者の役職に着目した。さらに，業績管理の目的や対象
を鑑み，本論文では研究室レベル，センターレベル，リーダー個人のレベルで調
査を実施した。ここで，リーダー個人のレベルの業績管理はセンターレベルの業
績管理とも考えられる。そこで，本章では 4 つの節を設け，第 1 節と第 2 節では
それぞれ研究室レベルとセンターレベルで考察を行う。第 3 節では研究室レベル
とセンターレベルを併せて考察を行う。第 4 節では，追加調査の結果も照らし合
わせて考察を進める。第 5 節では本論文における文献レビューの結果と照合し，
学術的な視点から考察をする。  
 
8.1 研究室レベルの業績管理  
8.1.1 研究室内の業績管理システム  
 本款では，リーダーから研究員等に対して行われる研究室レベルの業績管理に
ついて考察する。研究室レベルの業績管理では，リーダーが高度な専門的知識を
活かして，研究室の研究を発展させ，成果を生み出すことを目指していた。  
目標や理念は，研究室レベルのみならず，個人レベルでも存在する。リーダー
が掲げる研究室の目標や理念は概念的かつ抽象的であるが，全体として研究成果
に正の影響を与えている。なお，リーダーはセンターが募った研究テーマに合致
する研究を行い，優れた業績を挙げている。各研究室の目標や理念は，センター
の目標や理念とも整合的である。また，特に B 研究室と C 研究室では，研究室の
目標を全員で共有することも重視している。このことから，信条システムは研究
活動を進めるための基礎となっている。  
行動規範としては，主に研究室内のルールが機能している。このルールの目的
は，円滑な共同生活を営むことであると考えられ，その内容からも高度な専門的
知識を必要とするものではない。一方，倫理規程は，正しい研究を行い，研究の
質を保証するためのガイドラインとして機能している。多くの研究経験を積んで
きたリーダーが主体となって周知徹底していることからも，専門的知識や豊富な
経験を必要とするものである。行動規範や倫理規程は，成果との関係は弱いが，
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これらによって個々の責任の所在が明確になっている。さらに，これらは裁量の
大きい研究活動において，逸脱してはならない領域を規定した客観的な基準でも
ある。すなわち，境界コントロールは研究成果には直結しないが，信条システム
と同様，研究活動の基礎をなしており，特に研究の質を保つために不可欠である。  
業績や成果の年度末評価は，給料の査定に関わる CDB の公式の制度であるが，
具体的な論文等の形にはなっていない段階の成果もリーダーがきちんと捉え，評
価していることが特徴的である。つまり，年度末評価自体は CDB 内の研究室で
一律に行われているが，詳細な評価基準等は各研究室のリーダーの裁量に委ねら
れている。例えば，A 研究室のリーダーは，プロジェクトへの貢献度や協調性も
研究成果と同等に評価している。B 研究室のリーダーは，短期的な業績と中長期
的な業績を区分し，進行中の研究に対しても質的な評価を行っている。C 研究室
のリーダーは，個々人の研究テーマや研究の性質に応じた評価を心がけている。
全体として，研究活動の性質や評価の期間を踏まえ，1 年間で達成可能と考えら
れる成果と，評価対象との整合性が保たれている。特に発展途上の成果は，リー
ダーの専門的知識に裏付けられた主観的な評価によって捉えられている。  
このような年度末の業績評価については，成果に影響を与えていると感じてい
る研究者とそうでない研究者が混在している。そして，前者の人々は，概ね業績
評価が成果に対して正の影響を与えていると感じている。ただし，彼らは業績評
価による昇給のような金銭的報酬ではなく，リーダーからの建設的なフィードバ
ックのような非金銭的な側面を尊重している。この結果から，DCS は，研究成果
に対して部分的に正の影響を与えていると解釈することができる。  
ミーティングやディスカッションでは，リーダーや他のメンバーからフィード
バックを受け，あるいは議論に参加することを通じて，研究の進展や改善を図る。
これらは，パッケージの 4 つの構成要素の中で，全体として最も個人のモチベー
ションを高め，成果にも正の影響を与えている。成果の不確実性が高く，事前に
具体的な目標を設定することが難しい研究活動において，ミーティングやディス
カッションを定期的に設けることで，軌道の修正ができる。これらが有効に機能
する理由として，メンバーの着眼点の多様性も無視することはできないが，とり
わけリーダーが深い専門的知識を持っていることがある。  
研究室内の業績管理におけるこれら 4 つの構成要素間の関係は，以下のように
推察される。まず，信条システムと境界システムの間には強い正の関係があり，
信条システムは ICS に対して正の影響を有すると考えられる。前者の関係につい
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て，LOC フレームワークでは，信条システムによって動機づけられる探索的な活
動に，境界システムが重要な制限を課す (Simons 1995, p.39)という関係性が説明
されている。CDB の各研究室内でも，きわめて抽象的で概念的な目標の下で各自
が興味や関心に沿って研究を進めていく中で，行動規範や倫理規程が抵触しては
ならない事項として定められていることから示唆される。  
後者の関係について，LOC フレームワークでは，信条システムと ICS が陰陽
の陽の力，境界システムと DCS が陰の力と説明されている (Simons 1995, p.7)。
そして，信条システムと ICS は，ポジティブでインスピレーショナルな力を創り
出す (Simons 1995, p.7)。この関係は，特に B 研究室のリーダーの発言から推察
することができる。B 研究室のリーダーは，研究室の方針をメンバーがよく理解
した上で活発なコミュニケーションが行われることを重視している。このことは，
コミュニケーションの効果を高めるためには共通の意識を浸透させることが必要
であるということであり，信条システムが ICS に正の影響を持つことを示してい
る。ただし，ICS から信条システムへの影響については，明確にはなっていない。  
このほか，分析フレームワークには反映することができていないが，研究成果
やモチベーションに影響を与える複数の要因が明らかになった。それらは，これ
までに所属した研究室の指導教官，競争相手の存在，組織での課外活動，管轄省
庁や理事長の方針，特に人的な研究環境，任期，研究費の獲得状況，人間関係，
事務仕事等である。各研究室の予算管理に関しては，Davila and Wouters (2005)
や Elmassri and Harris (2011)と同様，不測の事態に備えて余裕を持って予算を
確保しようとすることや，Balakrishnan et al. (2007)で観察されたような，予算
期間の終盤に支出が増大する傾向が確認された。  
CDB の業績管理においては，いずれの研究室でも，リーダーが有する高度な専
門的知識とこれまでの研究者としての経験が研究成果に多大な影響を与えている。
ただし，それと同時に，制度的な性格を持つ業績管理システムの重要性も高い。
各研究室の設置の意義は，各研究室の研究テーマとそれに関連する目標に反映さ
れている。そして，第 6 章第 1 節で述べた，文部科学大臣や RAC からの評価も，
各研究室において行われる業績管理の基礎となる制度であろう。さらに，各研究
室において年度末に行われる評価は公式の業績管理システムであり，リーダーの
裁量を取り入れながら実施されている。一方で，ラボルールやミーティング，デ
ィスカッション等の詳細は，各研究室においてリーダーを中心に決定されている。
このことから，評価制度をはじめとする公式のシステムの枠組みの中で，リーダ
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ーの裁量を活かした業績管理が行われていると解釈することができる。したがっ
て，CDB への調査結果は，各研究室のリーダーの独自性が強く反映された業績管
理システムの設計と利用を示している。  
 
8.1.2 研究室間の業績管理システム  
本款では，調査対象の 3 つの研究室の特性と業績管理システムの関係について
も検討し，研究室間の比較考察を行う。3 つの研究室はいずれも生命科学分野の
テーマに沿って研究を進めているため，活動の特性には大きな差がない。したが
って，本論文の調査結果において活動の特性の影響は最小限に抑えられていると
期待される。しかしながら，リーダーの経歴や，研究室のメンバーの数において，
それぞれの研究室には違いが認められる。  
まず，A 研究室では，研究に従事している人数は B 研究室よりは少なく，C 研
究室よりは多い。また，A 研究室のリーダーは 3 名のリーダーの中で最も若手で
あり，調査時点では 6 年目以降の契約が更新されて間もなかった。そして，A 研
究室では，B 研究室および C 研究室と異なり，リーダーと研究員等との 1 対 1 の
ミーティングが定期的に行われており，他の研究室との研究関連のインタラクシ
ョンは少ない。  
次に，B 研究室は，人数の面で最も規模が大きい。そして，調査対象の 3 名の
リーダーの中で，B 研究室のリーダーは最も年長であり長い研究経歴を持つ。B
研究室では，全員でのセミナーとグループごとのディスカッションは定期的に行
われているが，1 対 1 のミーティングは必要に応じて設けられる。A 研究室と比
較すると，B 研究室ではリーダーが個々の研究員等に割いている時間は少ないと
予想される。一方で，B 研究室では他の研究室との研究関連のインタラクション
を通じて，より広い視点に触れながら研究を進めていることが分かる。  
最後に，C 研究室は，研究に従事する人数が 3 つの研究室の中で最も少ない。
かつては 1 対 1 のミーティングを週 1 回に設定しており，リーダーが個々のメン
バーに対して異なる着眼点で評価を行い，研究員の証言によればリーダーとの接
点を持ちやすいといった特徴がある。このような業績管理が可能な理由に，研究
室の規模は確実に含まれるであろう。ただし，調査時点では C 研究室のリーダー
は非常勤であり，他の研究室のリーダーよりも研究室に居られる時間が短かった。
そのため，リーダーが個人に割くことができる時間は必然的に制限されているが，
オンラインでの情報共有の仕組みを整備することで，このハンディキャップを補
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うことができている。また，C 研究室も B 研究室と同様，他の研究室とのインタ
ラクションが活発である。  
以上の，研究室レベルの業績管理についての発見事項は，図表 13 にまとめら
れる。各セルのカッコ内には，業績管理において研究成果への影響が強い場合に
は◎，成果への影響が認められる場合には〇，成果への影響が希薄な場合には△
を示している。研究室レベルの業績管理では，その主目的が研究室における研究
の発展であることから，リーダーの専門的知識が活かされている。実際に，行動
規範は研究室の研究環境を保つためには重要と考えられるが，研究成果との直接
の関係は弱い。そして，前述のように， ICS に当たるミーティングやディスカッ
ションが果たす役割が大きい。調査対象の 3 つの研究室では，基本的には個人単
位で研究テーマを持っていることから，研究員は可能な限り自らの判断に基づい
て意思決定を行い，研究を進めている。ただし，そのプロセスにおいては，専門
的知識を持つリーダーの定期的な介入が必要となる。  
 
図表 13 研究室レベルの業績管理システム  
 
構成要素／専門性  高い  低い  
信条  目標・理念【〇】  該当なし  
境界  倫理規程【〇】  行動規範【△】  
DCS 業績・成果の評価【〇】  該当なし  
ICS ミーティング，  
ディスカッション【◎】  
該当なし  
(著者作成。 ) 
 
8.2 センターレベルの業績管理  
次に，センター長とリーダーの関係および外部評価委員会とリーダーの関係に
着目しながら，センターレベルの業績管理について考察する。センターレベルの
業績管理では，各研究室の研究状況や研究成果の把握だけでなく，センター全体
としての方向性や組織運営にも焦点が置かれる。  
センターレベルでの信条システムとしては，CDB のミッションが挙げられる。
ミッションでは，基礎研究と応用研究の双方について組織の方向性を掲げ，両領
域に属する研究者たちの相互理解を促している。ミッションは，外部の専門外の
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人々にも伝わるように表現されているが，それを掲げるのは今後あるべき研究の
方向性を理解している人物であるため，専門性が高いと解釈できる。各研究室の
リーダーはこのミッションを少なからず意識しており，センターの方向性に沿っ
た研究室運営にも活かされている。ミッションの最大の効果は，相互理解を通じ
た組織としてのまとまりであると推察される。組織内でまとまりが生まれること
で，研究成果にもつながっている可能性は小さくない。  
境界システムとしては，年に 1 回の研究室訪問による研究倫理の遵守状況の確
認が挙げられる。行動規範や就業規則は明確に存在するが，それらの周知は個人
や研究室のリーダーに任されており，センター長が周知することはない。このこ
とからは，研究倫理の徹底にはセンターレベルでも力を入れており，研究倫理の
遵守が組織的にも社会的にも非常に重要であることが分かる。研究倫理の周知徹
底を行う組織のトップは，研究倫理に関する専門的知識と研究者としての豊かな
経験を活かしている。センターレベルでの境界システムも，研究室レベルのそれ
と同様，成果との直接的な関係は弱いと考えられるが，研究活動を行う上での大
前提として機能している。  
DCS としては，リーダーの自己評価に基づく，センター長からリーダーへの毎
年の個別評価が確認された。この評価では外部評価委員会が提示した結果を参考
にした助言が行われているが，形式的な側面も強く，研究成果への影響はさほど
認められなかった。センター長も述べたように，この評価の最大の目的は，セン
ター長とリーダーが情報を共有し，各研究室で研究が問題なく円滑に進められて
いるかを確かめることである。したがって，この評価は DCS よりも ICS の性格
が強いとも考えられる。このことを踏まえると，センター長からリーダーに対し
ては，高度な専門的知識を駆使した DCS はほとんど存在しないと予想される。  
ただし，ここで外部評価委員会とリーダーの関係に視点を転じると，10 年の任
期の中で 2 年半ごとにリーダーに対して実施される外部評価が，専門性の高い
DCS として重要な役割を果たしている。この外部評価では，公平かつ公正な視点
から，研究室としての研究の質向上，リーダーの契約更新の判断，そして彼らの
将来のキャリアを導いていくことが図られている。評価者には，論文にまとまら
ない段階の成果も質的に正しく評価できる能力が求められる。リーダーにとって，
この外部評価は非常に意義がある。リーダーは，深い専門的知識を持つ外部評価
委員会が時間をかけて準備し，この評価が実施されていることを理解しているた
め，評価結果を真摯に受け止め，その後の研究内容の改善に役立てている。  
128 
 
ICS としては，運営に関するものとして運営会議，研究に関するものとしてい
くつかのミーティングやセミナーがあった。これらに関しても，センター長は統
制者としてではなく，責任者として携わっている部分が大きい。Simons (1995)の
定義にもあるように，これらのミーティングやセミナーにおいては，マネジャー
(センター長 )が部下 (リーダーや研究推進室 )の意思決定行動に関与しているが，そ
の逆も当てはまると解釈できる。つまり，部下がマネジャーの意思決定に関与し
ているということもできる。その意味で，双方向的な性格も認められる。また，
専門的知識の視点から見ると，運営関連と研究関連のいずれにおいても，各自が
持つ情報を結集し，必要な情報を用いて意思決定を行っていると考えられる。し
たがって，Simons (1995)が定義したように，センターレベルの ICS は典型的な
情報システムである。センターレベルの ICS には，多様な専門領域を持つ研究者
や職員が関わっており，全員が統制をする側にもされる側にもなり得る。  
以上のほか，センターレベルの業績管理においては，研究室間でのセミナーや，
組織外部の専門職コミュニティである学会の重要性も示された。これらは主に，
ICS として機能していると考えられる。普段とは異なるコミュニティに定期的に
参加することで，多様な視点を取り入れ，不確実性と専門性の高い活動の成果を
生み出していくことにつながっている。このほか，業績管理システムの有効性を
高めるためには，任期の有無や期間，課外活動，組織内外の集団の中での自身や
自身の研究室のポジショニング等をいかに考慮していくのかも肝要な点である。  
センターレベルの業績管理についての発見事項は，図表 14 にまとめられる。
各セルのカッコ内には，業績管理において研究成果への影響が強い場合には◎，
成果への影響が認められる場合には〇，成果への影響が希薄な場合には△を示し
ている。センターレベルの業績管理では，各研究室の研究状況や研究成果の把握
だけでなく，センター全体としての方向性や組織運営も重視しているため，研究
面 (職業上 )の成果と運営面 (管理上 )の成果の両方を念頭に置いている。  
研究面では，センターとしての方向性を定め，各研究室の研究内容の共有を推
進している。運営面では，センター長，リーダー，研究推進室の間で情報共有を
図ると同時に，幅広い専門領域を持つ人々が集まって，必要な情報を用いて意思
決定を行っている。このように，センターレベルの業績管理は，特に情報共有を
重視しているため，研究成果との直接の関係は強くない傾向がある。その中で，
外部評価委員会が行うリーダーの評価は，センターレベルで研究の質向上を図る
ための重要なシステムとして位置づけられる。  
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図表 14 センターレベルの業績管理システム  
 
構成要素／専門性  高い  低い  
信条  ミッション【〇】  該当なし  
境界  倫理規程【〇】  行動規範，就業規則
【△】  
DCS 外部評価委員会からリー
ダーへの評価【◎】  
センター長からリーダー
への評価 42【〇】  
ICS 各種のミーティング，  
セミナー【△】  
運営会議【〇】  
(著者作成。 ) 
 
これまでの考察から，専門職組織において成果を生み出すためには，専門的知
識を活かした業績管理システムだけではなく，良好な研究環境をつくり，必要な
情報を共有するためのシステムも整えていくことの重要性が示唆される。本論文
が対象とした CDB の事例では，各研究室のリーダーが，自身の研究室の研究成
果を生み出すことと，研究環境の整備の両方に尽力していると考えられる。この
ように，研究活動の性質を十分に反映させた多角的な業績管理システムが機能し
ていることで，組織成員からもある程度の納得がなされていると予想される。  
 
8.3 研究室レベルとセンターレベルの業績管理の関係  
 本章の第 1 節と第 2 節での考察をもとに，本節では両レベルの業績管理を併せ
て考察を行う。研究室レベルでは，研究成果を生み出すことを意識している。セ
ンターレベルでは，研究面では各研究室の研究内容について情報共有を行い，
CDB 内での相互理解やまとまりを促進することに重きを置いている。そして，研
究の質向上を図るため，外部評価委員会からリーダーに対して，高度な専門的知
識を活用した評価が行われている。一方，運営面では，幅広い専門領域を持つ人々
が集まり，必要な情報を用いて意思決定を行っている。  
 すなわち，研究室レベルとセンターレベルでは業績管理の目的や，業績管理に
                                                   
42 前述のように，リーダーの個別評価は ICS の側面も有すると考えられる。  
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関わる人々の専門性，さらには与えられている裁量にも違いがあり，それらの違
いに応じた業績管理が実施されている。そこで，CDB という組織の視点から捉え
た場合，研究室とセンターでの業績管理がどのような関係にありどのような効果
をもたらしているのか，あるいはどのような課題が存在するのかを考察すること
も必要であろう。  
 前節でも述べたように，研究室レベルの業績管理とセンターレベルの業績管理
の双方に深く携わっているのは，各研究室のリーダーである。研究室の中では研
究成果を生み出すことに努め，研究室の外では自らの研究内容の発信やさまざま
な情報共有によって，センターの方向性を意識し，研究環境の整備に力を入れて
いる。業績管理システムの運用においても，研究室レベルでは，リーダーの専門
的知識を活かしたミーティングやディスカッションによる質的な業績管理が，研
究成果に貢献している。  
一方，センターレベルでも研究の性質を踏まえた業績管理が行われているもの
の，外部からの評価や理化学研究所全体の目標を考えると，少なからず客観的な
成果は求められている。したがって，定量的な業績管理も行われていると考えら
れる。そして，センターレベルでは研究成果を生み出すことよりも，情報共有や
意思決定のために専門的知識が活用されている傾向が強い。両レベルの業績管理
は，それぞれの目的や責任範囲が明確にされており，リーダーが各研究室の研究
活動の指揮統制と，研究室における現状の伝達やセンターとしての意思決定を担
っている。このように，両レベルでは業績管理のタイプは異なるが，研究成果の
不確実性の高さを念頭に置き，長期的な視点から業績管理が行われている。その
結果，研究室レベルとセンターレベルを総合しても，CDB の方向性と合致した，
個人のストレスや不安も少ない業績管理が実施されている。  
組織階層の視点を採る場合，リーダーはミドルマネジャーとして，センター長，
外部評価委員会，研究員等との関係性に応じた業績管理を行う必要がある。そこ
で，研究室レベルとセンターレベルを総合した場合に生じる最大の課題として，
リーダーがセンターレベルの業績管理にどの程度携わるべきなのかが不透明なこ
とが挙げられる。  
例えば A 研究室の研究員やテクニカルスタッフは，リーダーが研究以外の業務
で多忙であることが成果やモチベーションに負の影響を与えていると述べた。一
方，センター長への調査では，各研究室のリーダーがセンターの管理運営に携わ
ることで，センター長の負担が軽減されるだけでなく，CDB 全体として適切な意
131 
 
思決定ができていることが分かった。第 5 章の第 3 節で記述した岩崎氏の証言に
よれば，研究と管理運営の両方で第一線に立つことは相容れない可能性が高い。
ところが，研究に専念することが最も成果につながるのかも，不明瞭である。こ
の点に関しては CDB や理化学研究所のみならず，他のあらゆる専門職組織に通
じるだろう。  
本研究の調査対象となった理化学研究所は，文部科学省や国民に対して各セン
ターの客観的な数値目標も公表し，国立研究開発法人として運営を行っている。
その中で，センターレベルでは研究所が定めた制度，研究室レベルではセンター
が定めた制度に部分的に従っている。しかし，文部科学省からの評価は，定量的
な情報を参考にしつつ，研究計画の達成度や研究の進捗も十分に考慮した総合的
な評価であるため，少なくとも研究活動に深刻な負の影響を与えるものではない
と予測される。また，センターレベルでも研究室レベルでも公式の制度は存在す
るが，本論文の事例研究の結果から，日常の研究活動や組織運営を大きく制約す
るものではないと考えられる。  
 
8.4 追加調査との比較考察  
本節では，事例研究の結果と，追加調査で得られた結果との比較考察を行う。
追加調査は国立大学の研究室を対象としたものであった。事例研究の結果との共
通点として，学会への参加が，相対的に調査対象者の研究成果にプラスの影響を
与えていたことが挙げられる。いずれのリサーチサイトも，非常に不確実性の高
い研究を行っていることから，知的刺激を受けることがプラスに作用していると
考えられる。その一方で，本論文の分析フレームワークに沿った業績管理システ
ムは，追加調査では部分的にしか確認されず，CDB ほど厳密な業績管理は行われ
ていなかった。これについては，いくつかの理由が考えられる。  
第 1 に，大学の研究室で教員が指導する相手は学生であり，学生の多くは学部
や大学院の修了後，一般企業に就職する。つまり，最終目標は学生が学位を取得
することである。一方，CDB の研究室では，リーダーは一人前の研究者を育てな
がら，自身も大学等で任期のないポストを得ることが最終目標である。第 2 に，
高等研究機関と大学に求められることの違いである。理化学研究所や CDB は，
質の高い研究成果を強く求められているが，大学では研究成果のみならず，教育
や社会貢献の成果も同等に重視される。このように，目標や求められることの違
いが，業績管理の厳格さの程度にも影響していると考えられる。第 3 に，特に本
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論文の追加調査の対象者となった D 准教授は既に任期のないポストを獲得して
いた。すなわち，D 准教授よりも，CDB の任期付きの研究者の方が，一定期間に
研究成果を挙げる必要性が強いと考えられる。  
また，本論文の追加調査では，業績評価が D 准教授のモチベーションや研究成
果に対して，少なくとも正の影響は与えていないことが分かった。なお，CDB で
は，リーダーは外部評価，研究員等は年度末評価によって，程度の差はあるがモ
チベーションや研究成果が向上していると感じていた。この相違の理由について
は，第 7 章の第 3 節でも触れたが，農学研究科の業績評価では基本的に一律の定
量的な基準が用いられ，CDB のように高度な専門的知識を持つ者からの質的な評
価は行われていないことが考えられる。その結果，業績評価の結果が研究の性質
や実態を反映している程度にも大きな差が出ていると推測される。  
さらに，前述のように，D 准教授は国立研究開発法人の協力研究員を経て国立
大学に移り，調査時点に至っていた。すなわち，彼は本研究が対象とした 2 つの
タイプの組織の両方に所属した経験を持つ。特にそれぞれの組織における業績評
価の指標に焦点を当てると，協力研究員であった当時は研究に専念し，任期の中
でインパクトファクターも意識した論文の発表を目指していた。  
ここで，CDB の 3 つの研究室への調査結果を振り返ると，リーダーから研究員
への評価の指標は一律ではなかった。つまり，リーダーの裁量で質的な評価が行
われていた。対して，農学研究科での業績評価の指標は，一律で定量的であった。
この点は，両組織における業績管理の大きな相違点である。CDB の各研究室では，
個々の研究員に対してリーダーの豊富な専門的知識を活かした質的な評価が行わ
れることで，研究員のモチベーションが向上していた。一方で，農学研究科内で
の業績評価によって，D 准教授のモチベーションは変化していなかった。2 つの
組織への調査結果から，評価指標は個人のモチベーションやその後の研究成果に
も影響を与える可能性が高いと推察される。  
 
8.5 先行研究に基づく考察  
 本論文でレビューした先行研究と照らし合わせると，本論文の結果からは以下
の示唆が得られる。まず第 1 に，本論文では，財務／非財務の視点では非財務的
なコントロールに焦点を絞って分析を行ってきた。実際に，CDB では研究成果の
質的／主観的な評価，研究活動におけるミーティングやディスカッション，目標
や理念といった，非財務的なコントロールシステムが組織や個人の成果を生み出
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すために中心的な役割を果たしていると推察される。これに関連して，個人レベ
ルでも，昇給のような金銭的報酬の影響力はほとんど確認されなかった。ただし，
C 研究室への調査から，研究成果のためには研究費の獲得も重要であることが分
かったため，財務的な要素の影響も無視することはできない。  
コントロールの対象としてのアウトプット，プロセス (行動 )，インプットも，多
くの先行研究 (e.g.,Osterloh 2010; Ouchi 1979; Rockness and Shields 1984)で注
目を集めてきた。しかしながら，本論文では，検討対象の範囲や，評価の性質を
踏まえ，分析においてはこれらを含めていない。実際に，CDB ではアウトプット
とプロセス (行動 )の両方が評価の対象となっている。このことは，例えば研究室
レベルでの年度末評価が，論文の発表や研究の進捗のほか，日々の研究活動への
取り組みや態度も対象としていることから推察される。また，センター長への調
査において，リーダーの採用というインプットコントロールが重要であることは
限定的に確認された。このことから，研究活動の業績管理においては，アウトプ
ット，プロセス，インプットを総合的に勘案することが必要であると考えられる。  
コントロールパッケージの視点を採る研究は，これまで専門職組織を対象とし
た管理会計研究では進んでいなかった。このことは実務の実態と学術研究の結果
との乖離をもたらしているおそれがあることから，本論文ではコントロールパッ
ケージの概念に着目し，Simons (1995)の LOC フレームワークを用いた。専門職
組織を対象としたこれまでの研究では，コントロールの利用法としての DCS と
ICS が注目され，これら 2 つだけが援用されてきた傾向があった。これに対し，
本論文では，専門職の文脈における信条システムや境界システムの存在と意義を
示した。このことから，専門職組織においても LOC フレームワークの 4 つの構
成要素が機能していることが分かる。この点を詳細に述べると，特に信条システ
ムと ICS の重要性が相対的に大きいといえる。  
 コントロールの利用法について，先行研究では，専門職組織におけるインタラ
クティブコントロール (Abernethy and Brownell 1999; Chong and Mahama 
2014; de Harlez and Malagueño 2016)，イネーブリングコントロール (Jørgensen 
and Messner 2009)，創造性を必要とする場合の主観的業績評価 (Grabner 2014)
等の有効性が明らかにされてきた。ただし，診断的／強制的なコントロールや，
客観的業績評価が役割を果たす余地があることも示されてきた (e.g.,Chiesa et al. 
2009b)。本論文の調査でも，ミーティングやディスカッションが ICS の性質を持
ち，研究活動における中心的な業績管理システムとして機能していることが分か
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った。また，リーダーから研究員等への業績評価，外部評価委員会からリーダー
への業績評価は，リーダーや外部評価委員が評価対象者の特性や研究の性質を考
慮に入れながら行っていた。なお，これらの業績評価は DCS に該当する。すなわ
ち，専門職組織における DCS は，専門的知識を持つ者がその知識を駆使して行う
ことで，その有効性が高まると考えられる。  
 コントロールシステムへの関与については，本論文では詳細な分析は行ってい
ないが，インタビュー調査において一定のデータが得られた。研究室レベルでの
業績管理について述べると，業績評価に関して研究員等がリーダーに意見を伝え
るケースは少なかった。その一方で，行動規範となる研究室内のルールや，普段
のミーティングやディスカッションはメンバー全員で作り上げられている傾向が
確認された。日常の活動に関わることについては，メンバー全員で決定している
ため，3 つの研究室では，研究員等も業績管理システムの設計や運用に関与して
いると考えられる。また，センター長とリーダーの関係では，センター長の意思
決定にリーダーが一定程度関与していることが分かった。そのため，CDB の業績
管理では，組織成員の関与が十分に行われ，個人の納得も促されていると推測さ
れる。本論文の文献レビューでは，複数の参加型予算研究を参照し，その知見を
まとめてきた。そして，実際の調査においても予算管理の実態を問うたが，予算
に関しては理化学研究所やセンター，研究科の中で配分基準が決められており，
参加型予算が行われていることは確認できなかった。  
最後に，専門職の業績管理に関しては，個人に焦点を当てた研究も進められて
きたことは既に述べた。その中でも，業績管理システムが個人のモチベーション
に与える影響は，特に多くの注目を集めてきた。本論文の分析フレームワークで
は考慮していないが，事例研究では業績管理システムが個人のモチベーションに
与える影響についても調査した。その結果として，次の 2 点を示すことができる。
第 1 に，CDB の 3 つの研究室においては，業績管理システムとモチベーション
の間の関係は強くない。この背景には，多くの調査対象者のモチベーションの源
が専門の研究領域への興味・関心であったことがあるだろう。すなわち，彼らは
内発的に動機づけられているため，業績管理システムがモチベーションの向上に
貢献する余地は小さいと推察される。  
先行研究 (e.g.,Kallio and Kallio 2014; Ter Bogt and Scapens  2012)の問題意識
は，業績管理システムが内発的なモチベーションを阻害しかねないことであった。
特に，論文の本数をはじめとする定量的な指標に偏った研究業績評価の弊害が指
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摘されてきた。これに照らし合わせると，CDB や CDB に属する研究室では研究
の性質を踏まえた業績管理が行われていることから，個人のモチベーションに対
する業績管理システムの負の影響が特に観察されなかったと考えられる。実際に，
追加調査では定量的な業績評価が観察され，それによるモチベーションの向上は
確認されなかったことからも，評価指標の影響力は大きいことが分かる。  
第 2 に，CDB の 3 つの研究室の業績管理では，昇給をはじめとする金銭的な報
酬よりも，建設的なフィードバックや好意的な評価を得ることが，研究員のモチ
ベーションを高めていた。金銭的な報酬の影響の小ささについては，任期や昇給
の幅といった要因の影響を無視できない可能性があり，例えば任期がより長い場
合や無期雇用の場合，昇給の幅がより大きい場合には，金銭的な報酬の効果は高
まるかもしれない。しかしながら，上司や同業者からのフィードバックや評価は，
研究員のそれまでの研究成果に客観的な価値を持たせ，その後の研究の具体的な
方向性を示すと期待される点で有効であろう。先行研究の視点に基づくこれらの
考察の要約は，以下の図表 15 に示すとおりである。  
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
136 
 
図表 15 先行研究の視点に基づく考察の要約  
 
先行研究の視点  考察の要約  
財務／非財務  先行研究 (Abernethy and Brownell 1997; Naranjo-Gil and 
Hartmann 2006)と同様，非財務的なコントロールが，成果
を生み出すために重要な役割を担う。研究費の獲得状況や予
算等の財務的な要因も，今後検討の必要性がある。  
コントロールの
対象  
アウトプット，プロセス，インプットを総合的に勘案したコ
ントロールが行われている。このことは，インプットコント
ロールだけでなく，アウトプット／プロセスコントロールも
適切に組み合わせて用いることが効果的であることを示す。 
コントロール  
パッケージ  
Sutton and Brown (2016)のように，専門職組織における業
績管理も，企業等の組織と同様，パッケージの概念で捉える
ことができる。また，先行研究ではあまり捉えられてこなか
った，信条システムや境界システムの有効性も認められる。 
コントロールの
利用法  
Abernethy and Brownell (1999) や Chong and Mahama 
(2014)と一致して，専門職組織ではインタラクティブな利用
が中心的に機能している。一方，専門的知識を持つ者による
診断的な利用の有効性も確認された。この点は，Chiesa et 
al. (2009b)や Grabner (2014)の知見を総合することで導き
出される。  
コントロールシ
ステムへの関与  
組織メンバーは，各自の意見の伝達や専門的知識の活用を通
じて，業績管理システムの設計や運用に関与している。これ
によって，相互理解や個人の納得が促されている。この点は，
参加型予算の先行研究 (Elmassri and Harris 2011; Parker 
and Kyj 2006; 中村正伸  2017)にも通じる。  
モチベーション
への影響  
業績管理システムはモチベーションにあまり影響を与えて
いない。先行研究 (e.g.,Kallio and Kallio 2014; Ter Bogt and 
Scapens 2012)が指摘した問題点は，高度な専門的知識を持
つ者による質的な業績管理によって解消されている。  
(著者作成。 ) 
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第 9 章 結論  
 
 本章では，本論文の結びとして，第 1 節において結論，第 2 節において学術的
ならびに実務的な貢献，第 3 節において限界および将来の研究の方向性を述べる。 
 
9.1 本論文の結論  
 本論文では，高等研究機関における業績管理システムの設計と運用，それらの
成果への影響についての研究を行った。具体的に「高等研究機関において，研究
成果を生み出すために業績管理システムがどのように設計され，運用されている
のか」という研究課題を提示し，コントロールパッケージと専門的知識の程度の
視点から分析した。また，分析に際し，専門的知識や，業績管理の目的や対象を
考慮し，研究室レベルとセンターレベルでそれぞれ発見事項をまとめた。さらに，
本論文で参照した先行研究の視点と照合し，学術的に考察を行った。本論文では，
高等研究機関における業績管理システムの設計と運用，およびそれらが成果に与
える影響に関して，以下の 3 つの結論を提示する。  
 第 1 に，研究成果を生み出すためには，高度な専門的知識を持つ上司が，部下
の研究の進捗を定期的にモニタリングすることが最も重要である。研究活動は専
門性と成果の不確実性がきわめて高いため，定期的な軌道修正を通して具体的な
成果につなげていく。このような業績管理システムは，関与するメンバーや管理
する内容に多様性を持たせ，インタラクティブに利用することが，客観性を高め
ていくために効果的である。その一方で，リーダーに対しては，外部評価委員会
から診断的な業績評価が行われており，その有効性も確認された。このように，
公式の業績管理システムを設け，リーダーや外部評価委員会が評価対象者の研究
成果を定期的にモニタリングしていくことが，CDB における優れた成果につなが
っていると結論づけられる。  
 第 2 に，業績管理システムの組み合わせに関して，信条システムと境界システ
ムの間に正の関係があり，信条システムは ICS に正の影響を有し，研究機関の成
果を生み出すために有効に機能する。これらの関係は特に研究室レベルの業績管
理で顕著であるが，センターレベルでも認められる。より詳細に述べると，研究
活動において目標やミッション等の信条システムは最大の基礎であり，研究倫理
等の境界システムも同等に重要である。これによって，Simons (1995)が述べた，
許容範囲内での意欲的な機会探索が推進されている。  
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 ICS の有効性は，特に目標の理解や共有，すなわち信条システムによって高め
られる。研究室やセンター等の集団内では，構成員間で方向性が一致している必
要がある。ただし，本論文では ICS が信条システムに与える影響については検討
できていない。なお，DCS の有効性は，外部評価委員からリーダーに対して行わ
れる業績管理においては顕著であるが，研究室レベルの業績管理においてはさほ
ど高くない。  
 第 3 に，研究活動を円滑に進め成果につなげるためには，組織全体で研究内容
の共有を促進するだけでなく，研究環境の整備等も徹底し，研究活動と管理業務
の連携を図ることが重要である。本論文の事例では，センターレベルの業績管理
でこの連携が意識されていた。具体的に，センター長とリーダーや研究推進室と
の間で随時情報共有を行い，定期的な運営会議を設けていた。多様な専門領域に
属する研究者や管理経験の豊富な人材が集い，必要な情報を用いて意思決定を行
うことで，組織の方向性が定まり，研究環境の整備にもつながる。このことを組
織階層の視点で説明すると，各研究室においてセンターのミッションをある程度
意識した研究活動を行っている点で，リーダーが特に重要な役割を果たしている
といえる。しかし，リーダーの管理業務の多さが研究活動の妨げになっている可
能性も指摘されたため，リーダーがどのような管理業務にどの程度関与すること
が効果的なのかは，本論文では十分に明らかにすることはできていない。  
 
9.2 本論文の貢献  
 本論文には，以下の学術的貢献と実務的貢献が期待される。まず，学術的貢献
としては次の 3 点が挙げられる。第 1 に，管理会計領域における業績管理研究へ
の貢献である。LOC フレームワークの各システムの詳細ならびに成果への影響と，
研究活動における信条システムと境界システムの間の正の関係，信条システムが
ICS に与える正の影響を見出し記述したことで，各システムの役割をより明確に
した。具体的には，目標やミッションを徹底し，同時に研究倫理の遵守も徹底す
るほど，研究活動の質が高まる。また，目標やミッションの共有を促進すること
で，構成員間の方向性が一致し， ICS の有効性が高まっている。  
第 2 に，専門職組織を対象とした管理会計研究への貢献である。そのような研
究の中でも，研究機関を対象とした研究蓄積は特に少なく，業績管理システムの
設計と運用において考慮すべき要因が明らかにされた。パイロット調査や追加調
査の結果も併せて考えると，モニタリングの頻度，教育活動や管理業務とのバラ
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ンス等を考慮する必要性が高い。また，特に業績評価においては，専門的知識を
持つ者が質的な評価を実施することが効果的である。  
第 3 に，マネジメントコントロールの理論への貢献である。本論文ではコント
ロールパッケージの概念を軸に据え，専門的知識の程度を加えて分析を進めた。
その結果，コントロールパッケージを検討する上で，専門的知識や業績管理の目
的を考慮することが重要であると示唆された。このことは，従来の多くの研究で
着目されてきた組織特性のほか，専門性等の個人特性についてもより詳細な検討
を重ね，専門職組織の実態に即した理論を構築し，今後の研究を進めていくこと
の意義を示している。  
一方，実務的貢献としては次の 2 点が挙げられる。第 1 に，単一の組織の中で
の複数の階層における業績管理システムを考察したことで，現実の組織での業績
管理実務に詳細な含意を提示していることである。本論文の事例では，研究室レ
ベルでは主に研究成果を生み出すことを目指し，センターレベルでは主に研究環
境の整備に力を入れていた。このように，階層に応じて業績管理の目的や使い方
を変化させながら，組織全体での情報共有も徹底することの有効性が明らかとな
った。また，個人の専門性の程度を考慮したことで，あらゆる組織における業績
管理システムの効果的な設計と運用にも示唆を与えた。  
第 2 に，本論文の主なリサーチサイトとなった理化学研究所・CDB は，国内の
みならず国際的にも名高い研究機関である。本論文で明らかにされた業績管理シ
ステムが，世界から認められる優れた成果に寄与している可能性は決して小さく
ない。それゆえ，本論文での発見事項は，国内外の研究機関や大学のみならず，
企業の研究開発部門や，他の専門職組織の業績管理のモデルケースとしても貢献
することが期待される。  
 
9.3 本論文の限界および将来の研究の方向性  
 本論文の結果ならびに結論を解釈する際には，同時に限界についても考慮しな
ければならない。本論文には，以下の 3 つの限界が存在する。  
 第 1 に，研究対象に関連する限界である。本論文はわが国の 1 つの研究機関内
の 1 つのセンターに属する 3 つの研究室を対象とした研究であり，パイロット調
査と追加調査を含めても 3 つの研究機関への接触を得たに過ぎない。したがって，
研究対象を超えた本論文の結果の一般化は，困難であると同時に注意を要する。  
 第 2 に，研究方法の限界である。本論文はインタビュー調査による定性的な研
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究方法を採用しており，統計分析を用いた研究等と比較すると，学術的な厳密さ
において劣る部分がある。さらに，インタビューの際には，調査実施者である著
者と調査対象者の間の認識のずれを最大限除去するよう努めた。しかし，各々の
調査対象者の証言という形で得られたデータが，どのような認識に基づくものな
のかという点までは，本論文では捉え切れていないという限界がある。  
 第 3 に，分析フレームワークと実態のギャップに起因する限界である。本論文
の調査では，分析フレームワークでは捉えきれない要因も発見された。例えば，
任期の存在やその期間，研究室の規模，研究費の獲得状況，金銭的や非金銭的な
報酬がこれに該当する。本論文では，業績管理においてこれらの要因を考慮する
ことの重要性を指摘し，考察を加えることにとどまっている。   
 以上の限界を受けて，今後の研究の方向性を提示する。将来の研究においては，
まず，研究対象の拡大を図る必要がある。国立研究開発法人をはじめとする研究
機関での調査を継続するだけでなく，大学や，企業の研究開発部門等にも視野を
広げ，詳細な比較考察を通じた精緻な知見を導いていくことが期待される。そし
て，一般化可能性を高めるため，尺度の構築を進め，質問票調査やアーカイバル
データを用いた定量的な研究や，複数の方法を組み合わせた研究を進めていくこ
とも求められる。継続的に幅広く調査を行いより多くのデータを収集した上で，
より精緻な理論やフレームワークの構築を進めることが，今後の管理会計研究の
発展に寄与するであろう。  
さらに，今後の研究では，研究機関における財務的なコントロールの機能につ
いても掘り下げる余地がある。本論文においては，例えば研究費の獲得状況や予
算が研究成果に影響を与え得る一方，昇給はモチベーションや研究成果にあまり
影響を与えていないことが分かった。併せて，財務と非財務の視点を混合させた
BSC 等の業績管理システムの設計や利用についても，専門職の文脈で研究を進め
ていく意義があるだろう。  
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付録 A インタビュー調査の質問項目  
 
Ⅰ．パイロット調査における質問項目  
 
①  貴部門におけるご自身の役職・役割と，ご自身の研究経歴についてお教えくだ
さい。  
 
②  貴部門ならびに部門の構成員の方々の研究活動を統制・管理する制度や慣習に
はどのようなものがありますか。以下より当てはまるものをすべてお答えくだ
さい。また，それら制度や慣習はご自身の研究活動にとってどの程度重要であ
るか (影響力があるか )，およびその理由について，具体的な出来事やきっかけ
があれば併せてお答えください。  
a )ミッションステートメント，目標，理念  
b )行動規範や倫理規程  
c )結果や成果のモニタリング，評価 (業績や成果を測定する具体的な量的・質的
指標も併せてお答えください ) 
d )各種会議やディベート，組織内の共通用語  
e )その他  
 
③  ②でご回答いただいた制度や慣習は，以下のいずれに当てはまりますか。  
a )貴研究所の外部から課されている  
b )貴研究所や貴部門の内部で独自に構築されている  
c )a と b のいずれにも当てはまる  
 
④  ②でご回答いただいた制度や慣習は，それぞれ以下のタイプのいずれに最も近
い形態で利用されていますか。以下より選択いただき，詳細な利用形態につい
てお教えください。  
a )直属の上司からの指示による傾向が強い形態  
b )部門のメンバーの経験，アイデアや意思が十分に反映される形態  
c )a と b の併用あるいは折衷型  
d )その他  
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⑤  ②でご回答いただいた制度や慣習は，研究の業績や成果にプラスに作用してい
ますか，あるいはマイナスに作用していますか。(②の c については，量的指標
と質的指標のそれぞれの視点からお答えください)。  
 
⑥  ご自身の研究活動への意欲は以下のうちいずれによって最も高まりますか。  
a )ご専門の研究領域への興味・関心  
b )研究を行うプロセス  
c )社会に対する研究成果  
d )その他  
 
⑦  ②でご回答いただいた制度や慣習のうち，⑥でご回答いただいたご自身の意欲
に主に影響を与えていると感じるものがあればお答えください。その場合，ご
自身の意欲はどのように変化し，その結果ご自身の行動がどのように変化した
のかをお教えください。  
 
⑧  ⑦におけるご自身の意欲と行動の変化は，研究の業績や成果に影響を与えてい
ますか。  
 
⑨  部門のメンバーをまとめ率いていくうえで，どのような工夫や心がけを行って
いますか。また，ご自身のリーダーシップに影響を与えている要因があれば，
お教えください。  
 
⑩  以上の制度や慣習のほかに，ご自身やご自身が所属される部門の意欲，研究業
績・成果に大きく影響を与えているものごとがあれば，お教えください。  
 
⑪  その他，本調査へのご意見やご感想があればご自由にお答えください。  
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Ⅱ．A 研究室における質問項目  
 
①  貴チームにおけるご自身の役職・役割と，ご自身の研究経歴についてお教えく
ださい。  
 
②  貴チームならびにチームの構成員の方々を統制・管理する制度や慣習にはどの
ようなものがありますか。以下より当てはまるものをすべてお答えください。
また，それら制度や慣習は貴チームの研究活動にとってどの程度重要であるか
(影響力があるか )，およびその理由について，具体的な出来事やきっかけがあ
れば併せてお答えください。  
a) ミッションステートメント，目標，理念  
b) 行動規範や倫理規程  
c) 結果や成果のモニタリング，評価 (業績や成果を評価する具体的な量的・質
的指標も併せてお答えください ) 
d) 各種会議やディベート，組織内の共通用語  
e) その他  
 
③  ②でご回答いただいた制度や慣習は，以下のいずれに当てはまりますか。  
a) 貴研究所の外部から課されている  
b) 貴研究所や貴チームの内部で独自に構築されている  
c) a と b のいずれにも当てはまる  
 
④  ②でご回答いただいた制度や慣習は，それぞれ以下のタイプのいずれに最も近
い形態で利用されていますか。以下より選択いただき，詳細な利用形態につい
てお教えください。  
a) 直属の上司からの指示による傾向が強い形態  
b) チームのメンバーの経験，アイデアや意思が十分に反映される形態  
c) a と b の併用あるいは折衷型  
d) その他  
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⑤  ②でご回答いただいた制度や慣習は，研究の業績や成果にプラスに作用してい
ますか，あるいはマイナスに作用していますか。(②の c については，量的指標
と質的指標のそれぞれの視点からお答えください ) 
 
⑥  ご自身の研究活動への意欲は，以下のうちいずれによって最も高まりますか。  
a) ご専門の研究領域への興味・関心  
b) 研究を行うプロセス  
c) 社会に対する研究成果  
d) その他  
 
⑦  ②でご回答いただいた制度や慣習のうち，⑥でご回答いただいたご自身の意欲
に主に影響を与えていると感じるものがあればお答えください。その場合，ご
自身の意欲はどのように変化し，その結果ご自身の行動がどのように変化した
のかをお教えください。  
 
⑧  ⑦におけるご自身の意欲と行動の変化は，研究の業績や成果に影響を与えてい
ますか。  
 
⑨  チームのメンバーをまとめ率いていくうえで，どのような工夫や心がけを行っ
ていますか。また，ご自身のリーダーシップに影響を与えている要因があれば，
お教えください 43。  
 
⑩  以上の制度や慣習のほかに，ご自身やご自身が所属されるチームの意欲，研究
業績・成果に大きく影響を与えているものごとがあれば，お教えください。  
 
⑪  その他，本調査へのご意見やご感想があればご自由にお答えください。  
 
 
                                                   
43 質問項目⑨について，研究員には「チームリーダーが，ご自身やご自身が所
属されるチームの研究活動に与えている影響についてお教えください。」と問う
た。テクニカルスタッフには「貴研究チームの研究を支援するうえで，どのよう
な工夫や心がけを行っていますか。」と尋ねた。  
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Ⅲ．B 研究室における質問項目  
 
①  貴チームにおけるご自身の役職・役割と，ご自身の研究経歴についてお教えく
ださい。  
 
②  貴チームならびにチーム内の研究活動のマネジメントにおいて，どのようなシ
ステムを用いていますか。以下より当てはまるものをすべてお答えください。
また，それらのシステムはチームの外部から課されていますか，あるいはチー
ム内で独自に構築されていますか。  
a) 目標，理念  (センターの目標，ラボの目標，個人の目標など ) 
b) 行動規範や倫理規程  (ラボのルール，研究倫理など ) 
c) 業績・成果の評価  (センターからの評価，ラボ内での評価など。目標と実績
の比較が行われていますか。また，業績や成果の測定に適用される具体的な
指標も併せてお答えください ) 
d) ラボ内・ラボ外での会議やディスカッション  
e) その他 (学会，研究所外での諸活動など ) 
 
③  ②でご回答いただいたシステムは，それぞれ以下のタイプのいずれに最も近い
形態で利用されていますか。以下より選択いただき，詳細な利用形態について
お教えください。  
a) チームリーダーやセンター長からの指示による傾向が強い形態  
b) チームのメンバーの経験，アイデアや意思が十分に反映される形態  
c) a と b の併用・折衷  
d) その他  
 
④  ご自身の研究活動へのモチベーションは，以下のうちいずれによって最も高ま
りますか。  
a) ご専門の研究領域への興味・関心  
b) 研究を行うプロセス  
c) 社会に対する研究成果  
d) その他  
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⑤  ②でご回答いただいた制度や慣習のうち，④でご回答いただいたご自身のモチ
ベーションに主に影響を与えていると感じるものがあればお答えください。そ
の場合，ご自身のモチベーションや行動がどのように変化したか，最終的にご
自身やチームの研究の業績や成果にも影響を与えたかどうかをお教えくださ
い。  
 
⑥  ご自身は，センター長 (その他上司 )から評価を受けていますか。評価を受けて
いる場合，どのような評価を，どのようなスパンで受けていますか。また，評
価の結果は何か (例：報酬額や契約更新 )に反映されますか。  
 
⑦  チームのメンバーをまとめ率いていくうえで，どのような工夫や心がけを行っ
ていますか。また，ご自身のリーダーシップに影響を与えている要因 (例：セン
ター長の指示や管轄省庁による制度変更 )があれば，お教えください 44。  
 
⑧  これまでお答えいただいたシステムのほかに，ご自身やご自身が所属されるチ
ームのモチベーション，研究業績・成果に大きく影響を与えているものごとが
あれば，お教えください。  
 
⑨  その他，本調査へのご意見やご感想があればご自由にお答えください。  
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
44リーダーへの質問項目⑦に関して，研究員およびテクニカルスタッフには「チ
ームリーダーは貴チーム内でどのようなリーダーシップを発揮されているとお考
えですか (例：厳しく統制 or 放任主義 )。また，チームリーダーは，ご自身や貴
チームの研究活動にどのような影響を与えているとお考えですか。」と問うた。
加えてテクニカルスタッフには「研究支援活動において，どのような工夫や心が
けを行っていますか。」という質問も提示した。  
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Ⅳ．センター長への質問項目  
 
①  貴センターにおけるご自身の役職・業務内容と，ご自身の研究経歴についてお
教えください。  
 
②  センターとして，および，センター長としての業績・成果とはどのようなもの
ですか。  
 
③  貴センター (を構成するチーム )の研究活動を管理するシステムにはどのような
ものがありますか。また，それらシステムは貴センターの研究活動にとってど
の程度重要であるか (影響力があるか )，およびその理由について，具体的な出
来事やきっかけがあれば併せてお答えください。  
a )目標，理念 (センターの目標，理念など ) 
b )行動規範や倫理規程  (センターの規則や研究倫理など ) 
c )業績・成果の評価  (評価の具体的な量的・質的基準も併せてお答えください ) 
d )センター内でのミーティングやディスカッション  (具体的な内容も併せて
お答えください ) 
e )その他 (外部評価委員会，学会，他センターとのつながりなど ) 
 
④  ③でご回答いただいたシステムは，以下のいずれに当てはまりますか。  
a )貴研究所の外部から課されている  
b )貴研究所や貴センターの内部で独自に構築されている  
c )a と b のいずれにも当てはまる  
 
⑤  ③でご回答いただいたシステムは，以下のタイプのいずれに最も近い形態で利
用されていますか。以下よりお選びください。  
a) センター長や理事長などの方針による傾向が強い形態  
b) 管轄下にあるチームリーダー等のアイデアや意思が反映される形態  
c) a と b の併用・折衷  
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⑥  ご自身のセンター長としての業務へのモチベーションは，どのような時，ある
いはどのような要因によって高まりますか。逆に，どのような時，あるいはど
のような要因によって低下しますか。また，モチベーションの変化は，行動の
変化，さらにはご自身のセンター長としての成果にも影響を与えていますか。  
 
⑦  ご自身のセンター長としての活動は，評価されていますか。評価されている場
合，評価のスパン，評価者，評価の対象，評価結果が何かに具体的に反映され
るのかどうかをお教えください。  
 
⑧  ご自身の管轄下にあるチームをまとめ率いていくうえで，どのような工夫や心
がけを行っていますか。あわせて，センター長としてのご自身のリーダーシッ
プに影響を与えている要因があれば，お教えください。  
 
⑨  その他，本調査へのご意見やご感想があればご自由にお答えください。  
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付録 B 追加質問項目  
 
①先生のラボの人数を教えていただけますでしょうか。人数の変動があるよう
でしたら，８月当時の人数を教えていただければ幸いです。また，研究を主た
る業務とする方 (リーダー，研究員や学生 )と，研究支援や事務を主たる業務と
する方 (テクニカルスタッフ等 )の内訳を教えていただければと思います 45。  
 
②センターと研究室の間で予算がどのような基準で配分されているのかは，昨
夏の調査でお尋ねいたしましたが，予算に関連して，ラボで研究を進められる
なかで，  
(１ ) 予算を自由に使えず，研究活動に制約が生じたこと  
(２ ) 予算額が足りず，研究活動に制約が生じたこと  
(３ ) 予算期間の終盤に，半ば無理やり予算を使い切ったこと  
の３点に該当するご経験がありましたら，簡潔に教えていただけますと幸いで
す。先生個人のご経験でも，ラボ全体としてのご経験でも構いません。  
 
③神経系の複数のラボが集まって定期的に開催されている，合同のセミナーの
正式名称を教えていただければ幸いです。「合同セミナー」「ジャーナルクラブ」
など複数の名称をお聞きしたので，表記を統一させていただきたく，お尋ねし
ております 46。  
 
④先生は，2017 年 8 月時点でチームリーダーとして何年目を迎えていらっし
ゃったでしょうか 47。  
 
                                                   
45 この文章の後に，著者が各研究室のホームページを参照した旨を記し，ホー
ムページに記載されている人数と実際の在籍人数が一致しているのかどうかを尋
ねている。  
46 A 研究室は神経系には該当しないため，質問項目③は B 研究室と C 研究室の
リーダーにのみ提示している。  
47 A 研究室のリーダーには「5 年の評価は通過されているとのことでしたが，
改めて正確な経過年数を教えていただけますと幸いです。」と追記し，B 研究室
のリーダーには「当初は GD として着任され，ローリングテニュアの制度下で勤
務されていたとのことでしたが，チームリーダーになられた後は，10 年経過後
に転出されるご予定でしょうか。」と追記した。C 研究室のリーダーは調査時点
で既に任期を満了し転出していたため，彼女には質問項目④は提示していない。  
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心より御礼申し上げます。  
 社会人経験のなかった私にとって，最も身近に実務に触れることができたのが，
ティーチングアシスタントを務めさせていただいた MBA 松尾貴巳ゼミでした。
学術的な視点だけに偏らず，実務を知り，実務にとって意義のある研究をするこ
との重要性を学ぶ機会となりました。ゼミ生の皆様は，一学生であった私に対し
ても，いつも温かく接してくださいました。ここに皆様への謝意を表します。  
 最後に，勤務先の常葉大学の先生方・職員の皆様に御礼を申し上げます。特に，
畑隆学部長をはじめとする経営学部静岡草薙キャンパスの先生方からは，今春の
着任以降いつも温かいご指導とご支援を賜っています。私の研究へのご理解・ご
配慮もいただき，快適な環境で仕事をさせていただいているお陰で，着任から 3
ヶ月半で博士論文を書き上げることができました。  
お世話になっている皆様に，この御恩をいつかお返しできるよう，今後もより
一層，研究に励んでまいります。  
 
2018 年 7 月 17 日  
佐々木 多恵  
